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厚生労働省 行政事業レビュー（公開プロセス） 
 

 

平成３０年６月１４日（木） 

（１３：００～１８：２０） 

会場：中央合同庁舎第５号館（２０階共用第８会議室） 

 

 

 

１． 議事（対象事業） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 外部有識者 

 

井出 健二郎   和光大学経済経営学部教授 

上山 直樹     増田パートナーズ法律事務所 パートナー 

栗原 美津枝  （株）日本政策投資銀行常勤監査役 

中室 牧子     慶應義塾大学総合政策学部准教授 

松村 敏弘     東京大学社会科学研究所教授 

横田 響子    （株）コラボラボ代表取締役 

開催日 時間 対象事業 

６月１４日

（木） 

13:00～14:00 医療提供体制施設整備交付金 

14:00～15:00 地域支援事業交付金 

15:10～16:10 生涯を通じた女性の健康支援事業 

16:10～17:10 
幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括

的な職業能力評価制度の整備 

17:20～18:20 
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（うちひ

きこもり対策推進事業） 



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

医療提供体制施設整備交
付金

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

事業番号 0018

-

30年度当初予算

3,242

3,242 0

救急医療対策事業実施要綱等

-

3,242

関係する
計画、通知等

平成３０年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

4,317 2,955 5,193 3,242 0

2,914 3,935

執行率（％） 81% 99% 76%

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事業計画」により、都道府県が自主性・裁量性
を発揮できる助成制度の仕組みとして、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。

前年度から繰越し 1,836 63 2,648

3,496

補正予算

予備費等

当初予算 2,545

28年度

下記の事業等について病院等の建物の整備を行う場合の経費の補助を行う。
・医療計画等の推進に関する事業
・施設環境等の改善に関する事業
・病院の耐震整備に関する事業

医療提供体制施設整備交付金
調整率:0.33、0.50　補助対象：日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、国民健
康保険組合、国民健康保険団体連合会、民間事業者

-

2,544

- -

-

医療提供体制施設整備交付金 担当部局庁 医政局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
地域医療計画課救急・周産期医療
等対策室

室長：徳本　史郎

事業名

会計区分

30年度

2,995

翌年度へ繰越し ▲ 63

計

29年度

社会保障

▲ 2,648

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

2,545

実施方法

27年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

137% 53% 155%
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単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

単位

-計算式
交付決定額
/補助件数

Ｘ／Ｙ
Ｘ：医療施設等耐震整備事業交付決定額
Ｙ：医療施設等耐震整備事業補助件数

単位当たり
コスト

27年度 28年度 29年度 30年度活動見込

49 45

1431/21

-

27年度

68

- -

19.3 19.4

27年度 28年度 29年度

19.4 17.7 -

17.7

-110.3

年度30

30 年度

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

99.5 109.6 - - -

27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

13 13.3 - - -

12.2 13 -

- 年度

8.6 8.7 - - -

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

103.6 103

69.4

71.5 72.9

71.5

102 -

-

-

達成度

69.4

-

67

年度

年度

30 年度

-

72.9

-

106.6 102.3 - - -

78/9

13.3

130/9

-

30年度活動見込

目標最終年度

7.8 8.6 8.7 - -

3,496/102

28年度

3,935/137

841/17

百万円

17

算出根拠

86 102 127

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

心肺停止者の一ヶ月後の
生存率を前年度以上とす
る。

心肺停止者の一ヶ月後の
生存率

心肺停止１か月後生存者
数÷救急搬送人員数のう
ち、心原性かつ心肺停止の
時点を一般市民により目撃
された件数

成果実績 ％

目標値

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

87/5 18/5

交付決定額
/補助件数

78/7

Ｘ／Ｙ
Ｘ：小児医療施設施設整備事業交付決定額
Ｙ：小児医療施設施設整備事業補助件数

27年度

28年度 29年度

4

計算式

単位当たり
コスト

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

30

単位

Ｘ／Ｙ
Ｘ：全体執行額
Ｙ：補助件数

単位当たり
コスト

29年度
中間目標

-101.2

単位

単位当たり
コスト

941/21

達成度 ％

病院の耐震化率（目標値
「前年度以上」）

（全ての建物に耐震性があ
る病院数＋平成30年度ま
でに全ての建物が耐震化
される予定の病院数）÷耐
震改修状況調査における
回答病院数

目標値

成果指標 28年度

心肺停止者の一ヶ月後の
社会復帰率

心肺停止１か月後社会復
帰者数÷救急搬送人員数
のうち、心原性かつ心肺停
止の時点を一般市民により
目撃された件数

成果実績

％

％

病院の耐震化率を前年度
以上とする。

定量的な成果目標

成果指標

％

％

幼児（１～４歳）死亡率（人
口10万対）を前年度以下に
する。

123/3

27年度

11

件

2,914/127

41 9 14 -

27年度 28年度 30年度活動見込

計算式

-

30年度活動見込

34 23

達成度 ％

-

交付決定額
/補助件数 -

単位

％

補助件数

心肺停止者の一ヶ月後の
社会復帰率を前年度以上
とする。

29

活動実績

29年度

29年度

百万円

102 127 137

27年度 28年度 29年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

％幼児（１～４歳）死亡率（人
口10万対）

１～４歳の死亡者数÷１～
４歳の人口×１０万

成果実績

目標値 ％

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

件

百万円

計算式
執行額/補
助件数

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

Ｘ／Ｙ
Ｘ：救命救急センター施設整備事業交付決定額
Ｙ：救命救急センター施設整備事業補助件数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
厚生労働省において実施した、病院の耐震改修状況調査の結果

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

137

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
心原性かつ一般市民による目撃のあった症例の1ヶ月後の生存率及び社会復帰率（出典：平成29年版消防白書）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
心原性かつ一般市民による目撃のあった症例の1ヶ月後の生存率及び社会復帰率（出典：平成29年版消防白書）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
人口動態調査（厚生労働省）
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経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

目標年度

－

施策 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること（施策目標Ⅰ－１－１）

政策 施策大目標１　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること

測
定
指
標

-

-

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
27年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本交付金は、都道府県における医療提供体制の確保を図るための計画に定める医療提供施設の整備の目標等に関し、整備に要する経費の一部に
充てるために国が交付する交付金であり、もって、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図るとともに、医療施設における患者の療
養環境及び医療従事者の職場環境の改善並びに医療従事者の養成力の充実等を図るものである。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

施策の進捗状況（実績）

--

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

-

-

-

-

28年度 29年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

-

計画開始時
29年度 30年度

- -

-

-

目標値

中間目標

-

目標最終年度

- -

-

目標定性的指標

－ -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係
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( )

42 平成25年度 21

平成26年度 20 平成27年度 18 平成28年度 18

平成22年度 53 平成23年度 45 平成24年度

平成29年度 厚生労働省 0017

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

受益者も応分の負担があり、負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

平成28年度補正予算に計上し、平成29年度に繰り越した「医
療施設耐震整備事業」について、申請が見込みを下回った
ため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みに合っている。

○

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

29年度の成果実績については一部集計中であるが、目標に
見合っている。

○

補助対象が医療施設等の施設整備費であるために、真に必
要なものに限られている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

医療機関等の施設整備は、良質かつ適切な医療を提供する
上で欠かすことのできない手段の一つであり、優先度の高い
事業である。

当該事業に必要な補助基準額の設定を行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

整備された設備は十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

自治体から提出された事業報告書にて、事業にかかる効果や執行実態を把握しており、整備された施設は十分に活用されていることから、今
後も適切な執行に努める。一方、各事業の執行実績に多募がある状況を踏まえ、限られた予算の中でメリハリある配分を行い、政策の推進を
図る上で他の補助事業で対応可能なメニューや執行率が低いメニューの見直しを検討する。

医療機関等の施設整備は、良質な医療を提供する上で、欠かすことができない手段の一つであり、引き続き国において実施していく必要があ
る。しかしながら、本交付金における執行実績に多募があることから、各事業の継続の必要性や有効性を精査する必要がある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

医療施設等の施設整備を行うことにより、良質かつ適切な医
療を提供することにつながることから、広く国民のニーズが
あり、国民や社会のニーズを反映している。

全国どの地域であっても、地域の実情に応じた必要な支援
が受けられるよう引き続き国が実施すべき事業である。

○

○

資金の流れの中間段階は都道府県への間接補助であるた
め、不合理なものではない。

事業番号 事業名所管府省名

　

-
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※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※金額は交付決定ベースで計上

【補助金等交付】

【補助金等交付】

B．医療機関（101）
3,880百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

厚生労働省
3,880百万円

A．都道府県（４0）
3,880百万円
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支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

190

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

271

240

217

176

168

155 - -

-184

- -

補助金等交付195

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

公益財団法人復光
会 垂水病院

4040005003032 医療計画の推進 166 補助金等交付 - - －

10

8

9

医療法人社団やしの
木会浦安中央病院

5040005004789 医療計画の推進 125 補助金等交付 - - －

医療法人杜のホスピ
タル

6480005004117 施設環境の改善 150 補助金等交付 - - －

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

医療法人田中病院 8190005004598 耐震整備 202 補助金等交付 - －

補助金等交付 - - －

高知赤十字病院 6010405002452 医療計画の推進 170 補助金等交付 - - －

2

-

医療法人社団三愛
会三船病院

2470005002389 耐震整備 195

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

4000020030007

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

医療機関に対する施設整
備に係る補助

-

-

契約方式等

補助金等交付

4000020270008

1000020140007

2

3

- -

法　人　番　号

8000020280003

8000020130001 326

10

-

7000020010006

5000020240001

8000020370002

7000020310000

5000020390003

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

5 - -

- -

4

補助金医療機関に対する施設整備に係る補助

費　目

計 326 計 202

費　目 使　途

B.医療法人田中病院
金　額

(百万円）

326 耐震整備に係る費用

使　途

補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.東京都

9290005004422 施設環境の改善 111 補助金等交付 - - －

北海道厚生農業協
同組合連合会 帯広
厚生病院

一般財団法人成研
会結のぞみ病院

3120105004930 医療計画の推進 149 補助金等交付 - - －

2430005003069

202

補助金等交付

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

医療計画の推進 137 補助金等交付 - - －

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

医療法人輝栄会福
岡輝栄会病院

学校法人神奈川歯
科大学附属病院

1021005007564 施設環境の改善 115 - - －

- - -

東 京 都

兵 庫 県

北 海 道

三 重 県

香 川 県

鳥 取 県

高 知 県

大 阪 府

神奈川県

岩 手 県

-6-



医療提供体制施設整備交付金
について-

7
-



○ 医療計画に定める医療提供施設の整備目標等に関し、整備に要する経費の一部を充てるために国が
交付する交付金であり、もって、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図るとともに、医
療施設における患者の療養環境及び医療従事者の職場環境の改善並びに医療従事者の養成力の充実
等を図ることを目的とする。

平成28年度 平成29年度 平成30年度

当初予算 ２，５４５ ２，５４５ ３，２４２

補正予算 ２，９９５

計 ５，５４０ ２，５４５ ３，２４２

（単位：百万円）

目的

予算額の推移

※ 平成２８年度の補正予算は、対象事業のうち、医療施設等の耐震化整備のために措置

○ 下記の事業について病院等の建物の整備を行う経費の補助を行う。
１．医療計画等の推進に関する事業
２．施設環境等の改善に関する事業
３．医療従事者の養成力の充実等に関する事業

○調整率：0.33、0.50
○補助対象

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道
社会事業協会、国民健康保険組合、国民健康保険団体連合会、民間事業者

事業対象

１．交付金の概要

-
8
-



２．交付金の創設経緯

医療施設等施設整備費補助金において事業を実施。
予算の範囲内において厚生労働省が選定した事業を実施していた。

医療提供体制施設整備交付金の創設

都道府県が作成する「医療提供施設等の整備に関する計画」により、救急医療施設、周産期医療

施設等の施設整備を支援する医療提供体制施設整備交付金を創設。各都道府県に配分された予

算の範囲内において、都道府県が選定した事業を実施している。

【平成17年度以前】

【平成18年度以降】

「地方にできることは地方に」という理念の下、国の関与を縮小し、
地方の権限・責任を拡大して、地方分権を一層推進することを目指
し、国庫補助負担金改革、税源移譲、地方交付税の見直しの３つを
一体として行う改革により、「医療施設等施設整備費補助金」の一
部を交付金化。

三位一体の改革

-
9
-



医療提供体制施設整備交付金については、平成３０年度現在で以下の３１事業を対象
としている。

１．医療計画等の推進に関する事業（２１事業）

２．施設環境等の改善に関する事業（８事業）

３．医療従事者の養成力の充実等に関する事業（２事業）

医療法第３０条の４第１項に規定する都道府県における医療提供体制の確保を
図るための計画（医療計画）等に定める医療提供施設の整備に関する事業

医療施設の耐震化、南海トラフ地震に係る津波避難対策、アスベスト除去、地
球温暖化対策など、患者の療養環境の改善及び医療従事者の職場環境の改善
に関する整備に関する事業

看護師の特定行為に係る指定研修施設など、医療従事者の養成力の充実のた
めの整備に関する事業

３．交付金の事業区分

-
1
0
-



県内の医療提供体制の確保を図るために、交付金の事業区分から必要な事業を選定して「事業
計画」を作成

４．事業交付の流れ

都道府県

「事業計画」を確認し、予算の範囲内で交付金を交付

国

国の交付金を事業者に交付して、施設整備を実施

施設整備の終了後、事業報告書を国に提出

都道府県

事業に係る効果や執行実態を把握

国

-
1
1
-



○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために
策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され、都道府県の二
次医療圏ごとの病床数の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ご
との医療連携体制について記載されることとなり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。

・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機
能ごとの医療需要と将来の病床数の必要量、在宅医療等
の医療需要を推計。

○ 地域医療構想

医療計画における主な記載事項

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管
疾患、糖尿病、精神疾患）。

５事業･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急
医療を含む。））。

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項

・ 疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を
把握し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築
のための具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を
評価し、見直しを行う（PDCAサイクルの推進）。

○ 医療従事者の確保

・ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医師、
看護師等の確保。○ 医療の安全の確保

○ 基準病床数の算定

○ 医療圏の設定

・ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者
流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示
し、見直しを促進。

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地
域的単位として区分。

５．（１）医療計画等の推進に関する事業

１．医療計画の概要

-
1
2
-



○疾病・事業ごとの医療体制

○居宅等における医療

○地域医療構想

○地域医療構想を実現する施策

○病床機能の情報提供の推進

○医療従事者の確保

○医療の安全の確保

○施設の整備目標

○基準病床数 等

医療提供体制確保の基本的考え方

基 本 方 針【大臣告示】

医療計画の作成
○留意事項

○内容、手順 等

疾病・事業別の医療体制

○ 求められる医療機能
○ 構築の手順 等

【法第30条の４第１項】

都道府県は基本方針に即して、かつ地

域の実情に応じて医療計画を定める。

【法第30条の８】

厚生労働大臣は、技術的事項について必要な助言ができる。

【医療法第30条の３】

厚生労働大臣は基本方針を定める。

医療計画作成指針【局長通知】

疾病又は事業ごとの医療体制について
【課長通知】

医 療 計 画

（２）医療計画の策定に係る指針の全体像

-
1
3
-



５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制構築の手順

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針
（疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について（医政指発0330第9号 平成24年3月30日）別紙）

4 課題の抽出

1 現状の把握

3 連携の検討

5 数値目標

6 施 策

7 評 価

8 公 表

2 圏域の設定

○患者動向、医療資源・医療連携等に関する現状を把握

○指標例を参考に医療圏ごとの課題を抽出

○従来の二次医療圏にこだわらず、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設
定する。

○医療機能を明確化した上で、関係機関の連携を検討し、医療機関等の名称を記載

○各地域における医療提供体制の課題を解決するに当たっての数値目標を設定

○数値目標の達成及び各医療機能がより発揮されるために行う施策を策定

○評価を行う組織や時期を明記し、数値目標の達成状況、施策の進捗状況を評価

○指標、課題、数値目標、施策、評価等について、ホームページ等で公表

（３）医療連携体制構築の手順

-
1
4
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（４）疾病・事業ごとのＰＤＣＡサイクル

○ 医療計画の実効性を上げるため、具体的な数値目標の設定と評価を
行い、その評価結果に基づき、計画の内容の見直し

○ ５疾病・５事業及び在宅医療については、評価・見直し体制及び公表方法
を明示

○ 目標項目の数値の年次推移や施策の進捗状況の把握、評価について
定期的に実施

○ 目標に対する進捗状況が不十分な場合、原因を分析した上で、必要に応
じて施策の見直しを図る

見直し状況等
抽出した課題を解決するに当たっての数値目標、目標を達成するための施策

等を医療計画に記載

-
1
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救命救急センター（289カ所）
（うち、高度救命救急センター（41カ所））

病院群輪番制病院（396地区、2,874カ所）

救命救急医療（第三次救急医療）

入院を要する救急医療（第二次救急医療）

初期救急医療

平成29年3月31日現在

平成30年４月1日現在

ドクターヘリ（5２カ所）

平成29年3月31日現在

平成30年3月26日現在

共同利用型病院（22カ所）

在宅当番医制（600地区）

休日夜間急患センター（563カ所）

○重症及び複数の診療科領域にわたる全
ての重篤な救急患者を２４時間体制で受
け入れるもの。

○二次医療圏単位で、圏域内の複数の病
院が、当番制により、休日及び夜間にお
いて、入院治療を必要とする重症の救急
患者を受け入れるもの。

○二次医療圏単位で、拠点となる病院が
一部を開放し、地域の医師の協力を得て、
休日及び夜間における入院治療を必要と
する重症救急患者を受け入れるもの。

○郡市医師会ごとに、複数の医師が在宅
当番医制により、休日及び夜間において、
比較的軽症の救急患者を受け入れるもの。

○地方自治体が整備する急患センターに
て、休日及び夜間において、比較的軽症
の救急患者を受け入れるもの。

救急医療体制体系図

（参考）救急医療体制

-
1
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分
娩
の
リ
ス
ク

○ 周産期に係る比較的高度な医療行為

○ ２４時間体制での周産期救急医療

地域周産期母子医療センター（２９８ヵ所）

母体・新生児搬送

○ 正常分娩を含めた低リスク妊娠、分娩および正常新生児への対応

（助産所は正常な経過の妊娠、分娩および新生児のみ対応）

○ 妊婦健診を含めた分娩前後の診療

○ 他医療機関との連携によるリスクの低い帝王切開術の対応

主に低リスク分娩を扱う医療機関 （一般病院、診療所、助産所）

○ リスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療

○ 周産期医療システムの中核としての地域の周産期医療施設との連携

○ 周産期医療情報センター

総合周産期母子医療センター（１０８ヵ所）

時間の流れ

○ 周産期医療施設を退
院した障害児等が療
養・療育できる体制の
提供

○ 在宅で療養・療育し
ている児の家族に対
する支援

療養・療育支援

■■療育センター

母体・新生児搬送
オープンシステム等による連携

周産期医療体制体系図

※総合周産期母子医療センター
原則として３次医療圏に１か所整備
（箇所数は平成30年４月１日現在）

※地域周産期母子医療センター
総合周産期母子医療センター１か所に対し
数か所整備
（箇所数は平成30年４月１日現在）

（参考）周産期医療体制

-
1
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災害時に多数発生する傷病者、被災した医療機関の入院患者等に対して、被災地内外の医療資源を活用して医療の提供できる体制を整備
しておく必要がある。

災 害 発 生
被災地内

被災地域外航空
医療搬送拠点(SCU)

被災地外
災害拠点病院等

被災地外からの
DMAT搬入

DMATの流れ

患者の流れ在宅

被災病院

重篤患者の被災
地外への搬出

災害拠点
病院

被災病院の患者を
災害拠点病院へ搬出

災害拠点
病院

救護所・避難所
被災地外

災害拠点病院等

被災地域外航空
医療搬送拠点
(SCU)

国、都道府県等で構成
医療チームの確保、

被災患者等への医療提
供（超急性期～慢性期）、
中長期における医療提供
体制を維持

被災地域内
航空医療搬送
拠点(SCU)

災害対策本部

被災地外

被災地外

基幹災害拠点病院 原則として各都道府県に１か所設置する。

地域災害拠点病院 原則として二次医療圏に１か所設置する。

平成２９年４月１日現在までに

７２３病院を指定

（参考）災害医療体制

-
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医療計画等の推進に関する事業一覧①

（１）休日夜間急患センター施設整備事業
休日及び夜間の診療を行う急患センターを整備し地域住民

の急病患者の医療を確保するため、休日夜間急患センターの
施設整備に対する補助を行う。

（２）病院郡輪番制病院及び共同利用型病院施設整備事業
地域の実情に応じて病院郡輪番制方式等による入院を要す

る（第二次）救急医療機関を整備し、初期救急医療施設及び
救急患者の搬送機関との円滑な連絡体制のもとに、休日及び
夜間における入院治療を必要とする重傷救急患者の医療を
確保するため、病院郡輪番制病院及び共同型利用病院の施
設整備に対する補助を行う。

（３）救急ヘリポート施設整備事業
離島、山村において、発生した重症救急患者をヘリコプター

等により搬送する際、地方公共団体の要請により、機内にお
いて早期に必要な救急処置を行うため、添乗する医師を確保
することを目的に、救急ヘリポート施設の施設整備に対する
補助を行う。

（４）ヘリポート周辺施設施設整備事業
救命救急センターにドクターヘリを委託により配備し、救急

患者の救命率等の向上、広域救急患者搬送体制の向上及び
ドクターヘリの全国的導入の促進を図るため、ドクターヘリ基
地病院の格納庫等の施設整備に対する補助を行う。

（５）救命救急センター施設整備事業
休日夜間急患センター等の初期救急医療施設、病院群輪

番制等の第二次救急医療施設及び救急患者の搬送機関との
円滑な連携体制のもとに、重篤救急患者の医療を確保するた
め、救命救急センターの施設整備に対する補助を行う。

（６）小児救急医療拠点病院施設整備事業
休日夜間急患センター等の初期救急医療施設及び小児救

急患者の搬送機関との円滑な連携体制のもと、休日及び夜
間における入院治療を必要とする小児の重傷救急患者の医
療を確保するため小児救急医療拠点病院の施設整備に対す
る補助を行う。

（７）小児初期救急センター施設整備事業
小児の急病患者を受け入れるため、小児救急医療支援事

業等の二次救急病院と連携し、小児患者の休日夜間の診療
対策を確保するため、小児の急病患者を受け入れる小児初
期救急センターの施設整備に対する補助を行う。

（８）小児集中治療室施設整備事業
小児集中治療室を整備し、小児重症患者の適切な医療を確

保するため、小児集中治療室の施設整備に対する補助を行う。
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医療計画等の推進に関する事業一覧②

（９）小児医療施設施設整備事業
地域における小児医療水準の向上に資するため、小児疾患、

新生児疾患の診断、治療を行う施設の施設整備に対する補
助を行う。

（10）周産期医療施設施設整備事業
専門的な周産期医療体制の整備を行うため、母体・胎児集

中治療管理室の施設整備に対する補助を行う。

（11）地域療育支援施設施設整備事業
新生児集中治療室等の満床の解消を図るとともに在宅療養

等への円滑な移行を促進するため、在宅療養等との間に地域
療育支援施設を整備するための補助を行う。

（12）共同利用施設施設整備事業
公的医療機関等を地域の中心的な医療機関として位置づ

け、共同利用施設として地域の医療機関相互の密接な連携と
機能分担の促進、医療資源の効率的活用を図り、もって地域
の医療水準の向上に資するため、共同利用施設等の施設整
備に対する補助を行う。

（13）医療施設近代化施設整備事業
病院における患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛

生環境等の改善及びへき地や都市部の診療所の円滑な承継
のための整備を促進し、もって医療施設の経営の確保を図る
ために行う施設整備に対する補助を行う。

（14）不足病床地区病院施設整備事業
新築の場合、新築しようとする所在地に係る医療計画上の

既存病床数が基準病床数を超えない等の基準により実施す
る療養病床及び一般病床不足地域における病院の施設整備
事業に対する補助を行う。

（15）基幹災害拠点病院施設整備事業
多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害自に多発する

重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診療機能等の
災害医療支援機能を有し、24時間対応可能な救急体制を確
保する基幹災害拠点病院を整備することにより、災害時の医
療を確保することを目的として行う基幹災害拠点病院の施設
整備に対する補助を行う。

（16）地域災害拠点病院施設整備事業
多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害自に多発する

重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診療機能等の
災害医療支援機能を有し、24時間対応可能な救急体制を確
保する地域災害拠点病院を整備することにより、災害時の医
療を確保することを目的として行う地域災害拠点病院の施設
整備に対する補助を行う。
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医療計画等の推進に関する事業一覧③

（21）地域拠点歯科診療所施設整備事業
各地域に必要な歯科医療の提供（障害者等の受け入れを

含む）に対応できる拠点歯科診療所の整備を図るため、地域
拠点歯科診療所として必要な施設を整備するための補助を行
う。

（17）腎移植施設施設整備事業
腎移植の実施に必要な無菌手術室を整備し、もって腎不

全患者の根治的医療である腎移植の実施体制の整備をする
ための補助を行う。

（18）特殊病室施設整備事業
骨髄移植施設等において骨髄移植の実施に必要な無菌室

の整備を行い、もって血液難病患者等の根治的治療である骨
髄移植の実施体制の整備を行うための補助を行う。

（19）肝移植施設施設整備事業
肝移植の実施に必要な無菌手術室を整備し、もって肝不全

患者の根治的医療の一つである肝移植の実施体制の整備を
するための補助を行う。

（20）治験施設施設整備事業
被験者の人権、安全及び福祉の保護のもとに、治験の科学

的な質と成績の信頼性を確保しつつ、治験の管理及びその事
務機能の充実を図ることにより、効率的な治験の遂行を行う
ための治験施設を整備するための補助を行う。
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５．（２）施設環境等の改善に関する事業

（１）医療提供施設の耐震状況
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（２）医療提供施設のアスベスト状況

病院のアスベスト使用状況

平成29年7月の病院におけるアスベスト（石綿）使用実態調査（平成29年12月27日調査結果
公表）の結果、
○ 吹付けアスベスト（石綿）等使用実態については、
・ アスベストのばく露のおそれのある場所を有する病院数は15病院

（平成28年12月公表時（前回）では16病院）
・ アスベストの有無を分析調査中の病院数は18病院

（平成28年12月公表時 （前回）では16病院）

○ アスベスト（石綿）含有保温材等使用実態については、
・ アスベストのばく露のおそれのある場所を有する病院数は113病院

（平成28年12月公表時（前回）では147病院）
・ アスベストの有無を分析調査中の病院数は543病院

（平成28年12月公表時 （前回）では1,516病院）

であり、これらの病院については、患者、職員等の健康被害の発生を未然に防止するために、
早急に、アスベスト等の使用状況に関する実態把握をしていくとともに、ばく露のおそれの
ある場所について除去等の措置を講ずる必要がある。
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施設環境等の改善に関する事業一覧

（23）特定地域病院施設整備事業
大規模地震対策特別措置法に基づき地震防災対策強化地

域に指定された地域に所在し、かつ、別に定める要件のいづ
れかに該当する病院が、耐震診断の結果、改築又は補強が
必要と認められる診療棟又は病棟の耐震化を実施するため
の補助を行う。

（24）地震防災対策医療施設耐震整備事業
医療施設の耐震化又は補強等を行うことにより、地震防災

対策又は土砂災害の防止のための対策の強化・推進を図る
ため医療機関の耐震化等のための補助を行う。

（22）医療施設等耐震整備事業
医療施設等の耐震化又は補強等を行うことにより、地震発

生時において適切な医療提供体制の維持を図るため、医療
施設等の耐震化整備のための補助を行う。

（26）アスベスト除去等整備事業
アスベスト等が損傷、劣化等により、ばく露のおそれのある

場所について、除去、囲い込み、封じ込め等の措置を推進す
るため、病院がアスベストの除去等の措置を行うための補助
を行う。

（25）南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業
南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法に基づく津波避難対策緊急事業を推進するため、南海ト
ラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に
基づく津波避難対策緊急事業に対する補助を行う。

（29）地球温暖化対策施設整備事業
地球温暖化対策に資する病院及び診療所の整備を支援す

ることにより、病院等における地球温暖化対策の取り組みを
推進するため、医療機関の地球温暖化対策に資する施設整
備に対する補助を行う。

（27）病児・病後児保育施設施設整備事業
現に保育所に通所中等の児童が病気の「回復期に至らない

場合」等に、一時的にその児童の保育を行う施設を整備する
ための補助を行う。

（28）医療機器管理室施設整備事業
医療機器に係る評価・選定、保守管理、廃棄までの一貫した

管理を行う医療機器管理室を整備することにより、医療機器の
適正な使用を推進し、患者に対する安全対策に資するため、
医療機器管理室の施設整備に対する補助を行う。
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病状の
範囲内

○ 2025年に向けて更なる在宅医療等の推進を図るためには、個別に熟練した看護師のみでは足りないこと
から、医師等の判断を待たずに手順書により一定の診療の補助（特定行為）を行う看護師を計画的に養成
するため、特定行為研修制度を創設。

○ 当該研修制度の円滑な実施及び研修修了者を確保するためには、研修を実施する指定研修機関の確保が
必要不可欠。

○ このため、指定研修機関等において、研修を実施するためのカンファレンスルームの整備やeラーニングを
設置するための整備、研修受講者用の自習室の整備等に必要な経費について支援する。

看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業【平成30年度からの事業】

事業目的

○「特定行為」の概要

医師又は歯科医師

手順書で
あらかじめ
指示

看護師

病状の範囲を
確認 病状の範囲外

特定行為
を実施

医師又は
歯科医師に
結果報告

医師又は歯科医師
に指示を求める

特定行為

○研修実施方法の概要

指定研修機関

実習施設

講義・演習等を受講

実習

看護師

実習評価

指導体制の確認
評価基準の提示

看護師の特定行為に係る指定研修機関等において、研修を実施するためのカンファレンスルームの整備や
eラーニングを設置するための整備、研修受講者用の自習室の整備等に必要な経費に対する支援を行う。
（補助先）

① 厚生労働大臣が定める者。ただし、指定研修機関の指定に係る審査を受けている者に限る。
② 指定研修機関

（調整率）
0.5

事業概要

５．（３）医療従事者の養成力の充実等に関する事業
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医療従事者の養成力の充実等に関する事業一覧

（31）内視鏡訓練施設施設整備事業
医療の高度化に伴い、従来の内視鏡手術（開腹）から腹腔

鏡下における内視鏡手術が急速に普及していることから、内
視鏡手術訓練施設を整備し、腹腔鏡下における内視鏡手術
に関する研修等を実施することにより、医師の手技向上及び
医療の質の向上を図るための補助を行う。

（30）看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業
保健師助産師看護師法に基づき看護師の特定行為研修を

行う指定研修機関の確保及び特定行為研修を修了した看護
師の計画的な養成を図るため、研修の実施に必要なカンファ
レンスルームや研修受講者用の自習室等の施設整備に対す
る補助を行う。
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○ 当初予算に関する事業は、都道府県から当初予算額を大きく上回る要望がある。

○ 直近３カ年においては、要望額に対して、５割を下回る交付額となっている状況。

平成27年度 平成28年度 平成29年度

当初予算額 ２，５４５ ２，５４５ ２，５４５

要望額 ６，２９３ ７，１０２ ５，９１８

交付率 ４０％ ３６％ ４３％

（単位：百万円）

６．各年度における都道府県からの要望状況

※ このほか、平成２８年度の補正予算において、医療施設等の耐震化整備のために措置されている。
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（参考１）交付額が多い事業（直近３年間合計）

※交付実績は補正予算で交付した事業も含む

事業名
交付額

（百万円）
交付
件数

医療施設近代化施設整備事業 4,928 90

医療施設等耐震整備事業 3,213 58

地域災害拠点病院施設整備事業 575 50

平成２７年度から２９年度までの合計

-
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（参考２）要望がない事業（直近３年間合計）

小児初期救急センター施設整備事業 肝移植施設施設整備事業 

地域療育支援施設施設整備事業 特定地域病院施設整備事業 

不足病床地区病院施設整備事業 地震防災対策医療施設耐震整備事業 

腎移植施設施設整備事業 南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業 

都道府県からの要望がない事業
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１．交付件数

２．交付実績のない事業の検証

○ 毎年当初予算においては、要望額が予算額を超過しており、調整した金額での
交付が続いているため、都道府県が必要とする事業を全て実施することができな
い状況となっている。

要望
事業数

交付決定
事業数

要望
事業数

交付決定
事業数

要望
事業数

交付決定
事業数

115 84 149 120 134 116

平成２８年度平成２７年度 平成２９年度

→ 直近３年間において合計７８事業の実施ができていない。また、実施している事
業についても、要望額が全額配分されていない事業もある。

○ 交付実績がないため、事業の効果等について十分な検証ができていない。

→ 交付実績がない理由としては、対象施設が少ない、都道府県の整備優先度
などの理由が考えられるため、短期間の実績がないことのみをもって事業の必
要性がないと判断できないことに留意。

７．交付金の課題
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● 医療提供体制施設整備交付金においては、医療計画制度の実効性を確保し、医療
提供体制の強化を図る観点から、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度
の仕組みとして、平成１８年度に創設された。

● しかしながら、
・ 交付金の創設より１２年が経過していること
・ 予算の制限等により都道府県が実施することができない事業があること
・ 交付実績がない事業に対する効果検証が十分でないこと
から、平成３１年度予算要求に向けて事業の見直し等を図る。

見直しの方向性

● 医療提供体制施設整備交付金の事業に関して、限られた予算の中でメリハリある
配分を行い、政策の推進を図る上で他の補助事業で対応可能な事業や交付実績がな
い事業の見直しを検討する。

具体策

８．見直し案
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事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度要求

予算額（補正後） 4,317 2,955 5,193 3,242

執行額 3,496 2,914 3,935

執行率 81% 99% 76%

（事業の概要）

（論点）

　（別表）各事業の概要および執行実績（平成27～29年度）

　執行状況や地域における施設の整備状況等から各事業の有効性・継続の必要性を精査し、高
い政策効果を実現するために必要な支援のあり方（事業内容の整理・重点化）を検討するべきで
はないか。

【補助先】日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会及び
社会福祉法人北海道社会事業協会（☆印）、民間事業者（★印）
【調整率】0.5、0.33

論点等説明シート

医療提供体制施設整備交付金

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

医療提供体制の強化を図るため、都道府県が策定する「医療計画に基づく事業計画」に基づく救
急医療施設や周産期医療施設等の施設整備に必要な経費を都道府県に対して交付する。

事業番号 ００１８

交付金対象事業区分 （３１事業）

休日夜間急患センター ☆★ 不足病床地区病院☆ 医療施設耐震整備★

病院群輪番制病院及び共同利用
型病院 ☆★

基幹災害拠点病院☆★ アスベスト除去等整備☆★

地域災害拠点病院☆★ 特定地域病院☆

救急ヘリポート☆★ 医療施設近代化施設 ☆★ 地震防災対策医療施設耐震整備☆★

（地域）救命救急センター ☆★ 腎移植施設 ☆★ 共同利用施設 (開放型病棟等)★

小児救急医療拠点病院 ☆★ 特殊病室施設 ☆★ 医療機器管理室★

小児初期救急センター施設☆★ 肝移植施設☆★ 地球温暖化対策☆★

小児集中治療室☆★ 治験施設★ 病児・病後児保育施設 ☆★

小児医療施設☆★
南海トラフ地震に係る津波避難対策
緊急事業 ☆★

ヘリポート周辺施設整備☆★

周産期医療施設 ☆★ 地域療育支援施設☆★ 内視鏡施設訓練★

地域拠点歯科診療所施設☆★
看護師の特定行為に係る指定研修機関
等施設☆★
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基幹災害拠点病院施設整備事
業

災害医療支援機能を有し、２４時間対応可能な基幹災害拠点病
院の施設整備を行う。

28,015 10,920 18,219

不足病床地区病院施設整備事
業

療養病床及び一般病床不足地区における病院の施設整備を行
う。

0 0 0

医療施設近代化施設整備事業
患者の療養環境、医療従事者の職場環境、衛生環境等の改善
等のため、医療機関の施設整備を行う。

1,733,093 1,662,079 1,532,473

共同利用施設施設整備事業
地域の医療機関相互の密接な連携と機能分担の促進、医療資
源の効率的活用を図るため、地域の中心的な医療機関として位
置づけられた共同利用施設の施設整備を行う。

0 0 0

地域療育支援施設整備事業
長期入院児が円滑に在宅医療等へ移行できるよう訓練等を行う
地域療育支援施設の施設整備を行う。

0 0 0

周産期医療施設施設整備事業
切迫早産、前期破水等母体疾患又は胎児疾患等により搬送さ
れた母体、胎児の集中治療等を行う周産期医療施設の施設整
備を行う。

15,360 8,689 60,907

小児医療施設施設整備事業
小児疾患、新生児疾患の診断、治療を行う医療施設の施設整
備を行う。

86,800 17,929 77,564

小児集中治療室施設整備事業
小児重症患者に適切な医療を提供する小児集中治療室の施設
整備を行う。

3,675 774 1,448

小児初期救急センター施設整
備事業

小児救急医療を支援する二次救急病院と連携し、休日夜間に
小児患者を診療する小児初期救急センターの施設整備を行う。

0 0 0

小児救急医療拠点病院施設整
備事業

広域（原則複数の二次医療機関）を対象に小児重症救急患者を
受け入れる小児救急医療拠点病院の施設整備を行う。

0 275 1,131

救急ヘリポート周辺施設整備
事業

第二次救急医療機関のヘリポート設置に係る施設整備を行う。 0 10,626 0

救命救急センター施設整備事
業

重傷及び複数の診療科領域にわたるすべての重篤な救急患者
を２４時間体制で受け入れる救命救急センターの施設整備を行
う。

123,213 77,539 129,659

ヘリポート周辺施設施設整備
事業

ドクターヘリの格納庫、給油施設及び融雪施設設置に係る施設
整備を行う。

0 61,693 73,667

各事業の概要および執行実績（平成27～29年度）

病院群輪番制病院及び共同利
用型病院施設整備事業

休日及び夜間における入院治療を必要とする重傷救急患者の
医療を担う、病院群輪番制病院及び共同利用型病院等の施設
整備を行う。

7,337 30,190

休日夜間急患センター施設整
備事業

休日及び夜間の診療を行う休日夜間急患センターの施設整備
を行う。

9,382 26,627 13,686

事　業　名 事　業　概　要

　　　　　　　　　執　行　実　績（交付決定ベース）　　　　（千円）

47,390

平成27年度 平成28年度 平成29年度
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事　業　名 事　業　概　要

　　　　　　　　　執　行　実　績（交付決定ベース）　　　　（千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

治験施設における治験専門外来や治験管理部門の施設整備す
る。

0 211 2,636

肝移植施設施設整備事業 肝移植の実施に必要な無菌手術室の施設整備を行う。 0 0 0

特殊病室施設整備事業 骨髄移植の実施に必要な無菌室の施設整備を行う。 0 3,289 0

地域防災対策医療施設耐震整
備事業

地震防災対策又は土砂災害の防止のための対策の強化・推進
を図るため、医療施設の耐震化又は補強等に係る施設整備を
行う。

0 0 0

特定地域病院施設整備事業

医療施設等耐震整備事業
地震発生時において適切な医療提供体制の維持を図るため、
医療施設等の耐震化又は補強等に係る施設整備を行う。

841,165 941,165 1,431,095

0

大規模地震対策特別措置法規定に基づき地震防災対策強化
地域に指定された地域に所在する病院について、耐震診断の
結果、改築又は補強が必要と認められる診療棟又は病棟の施
設整備を行う。

0 0

病児・病後児保育施設施設整
備事業

病児・病後児を一時的に保育するための施設の施設整備を行
う。

1,903 0 0

治験施設施設整備事業

看護師の特定行為に係る指定
研修機関等施設整備事業
（30年度新規）

保健師助産師看護師法に基づき特定行為研修を行う指定研修
機関等の施設整備を行う。

－ － －

地域拠点歯科診療所施設整備
事業　（30年度新規）

各地域に必要な歯科医療の提供（障害者等の受け入れを含む）
に対応できる拠点歯科診療所の施設整備を行う。

－ － －

内視鏡訓練施設施設整備事業
腹腔鏡下における内視鏡手術に関する研修を行う内視鏡訓練
施設の施設整備を行う。

0 0 0

地球温暖化対策施設整備事業
地球温暖化対策の取り組みを推進するため病院等の施設整備
を行う。

205,232 77,394 234,053

医療機器管理室施設整備事業
医療機関において、医療機器に係る評価・選定、保守管理、廃
棄までの一貫した管理を行う医療機器管理室の施設整備を行
う。

2,530 6,003 2,591

アスベスト除去等整備事業
アスベスト等のばく露のおそれがある場所について、除去、囲い
込み、封じ込め等の措置を行う。

0 962 795

南海トラフ地震に係る津波避難
対策緊急事業

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置
法」に基づき市町村長が作成する、「津波避難対策緊急事業計
画」に記載された施設の新築等に係る施設整備を行う。

0 0 0

腎移植施設施設整備事業 腎移植の実施に必要な無菌手術室の施設整備を行う。 0 0 0

地域災害拠点病院施設整備事
業

災害医療支援機能を有し、２４時間対応可能な地域災害拠点病
院の施設整備を行う。

189,654 132,837 252,640
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（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業報告書」

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

88% 88% 92%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制整備事業の実施状況に関する調査研究事業報告書」

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

介護保険法第115条の45
介護保険法第115条の46
介護保険法施行令第37条の13

主要政策・施策

達成度 ％

103,038

利用者数が前年度以上で
推移することを目標とす
る。

実施方法

定量的な成果目標

27年度

％

地域支援事業交付金 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始年度

負担、交付

担当課室
振興課
老人保健課

振興課長　込山愛郎
老人保健課長　鈴木健彦

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

○介護予防・日常生活支援総合事業・・・要支援者等の支援について、多様な主体による地域の支え合い体制を構築するとともに、住民主体の活動等を通じ
た高齢者の社会参加・介護予防の取組を推進するため、訪問型サービスや通所型サービス等を実施する。
○包括的支援事業及び任意事業・・・地域包括支援センターを設置し、地域支援の総合相談、介護予防ケアマネジメント、包括的・継続的ケアマネジメント等を
実施するとともに、地域の実情に応じた様々な任意事業を市町村において行うもの。平成27年度より包括的支援事業（社会保障充実分）として「在宅医療・介
護連携推進」「生活支援体制整備」「認知症総合支援」「地域ケア会議推進」の４事業を創設。

- -

79,830

- -

- -

介護予防・日常生活支援総
合事業の多様なサービス
（基準を緩和したサービス、
住民主体による支援、短期
集中予防サービス、移動支
援）の利用者数。
目標値前年度の利用人数
以上。

-

件

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

156,930

--

70,442

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地域包括ケアシステムの構築に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護
の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく介護予防・生活支援サービスの体制を構築することを目的
とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 人

平成３０年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

79,830 103,038 156,930 198,754 0

90,951 144,188

執行率（％） 88% 88% 92%

相談件数が高齢者人口の
伸び率に沿った形で推移
することを目標とする。

地域包括支援センターの
総合相談件数。
目標値前年度の実績件数
×高齢者人口の伸び率

成果実績 件

目標値

-

90,484

-

98 102 106 - -

11,417,834 12,391,557

地域支援事業実施要綱
地域支援事業交付金交付要綱

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- 90,484

-

- -

-

-

- -

198,754

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度30

30 年度
27年度 28年度 29年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

10,792,691 11,238,026 12,148,584 - -

11,044,665 11,008,544 -

0

30年度当初予算

198,754

198,754

事業番号 0791

高齢社会対策、自殺対策

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

地域支援事業交付金

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

以上
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根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
在宅医療・介護連携推進支援事業実施状況調査

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
厚生労働省老健局認知症施策推進室調

31年度
活動見込

-

1,741

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

22,995

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

5,041

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

1,741

地域包括支援センター

X:「包括的支援事業の交付金執行額（百万円）」／Y：
「地域包括支援センター数」

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

28年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

箇所

百万円

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

生活支援コーディネーター、協議体の活動を通じて高齢
者のニーズに対応した具体的な資源の開発（既存の活
動やサービスの強化を含む。）が行われている自治体
の割合

活動実績

％

計算式 　　X/Y

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

市町村認知症カフェの設置自治体
数。
目標値前年度の箇所数以
上。

成果実績

目標値 市町村

30年度
活動見込

38.9

- 6,471 22,995

4,557 4,685 4,905

27年度

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

29年度

- 667

百万円

活動指標 単位

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

864

667 1,090 1,637

28年度

28年度 29年度

4,685 4,905 5,041

当初見込み 自治体

1.3

　　X/Y -

単位

％

介護予防・日常生活支援総合事業の多様なサービス
（基準を緩和したサービス、住民主体による支援、短期
集中予防サービス、移動支援）の事業所数

実施市町村が前年度以上
で推移することを目標とす
る。
平成30年度は全市町村の
実施を目標とする。

活動指標

42.8

27年度

1.3

箇所

26,447／611

8.9 8.9 10 10

27年度 28年度 30年度活動見込

計算式

地域包括支援センターの設置数

-

1,090

30年度活動見込

46.8 43.3

設置自治体数が前年度以
上で推移することを目標と
する。

41,537／4,685

市町村

成果指標

活動実績

市町村

達成度 ％

目標値

成果指標 28年度

在宅医療・介護連携推進事
業の８つの事業項目の全
てを実施している市町村
数。
目標値前年の実施市町村
数以上。
平成30年度は全市町村
数。

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

30

単位

介護予防・日常生活支援総合事業

X：「介護予防・日常生活支援総合事業の交付金執行額
（百万円）／Y：介護予防・日常生活支援総合事業の実

施保険者数

単位当たり
コスト

29年度
中間目標

238384

単位 27年度

28年度 29年度

1.2

単位当たり
コスト

 
539／667 1,477／1,090 2,091／1,637

在宅医療・介護連携推進事業実施自治体

X:「包括的支援事業の交付金執行額（百万円）」／Y：在
宅医療・介護連携推進事業実施市町村数

達成度

0.8

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

認知症支援に携わる認知症地域支援推進員の設置に
取り組んでいる自治体数

単位

- - 6,471

％

当初見込み

自治体

在宅医療・介護連携推進支援事業における地域の医
療・介護資源の把握を実施している市町村数

活動実績 市町村

当初見込み 市町村

27年度 28年度 29年度

27年度 29年度

13,418／287

- - 38.9

28年度

67,467／1,578

目標最終年度

- 45 173 - 1,741

年度

30 年度

43,597／4,905 50,610／5,041

30年度活動見込

年度

45 173 450 - -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

-

258 143 - -

-

- -

280 722

27年度 28年度 29年度

722 1,029

1,029

--

27年度

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

42.8

298 1,235

864 1,235

27年度

29年度

計算式 X/Y

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

-

精査中

精査中

精査中

精査中

以上

以上 以上 以上 以上

以上 以上

以上

以上

以上以上
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政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

本事業は、地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活
を支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者の自立支援と地域全体で高齢者を支えていく体
制を構築することを目的としている。本事業の着実な推進により、地域包括ケアシステムの実現と介護保険制度の円滑な運営に大きく寄与すること
ができるものと期待される。

目標最終年度

76,492 -55,521 70,134

-

1,578

目標値

中間目標計画開始時
29年度 30年度

-

-

年度

- -

目標値 箇所

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

1,382 1,578
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

単位当たり
コスト

28年度 29年度

3,274／1,095

保険者

663

計算式

27

-

年度 年度

保険者

X/Y

29年度28年度

1,578

算出根拠

3.8

3.9 4.2 - -

目標値 ％ 3.2 3.9

30

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

 
974／663

4.2 -

認知症施策総合支援事業実施自治体

X:「包括的支援事業の交付金執行額（百万円）」／Y：認
知症施策総合支援事業実施自治体数

単位当たり
コスト 百万円

計算式 X/Y

27年度

改革
項目

分野： 社会保障

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活
を支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者の自立支援と地域全体で高齢者を支えていく体
制を構築することを目的とする。
本事業の着実な推進により、地域包括ケアシステムの実現と介護保険制度の円滑な運営に大きく寄与することができるものと期待される。

100

- 30
定量的指標

76,492

ＫＰＩ
（第一階層）

在宅医療・介護連携推進事業、認知症総合支援事業、
生活支援体制整備事業の実施保険者【右の表には生
活支援体制整備事業について記載】

年度

27年度 28年度 29年度 30年度活動見込

1.4 2

1.5 3

 
1191／864 2,457／1,235

5,232／1,382 -

年度

中間目標 目標年度

3.8

27年度

単位 30年度活動見込

実績値 箇所 70,134

生活支援体制整備事業実施自治体

X:「包括的支援事業の交付金執行額（百万円）」／Y：生
活支援体制整備事業実施自治体数

単位当たり
コスト

単位

目標年度

- 年度 30 年度

中間目標

介護予防に資する住民の自主活動の実施会場数

65歳以上の参加者数及び割合
実績値 ％

単位

施策 高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参加を推進すること

政策
高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進すること
高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を図ること

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

精査中

精査中

精査中

精査中

精査中

精査中

精査中

精査中
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-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

法令上、地域支援事業に要する費用の一部を国が負担する
こととされている。

○

評　価項　　目

高齢化社会に対応するため、地域包括ケアシステムの実現
するため、国と地方公共団体が一体となって基盤整備を図っ
ていくための義務的経費である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　平成26年介護保険法改正により、要支援者等に対する多様な主体による地域内での支え合い体制を構築するとともに、住民主体の活動等
を通じた高齢者の社会参加・介護予防の取り組みを推進することを目標としている。これらの取り組みは、平成29年度より全ての市町村が予防
給付のうち訪問介護と通所介護を地域支援事業に移行しており、今後についても、必要な予算額を確保し、円滑な実施を支援していくととも
に、状況を注視しながら更なる効率化が図れるよう適切な執行に努めていく。
　また、平成30年度より、保険者機能強化推進交付金を創設し、地域支援事業等の保険者の取組に関する評価指標を示したところであり、今
後、各事業の効果的・効率的な実施を進める。

総合事業等の積極的な展開により、費用の効率化が進められている。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

高齢になっても住み慣れた地域での生活が送られるように、
介護保険給付サービス以外の生活支援体制の整備を行うた
めの重要な事業であり、優先度が非常に高い事業である。

事業の効率的な実施の観点から、市町村に対し、事業全体
の上限額や、個別サービス単価の上限額を定めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

総合事業等の推進により費用の効率化に取り組んでいる。
また、平成30年度より、保険者機能強化推進交付金におけ
る評価指標の導入により、各事業の効率的な取組を進めて
いる。

行政事業レビュー推進チームの所見

概ね見込んだとおりである。

○

交付要綱において、交付対象経費を具体的に規定してい
る。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

概ね見込んだとおりである。

○

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

在宅医療・介護連携事業等が市町村における実施猶予期間
となっており、所要額が見込みを下回った。（事業の完全実
施に向けた対応を市町村に周知している。）

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

介護保険制度の費用負担構成は法定事項であり、受益者と
の負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
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( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

①～⑤の財源により、介護予防・日常生活支援総合事業を実施

①～④の財源により、包括的支援事業及び任意事業を実施

A.大阪市

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

包括的支援事
業（社会保障
充実分）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

包括的支援事
業及び任意事
業

地域支援の総合相談、包括的・継続的ケア
マネジメント等の実施や、地域の実情に応じ
た様々な市町村の任意事業に係る経費

1,530

使　途

介護予防・日
常生活支援総
合事業

在宅医療・介護連携推進、認知症総合支
援、生活支援体制整備、地域ケア会議の推
進事業に係る経費

233

B.
金　額

(百万円）

2,960

費　目 使　途

計 4,723 計 0

介護予防・生活支援サービス事業や一般介
護予防事業に係る経費

費　目

429 平成25年度 816

平成26年度 817 平成27年度 828 平成28年度 794

平成22年度 534 平成23年度 486 平成24年度

平成29年度 厚生労働省 　 0795

↓

地域支援事業として、介護予防・日常生活支援を一体的に提供するほか、地域包括
支援センターの運営費や地域の生活支援のための体制整備、認知症施策の推進に
係る経費に充当されている。

※平成29年度執行額を記入

※地域支援事業費交付金事業の流れ

○負担割合
　・介護予防・日常生活支援総合事業又は介護予防事業
　　　国・・・25％
　　　都道府県・・・12.5％
　　　市町村・・・12.5％
　　　1号保険料・・・22％
　　　2号保険料・・・28％
　・包括的支援事業及び任意事業
　　　国・・・39％
       都道府県・・・19.5％
　　　市町村・・・19.5％
　　　1号保険料・・・22％

図式

① ② ③ ④ ⑤

国 都道府県 市町村 1号保険料 2号保険料

=

厚生労働省 【保険者が実施する地域支援事業を推進するための支援を行う】

↓

A.保険者（市町村等） (1,578保険者に対し、計144,188百万円を交付）

【補助金等交付】
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支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

大阪市

横浜市

名古屋市

神戸市

京都市

札幌市

福岡県介護保険広
域連合

広島市

福岡市

堺市

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

5 - -

- -

4

8

7

6

1

10

-

3000020231002

9000020281000

2000020261009

9000020011002

6000020409545

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

9000020341002

3000020401307

2

3

- -

法　人　番　号

3000020141003

6000020271004 4,723

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

3000020271403

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

-

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4,176

3,344

2,047

1,439

1,420

1,348 - -

-1,510

- -

補助金等交付1,661

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

介護予防・日常生活支援総
合事業、包括的支援事業
及び任意事業

1,523

-
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地域支援事業交付金について

-
4
3
-



地域支援事業の全体像等

2

-
4
4
-



介護保険法における給付と事業の構造

介護保険

保険給付

在宅サービス

（ホームヘルプ、デイサービス等）

施設サービス

（特別養護老人ホーム等）

※ 上記の他、ケアプランの作成等に対して保険給付が行われる。

地域支援事業

3

-
4
5
-



地域支援事業について

地域支援事業は、被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地域

において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とし、地域における包括的な相談及

び支援体制、多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携体制及び認知症高

齢者への支援体制の構築等を一体的に推進する。

4

地域支援事業の目的及び趣旨について

地域支援事業とは、介護保険法第百十五条の四十五の規定に基づき、介護保険制度の円滑な実施の観

点から、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、

可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援する事業である。

地域支援事業とは

介護保険法第百二十二条の二の規定に基づき、国は、市町村に対し、地域支援事業のうち介護予防・日

常生活支援総合事業については、事業に要する費用の額の２５％、包括的支援事業・任意事業について

は、事業に要する費用の額の３８．５％（平成３０年度～平成３２年度の場合）を交付することが定められて

いる。

地域支援事業に要する費用の交付について

-
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包
括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特
性に応じて作り上げていくことが必要。

5

-
4
7
-



支え合いによる地域包括ケアシステムの構築について

自助：・介護保険・医療保険の自己負担部分
・市場サービスの購入
・自身や家族による対応

互助：・費用負担が制度的に保障されていない
ボランティアなどの支援、地域住民の取組み

共助：・介護保険・医療保険制度による給付

公助：・介護保険・医療保険の公費（税金）部分
・自治体等が提供するサービス

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提
として、「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要である。
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。

出典：平成２８年３月 地域包括ケア研究会報告書より

6
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7

事業 目的 概要 補助経費

総合事業

介護予防・生活支援サービス
事業

地域における生活支援や介護予防のサービ
スの充実を図る。

訪問型サービス、通所型サービス
等を実施する。

サービス提供に関す
る人件費、間接経費
等。

一般介護予防事業
高齢者が要介護状態等となることの予防又
は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止
を図る。

住民主体の通いの場を充実、リハ
ビリテーション専門職等の関与に
より、介護予防の推進を図る。

通いの場の運営のた
めの間接経費等

包括的支援
事業

地域包括支援センターの運営
相談の受付や制度横断的支援、高齢者虐待
への対応、支援困難事例の対応等を通じて、
住民の健康の保持及び生活の安定等を図る。

総合相談支援、権利擁護、ケアマ
ネジメントの支援、介護予防ケア
マネジメントを実施する。

センターに配置され
る保健師等の人件費
等。

地域ケア会議の開催
地域の多様な関係者による検討の場を通じ
て、支援や支援体制の質の向上を図る。

保健医療や福祉の専門職等が参画
し、個別事例や地域課題の検討を
行う。

会議に参加する者へ
の謝金等。

在宅医療・介護連携推進事業
地域の医療・介護の関係団体が連携して、
包括的かつ継続的な在宅医療と介護を一体
的に提供するための必要な支援を行う。

地域の医療・介護関係者による会
議の開催、在宅医療・介護関係者
の研修等を実施する。

会議開催、研修会開
催に係る経費等

認知症総合支援事業
認知症の早期診断・早期対応や認知症ケア
の向上等の体制整備を図る。

認知症初期集中支援チームによる
支援と認知症地域支援推進員によ
る地域の体制整備を行う。

チームや推進員の運
営費等

生活支援体制整備事業
多様な日常生活上の支援体制の充実・強化
と高齢者の社会参加を推進する。

生活支援コーディネーターの設置
による地域資源の開発等。

生活支援コーディ
ネーターの人件費等。

任意事業

介護給付費等適正化事業
介護保険事業の運営の安定化のため、介護
給付費等の費用の適正化を行う。

認定調査状況のチェック、ケアプ
ラン点検、住宅改修等の点検等。

適正化業務を行う者
の人件費等。

家族介護支援事業
現に介護を行う家族に対する支援を通じて、
介護負担の軽減等を行う。

介護知識や技術に関する教室や介
護者同士の交流会の開催等。

教室や交流会の開催
経費等。

地域支援事業の各事業ごとの目的等

被保険者が要介護状態等となることを予防し、日常生活において必要なサービス等を行うことで、高齢者が社会に参加しつつ、
地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援
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○ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を
支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するため、市
町村において「地域支援事業」を実施。

○地域支援事業の事業内容 ※金額は積算上の公費 （括弧書きは国費）

（１）介護予防・日常生活支援総合事業
① 介護予防・生活支援サービス事業

ア 訪問型サービス
イ 通所型サービス
ウ その他の生活支援サービス（配食、見守り等）
エ 介護予防ケアマネジメント

② 一般介護予防事業（旧介護予防事業を再編）
ア 介護予防把握事業
イ 介護予防普及啓発事業
ウ 地域介護予防活動支援事業
エ 一般介護予防事業評価事業
オ 地域リハビリテーション活動支援事業（新）

（２）包括的支援事業・任意事業
① 包括的支援事業

ア 地域包括支援センターの運営
ⅰ）介護予防ケアマネジメント業務
ⅱ）総合相談支援業務
ⅲ）権利擁護業務（虐待の防止、虐待の早期発見等）
ⅳ）包括的・継続的マネジメント支援業務

※支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、
地域のケアマネジャーのネットワークづくり 等

イ 社会保障の充実
ⅰ）認知症施策の推進
ⅱ）在宅医療・介護連携の推進
ⅲ）地域ケア会議の実施
ⅳ）生活支援コーディネーターの配置

② 任意事業
・介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業 等

○地域支援事業の事業費

市町村は、政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画にお

いて地域支援事業の内容、事業費を定めることとされている。

【事業費の上限】

① 介護予防・日常生活支援総合事業

○ 事業移行前年度実績に市町村の75歳以上高齢者の伸びを乗じた額

② 包括的支援事業・任意事業

○ 「26年度の介護給付費の２％」×「高齢者数の伸び率」

○地域支援事業の財源構成

○ 費用負担割合は、第２号は負担せず、

その分を公費で賄う。

（国：都道府県：市町村＝２：１：１）

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業

【財源構成】 【財源構成】

○ 費用負担割合は、居宅給付費の
財源構成と同じ。

１号
２３％

１号
２３％

２号
２７％

都道府県
１２．５％

国
２５％

市町村
１２．５％

市町村

１９．２５％

都道府県

１９．２５％

国
３８.５％

地域支援事業の概要 平成30年度予算 公費3,975億円、国費1,988億円

2,392億円 （1,196億円）

1,583億円 （791億円）

うちイ、社会保障充実分
434億円 （217億円）

8
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 38.5%

都道府県
19.25%

市町村
19.25%

1号保険料
23%

予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業又は旧総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業
旧総合事業の場合は、上記の他、
生活支援サービスを含む要支援者向け事業、
介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア

向上事業 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

平成29年度
から全市町村
で実施

地域支援事業の全体像 （平成26年改正前後）

9

平成30年度から
全市町村で実施
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事業
事業費

（平成30年度予算）
主な支出内容

総合事業

介護予防・生活支援サービス
事業

67,620千円訪問型サービス、通所型サービスの事業支給費 67,620千円

一般介護予防事業 12,396千円
各種介護予防事業の委託費 7,165千円
ボランティアポイント制度の委託費 3,600千円

包括的支援
事業

地域包括支援センターの運営 188,840千円
基幹型地域包括支援センターの職員人件費 61,537千円
地域包括支援センターの運営に関する委託費 124,887千円（６か所分）

地域ケア会議の開催 1,750千円地域ケア会議の開催に関する委託費 1,750千円

在宅医療・介護連携推進事業 ― 一般会計で実施（東京都からの補助金を活用）

認知症総合支援事業 1,370千円認知症初期集中支援チームに関する委託費 1,270千円

生活支援体制整備事業 29,115千円
生活支援コーディネーター配置に関する人件費及び委託費 29,115千円
（７か所分）

任意事業

介護給付費等適正化事業 700千円
給付費通知に関する費用 430千円
住宅改修事前申請審査に関する委託費 270千円

家族介護支援事業 20,062千円
介護者交流会等の開催に関する費用 4,536千円
介護費用品支給に関する費用 14,764千円

武蔵野市における実施例

合計 321,853千円
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大阪市における実施例

合計 17,566,251千円

事業
事業費

主な支出内容
（平成30年度予算）

総合事業

介護予防・生活支援サービス
事業

12,713,617千円
訪問型サービス、通所型サービスの事業支給費 11,388,634千円

介護予防ケアマネジメントに関する委託費 1,252,497千円

一般介護予防事業 179,268千円
介護予防普及啓発事業の委託費等 95,970千円

介護予防ポイント事業の委託費等 29,512千円

包括的支援
事業

地域包括支援センターの運営 3,055,415千円
地域包括支援センターの運営に関する委託費（66か所） 2,917,750千円

認知症強化型地域包括支援センターの運営に関する委託費（24か所）98,676千円

地域ケア会議の開催 26,057千円地域ケア会議の開催に関する委託費 26,057千円

在宅医療・介護連携推進事業 209,950千円在宅医療・介護連携相談室に関する委託費（24か所） 187,427千円

認知症総合支援事業 324,531千円
認知症初期集中支援チーム・認知症地域支援推進員の配置に関する委託費
（24か所） 322,794千円

生活支援体制整備事業 188,322千円生活支援コーディネーター配置に関する委託費（24か所） 172,800千円

任意事業

介護給付費等適正化事業 51,777千円
給付費通知適正化に関する費用 14,498千円

介護給付費適正化に関する費用 13,720千円

家族介護支援事業 165,509千円

介護用品支給に関する費用 147,318千円

家族介護教室等の開催に関する委託費 8,542千円

認知症高齢者の見守りネットワーク構築に関する委託費 6,444千円

その他の事業 651,805千円
生活支援型食事サービスに関する委託費 433,024千円

成年後見にかかる審判請求に関する費用 66,916千円

-
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在宅医療・介護連携推進事業

認知症総合支援事業

生活支援体制整備事業

地域ケア会議推進事業

（国費計217億円）

地域支援事業の上限額

総合事業
［介護予防・日常生活
支援総合事業］

（国費1,196億円）

○ 地域支援事業は、事業の上限額（交付金の交付上限額）が定められている。

○ 上限額は、各市町村ごとに算定され、市町村はその額の範囲内で事業の実施が可能となっている。

※ 平成26年度までは、介護給付費の額に連動して上限額が高くなる仕組みとしていたが、総合事業の創設

等を踏まえ、各事業の実施に必要な経費を確保し、その円滑な実施を進める観点から、本取扱へ移行。

移行前年度の予防給付等実績額

× 75歳以上高齢者の伸び率 など

各事業の個別上限算定式

（合計額の中で柔軟な実施が可能） など

包括的支援事業（国費452億円）

（地域包括支援センター運営費）

任意事業（国費122億円）

（介護給付費適正化事業、家族介護支援事業等）

平成26年度の上限 ×

65歳以上高齢者の伸び率 など

地域支援事業

上限額 上限額 上限額

※ 金額は平成30年度予算のもの。（包括的支援事業・任意事業については、過去の交付決定実績をもとに按分。） 12

-
5
4
-



総合事業の上限額

○ 平成27年度は、平成26年度の予防給付等の実績額に、75歳以上高齢者数の伸び率（※）を乗じて上限を設定。

○ 平成28年度以降は、前年度の上限額に、75歳以上高齢者数の伸び率（※）を乗じて上限管理を行う。 ※直近３か年平均

○予防給付
・訪問介護
・通所介護
・介護予防支援

○介護予防事業
（一次・二次）

※又は現行総合事業

予
防
給
付
）
及
び
介
護
予
防
事
業
の
実
績
額

２６年度 ２９年度 ３０年度～

100
110

116
122

※下図は平成26年度実績を100とし、以降を５%の伸び率で上限管理する場合のイメージ（便宜上、各年度の伸び率を一定としている）

総合事業の原則の上限

110
116

122

財源構成は、
給付と同様
（国費分25%）

原則の上限
を超える場
合は、個別
の協議を受
け付けて対
応

２８年度

※ 自治体ごとに算定。10%増加
した自治体の場合。

※ 個別判断で認められる例
○ 介護予防や生活支援のサービスの供給体制が近隣市町村と比較して著しく不足している場合
○ 病気などの大流行、災害の発生などの避けられない事情により、要支援者等が急増した場合
○ 総合事業開始当初、総合事業への移行に伴うやむを得ない事情により、費用の伸び率が高くなった場合 等

中長期的に費用の伸びが、効率的なサービス提
供を通じて、後 期高齢者の伸び(3～4%)程度とな
ることを目安として努力

※ 平成29年度
は、302市町村
（19.1%）から個
別の協議があり、
全て承認。

13
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包括的支援事業（社会保障充実分）の上限額

以下の①～④の算定式の合計額の範囲内で事業の実施が可能。

■第１層 8,000千円
※指定都市の場合は、行政区の数を乗じる

■第２層 4,000千円 × 日常生活圏域の数
※日常生活圏域が一つの市町村は、第１層分のみを算定。

■基礎事業分 1,058千円

■規模連動分 3,761千円 × 地域包括支援センター数

①生活支援体制整備事業

②認知症施策推進事業

③在宅医療・介護連携推進事業

④地域ケア会議推進事業

■1,272千円 × 地域包括支援センター数

■認知症初期集中支援事業 10,266千円
※指定都市の場合は、行政区の数を乗じる

■認知症地域支援・ケア向上推進事業 6,802千円

14

包括的支援事業・任意事業の上限額

包括的支援事業（地域包括支援センター）・任意事業の上限額

高齢者人口の増加を踏まえた必要な体制を確保するため、平成26年度の上限額（介護給付費見込額の２％）に当該市町村の「65歳以上高齢者
数の伸び率」を乗じた額を上限額とする。

※ 65歳以上高齢者数の伸び率は、直近の10月1日時点における住民基本台帳上の人数から３年間で増減した人数
の伸び率を３で除したものを、直近３か年平均とする。

平成26年度の上限額 × 当該市町村の「65歳以上高齢者数の伸び率」 ＝ 上限額
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15

地域支援事業交付金の執行額等

※１ 平成27～29年度変更交付実績（精算交付を除く。）等により、厚生労働省老健局振興課において作成。
※２ 平成27～28年度の「介護予防・日常生活支援総合事業」には、旧介護予防・日常生活支援総合事業及び旧介護予防事業を含む。

（単位：億円）

平成30年度
（予算額）

１　介護予防・日常生活支援総合事業 134.2 264.5 674.7 1,196.1

２　包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 526.0 548.9 622.9 574.4

415.4 436.0 506.1 －

（２）任意事業 110.6 112.9 116.8 －

ア　介護給付等費用適正化事業 9.1 9.5 11.1 －

イ　家族介護支援事業 48.3 49.2 46.9 －

ウ　その他の事業 53.3 54.2 58.9 －

（ア）成年後見制度利用支援事業 7.3 8.2 10.0 －

（イ）福祉用具・住宅改修支援事業 0.9 0.9 0.9 －

（ウ）認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業 1.1 1.4 1.7 －

（エ）認知症サポーター等養成事業 0.9 1.0 1.2 －

（オ）重度のＡＬＳ患者の入院におけるコミュニケーション支援事業 0.1 0.0 0.1 －

（カ）地域自立生活支援事業 43.0 42.8 45.0 －

３　包括的支援事業（社会保障充実分） 28.8 75.8 113.8 217.0

（1）在宅医療・介護連携推進事業 5.4 14.8 20.9 －

（2）生活支援体制整備事業 9.7 32.7 52.3 －

（3）認知症初期集中支援推進事業 4.0 10.5 16.5 －

（4）認知症地域支援・ケア向上事業 7.9 14.1 19.4 －

（5）地域ケア会議推進事業 1.7 3.7 4.7 －

688.9 889.2 1,411.4 1,987.5

平成28年度 平成29年度

（１）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

４  合         計

区　　　　　　　　分 平成27年度
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平成１８年度～ 地域支援事業創設
○趣旨
・総合的な介護予防システム確立のためには、要支援状態又は要介護状態となる前からの
介護予防が重要。

・要介護状態となった場合においても、介護サービスだけでなく、様々な生活支援サービ
スを利用しつつ、可能な限り、住み慣れた地域において自立した日常生活を営むことが
できるよう、地域において提供されているサービスに関する包括的かつ継続的なマネジ
メント機能を強化する必要。

・上記の観点から下記の再編が行われ、介護保険法に地域支援事業が位置づけられた。

○事業内容

※ 実施主体：地域包括支援センター 16

地域支援事業に係る主な経緯①

○老人保健法
・老人保健事業
○介護保険法
・保健福祉事業
○予算事業
・介護予防・地域支え合い事業 等

○地域支援事業（介護保険法）
・介護予防事業
・総合的に相談に応じる事業
・介護給付費の適正化のための事業
・被保険者の権利擁護 等

再編

任意事業
介護予防事業 包括的支援事業

必須事業

○介護予防特定高齢者施策
○介護予防一般高齢者施策

○介護予防ケアマネジメント業務
○総合相談支援業務
○権利擁護業務
○包括的・継続的マネジメント支援業務

○介護給付費等費用
　適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

※
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平成２４年度～ 地域支援事業の見直し（旧総合事業の創設等）
○ 介護予防・日常生活支援総合事業（旧総合事業）創設（実施は市町村の任意）

内容：要支援者等にケアマネジメント（市町村・地域包括支援センター）予防サービス（訪
問型・通所型）と生活支援サービス（栄養改善を目的とした配食、自立支援を目的とし
た定期的な安否確認・緊急時対応等）を実施。

実施自治体：５３市町村（平成２６年度）
○ 地域ケア会議創設

「「地域包括支援センターの設置運営について」の一部改正について」で位置付け

平成２７年度～ 地域支援事業の見直し
（介護予防・日常生活支援総合事業・包括的支援事業・任意事業改正）

○ 介護保険の予防給付であった介護予防訪問介護、介護予防通所介護と介護予防事業（又は
旧総合事業）を介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）として市町村事業に移行。
（全市町村が遅くとも平成２９年４月までに総合事業を開始し、同年度中に移行を完了）

○ 地域ケア会議法定化・充実
介護保険法第１１５条の４８に規定

○ 包括的支援事業として、新たに、在宅医療介護連携推進事業、認知症総合支援事業、生活支
援体制整備事業を創設し、全市町村が、それぞれの事業を平成３０年度より完全実施。

○ 任意事業に関し、対象事業を実施要綱において明確化

平成３０年度～ 市町村における取組状況に関する評価指標の設定
○ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組を推進する観点から、地域支援事
業等における保険者の取組を評価する指標を設定。

17

地域支援事業に係る主な経緯②
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１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法）
全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化
・ 国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載
・ 都道府県による市町村に対する支援事業の創設 ・ 財政的インセンティブの付与の規定の整備

（その他）

・ 地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等）

・ 居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入）

・ 認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）を制度上明確化）

２ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法）
① 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設

※ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の

名称を引き続き使用できることとする。

② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備

３ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法）
・ 市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の
努力義務化
・ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける

（その他）

・ 有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設、前払金の保全措置の義務の対象拡大等）

・ 障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し（障害者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。）

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進

４ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法）

５ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法）
・ 各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）について、被用者保険間では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のポイント

※ 平成３０年４月１日施行。（ Ⅱ５は平成29年8月分の介護納付金から適用、Ⅱ４は平成３０年８月１日施行）

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保
することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。

平成29年５月26日成立、６月２日公布
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論点に対する見直し案

19
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○ 各保険者において、高齢化の進展状況や介護サービスの状況等は様々であり、保険者機能を強化し、地域の課題を的確に把握した上で、
実情に応じた地域包括ケアシステムを構築していくことが重要

○ また、保険者の人員やノウハウにも課題や地域差があることや、保険者の枠を超えた調整が必要である場合もあること等から、都道府県による
保険者支援が重要

○ このため、平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組や都道府県による保険者支
援の取組が全国で実施されるよう、取組を制度化したところであり、この一環として、市町村や都道府県の様々な取組の達成状況を評
価できるよう、客観的な指標を設定した上で、市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための新たな
交付金（市町村分、都道府県分）を創設

平成３０年度予算額 ２００億円趣 旨趣 旨

＜市町村分＞
１ 交付対象 市町村（広域連合、一部事務組合）
２ 交付内容 自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組を支援

概 要概 要

＜都道府県分＞
１ 交付対象 都道府県
２ 交付内容 自立支援・重度化防止等に向けた都道府県による市町村

支援の取組を支援

高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための新たな交付金

＜参考１＞平成２９年介護保険法改正による保険者機能の強化

データに
基づく

地域課題の
分析 取組内容・

目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア会議を活用
しケアマネジメントを支援

等

適切な指標による
実績評価

・ 要介護状態の維
持・改善度合い
・ 地域ケア会議の
開催状況

等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセ
ンティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援

国による
分析支援

☑介護予防の場にリハビリ専門職が関与する仕組みを設けているか
☑介護予防に資する住民主体の通いの場への65歳以上の方の参加者数
はどの程度か 等

☑ケアプラン点検をどの程度実施しているか
☑福祉用具や住宅改修の利用に際してリハビリ専門職等が関与する仕組
みを設けているか 等

①ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化

③多職種連携による地域ケア会議の活性化

④介護予防の推進

⑤介護給付適正化事業の推進

⑥要介護状態の維持・改善の度合い

☑要介護認定者の要介護認定の変化率はどの程度か

＜参考２＞市町村 評価指標（案） ※主な評価指標

②ケアマネジメントの質の向上
☑保険者として、ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、ケアマネ
ジャーに対して伝えているか 等

☑地域包括ケア「見える化」システムを活用して他の保険者と比較する
等、地域の介護保険事業の特徴を把握しているか 等

☑地域ケア会議において多職種が連携し、自立支援・重度化防止等に資
する観点から個別事例の検討を行い、対応策を講じているか

☑地域ケア会議における個別事例の検討件数割合はどの程度か 等 20
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【見直し案】

○ 平成30年度以降は、各事業ごとに成果指標等を設定し、地域支援事業の活動・成果の状況を十分に把握。

【論点１】地域支援事業の成果目標に関する見直し案

事業分野

成果目標及び成果実績（アウトカム） 活動指標及び活動実績（アウトプット）

定量的な成果目標 成果指標 活動指標

総合事業

総合事業の多様なサービスの利用
者数が前年度以上で推移することを
目標とする。

総合事業の多様なサービス（基準を緩和し
たサービス、住民主体による支援、短期集
中予防サービス、移動支援）の利用者数。
目標値前年度の利用人数以上。

総合事業の多様なサービス（基準を緩和し
たサービス、住民主体による支援、短期集
中予防サービス、移動支援）の事業所数

生活支援
体制整備

生活支援コーディネーター、協議体の活動
を通じて高齢者のニーズに対応した具体的
な資源の開発（既存の活動やサービスの強
化を含む。）が行われている自治体の割合

地域包括

支援セン
ター

相談件数が高齢者人口の伸び率に
沿った形で推移することを目標とす
る。

地域包括支援センターの総合相談件数。

目標値前年度の実績件数×高齢者人口の
伸び率

地域包括支援センターの設置数

在宅医療・
介護連携

実施市町村が前年度以上で推移す
ることを目標とする。

在宅医療・介護連携推進事業の８つの事
業項目の全てを実施している市町村数。
目標値前年の実施市町村数以上。

在宅医療・介護連携推進支援事業におけ
る地域の医療・介護資源の把握を実施して
いる市町村数

認知症施策
設置自治体数が前年度以上で推移
することを目標とする。

認知症カフェの設置自治体数。
目標値前年度の箇所数以上。

認知症支援に携わる認知症地域支援推進
員の設置に取り組んでいる自治体数

【論点】

○ 成果実績を適切に検証するためには、必要な成果目標の設定が必要。

○ 平成29年度における行政事業レビューシートでは、地域包括支援センターに関する指標のみ設定されている。
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【見直し案】

○ 生活支援コーディネーターの活動等を通じて、総合事業における多様なサービスが創出されているが、平成28年度は、総合事

業等の実施猶予期間であり、引き続き、事業の動向を確認していく必要がある。

○ サービスの充実に関する指標をレビューシート上に盛り込み、効果的、効率的な事業実施を進める。

【論点２】介護予防・日常生活支援総合事業の取組成果

【論点】

○ 「介護予防・日常生活支援総合事業」（介護予防・生活支援サービス事業）について、当該事業が想定していた具体的な成果

に結びついているか。

22

【現状】

○ 生活支援コーディネーターの活動等を通じて、新しい地域資源の創出が進められ、従前の介護予防訪問介護・介護予防通

所介護に相当するサービスに加え、基準を緩和したサービス等の多様なサービスが新たに実施されている。

多様なサービス
883市町村
で実施

従前相当
サービス

多様なサービス
1,006市町村
で実施

従前相当
サービス

出典）平成29年度老人保健健康増進等補助金「介護
予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制
整備事業の実施状況に関する調査研究事業」（株
式会社ＮＴＴデータ経営研究所）
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移

行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支

援。高齢者は支え手側に回ることも。

予防給付の見直しと生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的サービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用し
ながら地域とのつながりを維持できる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡が
りにより、在宅生活
の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には利用
料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の
生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等
関与する教室

介護予防・生活支援の充実
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（参考） 各事業の概要等
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○ 対象者は、第１号被保険者の全ての者及びその支
援のための活動に関わる者。

○ 対象者は、制度改正前の要支援者に相当する者。
①要支援認定を受けた者
②基本チェックリスト該当者（事業対象者）

※ 事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定。

※ 基本チェックリストは、支援が必要だと市町村や地域包括支援センターに相
談に来た者に対して、簡便にサービスにつなぐためのもの。

※ 予防給付に残る介護予防訪問看護、介護予防福祉用具貸与等を利用する
場合は、要支援認定を受ける必要がある。

事業 内容

訪問型サービス
要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援
を提供

通所型サービス
要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活
上の支援を提供

その他の生活支
援サービス

要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や一人
暮らし高齢者等への見守りを提供

介護予防ケアマ
ネジメント

要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適切
に提供できるようケアマネジメント

事業 内容

介護予防把握事業
収集した情報等の活用により、閉じこもり等の
何らかの支援を要する者を把握し、介護予防
活動へつなげる

介護予防普及啓発事
業

介護予防活動の普及・啓発を行う

地域介護予防活動支
援事業

住民主体の介護予防活動の育成・支援を行う

一般介護予防事業評
価事業

介護保険事業計画に定める目標値の達成状
況等を検証し、一般介護予防事業の評価を行
う

地域リハビリテーショ
ン活動支援事業

介護予防の取組を機能強化するため、通所、
訪問、地域ケア会議、住民主体の通いの場等
へのリハビリ専門職等による助言等を実施

（１）介護予防・生活支援サービス事業（サービス事業） （２） 一般介護予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業を構成する各事業の内容及び対象者
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①訪問型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 訪問型サービスは、従前の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職が短期集中で行う

サービス、移動支援を想定。

基準 従前の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護
②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービ

ス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービ

ス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等
住民主体の自主活動と
して行う生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の生活支
援

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース
○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース
（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障が
ある症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的
サービスが特に必要な者 等
※状態等を踏まえながら、多様なサービス
の利用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向けた
支援が必要なケース
・ADL・IADLの改善に向
けた支援が必要な
ケース

※3～6ケ月の短期間で行
う 訪問型サービスＢ

に準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた
独自の基準

サービス
提供者（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体
保健・医療の専門職

（市町村）

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町村は、サービスを類
型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。

サービスの類型（典型的な例）
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基準 従前の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

① 通所介護
② 通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービ

ス）

③ 通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

④ 通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス
運動・レクリエーション 等

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム

対象者と
サービス提
供の考え
方

○既にサービスを利用しており、サービスの利用の
継続が必要なケース
○「多様なサービス」の利用が難しいケース
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行うこ
とで改善・維持が見込まれるケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進
していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多
様なサービス」の利用を促進

・ADLやIADLの改善に向けた
支援が必要なケース 等

※3～6ケ月の短期間で実施

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の
最低限の基準

内容に応じた独自の基準

サービス
提供者
（例）

通所介護事業者の従事者
主に雇用労働者

＋ボランティア
ボランティア主体

保健・医療の専門職
（市町村）

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 通所型サービスは、従前の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職
により短期集中で行うサービスを想定。

③その他の生活支援サービス

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪問型サービス、
通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等）からなる。
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総合相談支援業務

行政機関、保健所、医療機関、

児童相談所など必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス

ヘルスサービス

虐待防止

ボランティア

民生委員

介護相談員

権利擁護業務

包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援業務

・「地域ケア会議」等を通じた自立支
援型ケアマネジメントの支援

・ケアマネジャーへの日常的個別指
導・相談

・支援困難事例等への指導・助言

住民の各種相談を幅広く受け付けて、
制度横断的な支援を実施

・成年後見制度の活用促進、
高齢者虐待への対応など

地域包括支援センターについて

地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を
配置して、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域の住民を包
括的に支援することを目的とする施設。（介護保険法第115条の46第１項）

介護予防ケアマネジメント
(第一号介護予防支援事業)

障害サービス相談

介護離職防止相談

生活困窮者自立支援相談

主任ケア
マネジャー等

保健師等

社会福祉士等

チームアプローチ

全国で5,041か所。
（ブランチ等を含め7,308か所）
※平成２９年４月末現在。全ての市町村に設置
→日常生活圏域への設置を推進
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要支援・要介護状態になる可能性
のある方に対する介護予防ケアプ
ランの作成など
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地域包括支援センター業務

総合相談支援
（制度横断的支援）

権利擁護業務
（虐待対応等）

包括的・継続的ケアマネジメント支援
（個別ケアマネジメント支援・困難事例・自立支援型ケアマネジメント）

（地域ケアマネジメント、ネットワーク形成・医療介護連携・地域課題発見等）
ケアマネ支援（研修、指導等）

認知症総合支援事業

地域ケア会議

地域づくり、地域資源開発等
（生活支援コーディネーター等との連携、通いの場等住民活動支援

インフォーマルサービス、保険外サービス連携）

（自立支援型）介護予防ケアマネジメント

介護予防支援

政策の形成
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地域包括支援センターの設置状況

○ 地域包括支援センターはすべての市町村に設置されており、全国に5,041か所。（平成29年4月末現在）
○ 地域包括支援センターの運営形態は、市町村直営が24％、委託型が76％で、委託型の割合が増加している。

地域包括支援センター設置数 5,041か所

ブランチ設置数 1,924か所

サブセンター設置数 343か所

センター・ブランチ・サブセンター合計 7,308か所

◎地域包括支援センターの設置数
（％）

◎直営・委託の割合 ◎委託先法人の構成割合

委託

直営

出典）平成29年度老人保健事業推進費等補助金「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」

◎直営・委託の割合の推移

直営
24.0%

委託
76.0%

36.8 36.3 35.4
31.5 29.7 29.9 29.3 28.2 27.2 26.0 25.0 24.0 

63.2 63.7 64.6 67.3 69.1 69.1 70.3 71.7 72.2 73.9 75.0 76.0 

0
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70

80

社会福祉法人

2,072
(54.1%)医療法人

683
(17.8%)

社会福祉

協議会
673

(17.6%)

その他
404

(10.5%)

30

-
7
2
-



○高齢化の進展、相談件数の増加等に伴う業務量の増加およびセンターごとの役割に応じた人員体制を強化する。
○市町村は運営方針を明確にし、業務の委託に際しては具体的に示す。
○直営等基幹的な役割を担うセンターや、機能強化型のセンターを位置づけるなど、センター間の役割分担・連携を
強化し、効率的かつ効果的な運営を目指す。
○地域包括支援センター運営協議会による評価、ＰＤＣＡの充実等により、継続的な評価・点検を強化する。
○地域包括支援センターの取組に関する情報公表を行う。

早期診断・早期対応等により、認
知症になっても住み慣れた地域で
暮らし続けられる支援体制づくり
など、認知症施策を推進

郡市区医師会等との連携によ
り、在宅医療・介護の一体的な
提供体制を構築

市町村
運営方針の策定・新総合事業の実施・地域ケア会議の実施等

都道府県
市町村に対する情報提供、助言、支援、バックアップ等

認知症初期集中支援チーム
認知症地域支援推進員

介護予防の推進

地域ケア会議

包括的支援業務
介護予防ケアマネジメント

地域包括支援センター
※ 地域の実情を踏まえ、基幹的な役割のセン
ター（※１）や機能強化型のセンター（※
２）を位置づけるなどセンター間の役割分
担・連携を強化

※１ 基幹的な役割の
センター

（直営センターで実施も可）
たとえば、センター間の
総合調整、他センターの
後方支援、地域ケア推進
会議の開催などを担う

※２ 機能強化型のセンター
過去の実績や得意分野を踏
まえて機能を強化し、他の
センターの後方支援も担う

今後充実する業務については地
域包括支援センターまたは適切
な機関が実施
＜例＞
・基幹的な役割のセンターに
位置づける方法

・他の適切な機関に委託して
連携する方法

・基幹的な役割のセンターと
機能強化型のセンタ－で分
担する方法 等

高齢者のニーズとボランティア等の
地域資源とのマッチングにより、多様な主
体による生活支援を充実

多様な通いの場づくりと
リハビリ専門職等の適切な関与に
より、高齢者が生きがいや役割を
もって生活できるよう支援

従来の業務を評価・改善す
ることにより、地域包括ケ
アの取組を充実

生活支援コーディネーター

地域包括支援センターの機能強化
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○ センターが地域において求められる機能を十分に発揮するためには、人員体制及び業務の状況を定期的に把握・評価し、その結果を踏
まえて、センターの設置者及び市町村が事業の質の向上のための必要な改善を図っていくことが重要であり、全ての市町村及びセンター
で取組状況を評価することにより、地域包括ケアシステムの深化に向けた取組を加速させる。

趣旨・概要趣旨・概要

地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化

市町村 地域包括支援センター

組織運営
体制

☑ 運営協議会の議論を踏まえた、センターの運営方針、センターへの
支援・指導の内容を改善しているか
☑介護保険施行規則に定める3職種の配置を義務付けているか
☑センターの3職種1人当たり高齢者数が1,500人以下であるか

☑市町村の支援・指導によるセンター業務の改善が図られているか
☑市町村から配置を義務付けられている3職種を配置しているか
☑受けた介護サービスに関する相談について市町村報告や協議を行
う仕組みが設けられているか

総合相談 ☑センターと協議し相談事例の終結条件を定めているか ☑相談事例の終結条件及び分類方法が市町村と共有されているか

権利擁護
☑消費生活に関する相談窓口及び警察に対し、センターとの連携につ
いて協力依頼を行っているか

☑消費者被害の情報を民生委員、介護支援専門員等に提供している
か

包括的・継
続的ｹｱﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ支援

☑介護支援専門員対象の研修会等の開催計画を策定しているか
☑介護支援専門員のニーズに基づく意見交換の場を設定しているか
☑介護支援専門員から受けた相談内容を整理・分類し把握しているか

☑介護支援専門員から受けた相談内容を整理・分類し把握している
か
☑介護支援専門員が円滑に業務を行うことができるよう、地域住民に
対して介護予防・自立支援に関する意識の共有を図っているか

地域ケア
会議

☑地域ケア会議の開催計画の策定をしているか
☑議事録や検討事項を構成員全員が共有する仕組みを講じているか
☑生活援助の訪問回数の多いケアプラン検証の実施体制を確保してい
るか

☑センター主催の地域ケア会議の運営方針を参加者等に周知して
いるか
☑検討した個別事例のその後の変化等をモニタリングしているか

介護予防
ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄ等

☑センター、介護支援専門員、生活支援コーディネーター等に対し多様
な地域の社会資源に関する情報を提供しているか

☑ケアプランに多様な地域の社会資源を位置づけているか
☑ケアプラン作成に当たっての委託事業所選定の公平性・中立性確
保のための指針が市町村から示されているか

事業連携 ☑医療関係者とセンターの合同の事例検討会の開催又は開催支援を
行っているか

☑医療関係者と合同の事例検討会への参加しているか
☑認知症初期集中支援チームと情報を共有しているか

（評価指標の例）
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○ 地域包括ケア実現に向けた、充実・強化の取組を地域支援事業の枠組みを活用し、市町村が推進。

○ あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し、サービスの多様化を図る。

○ これらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで地域で高齢者を支える社会が実現。

※「医療・介護連携強化」「認知症施策の推進」「生活支援体制整備」に係る事業については、地域包括支援センター以外の実施主体に事業を委託

することも可能

平成30年度までに全市町村が地域支援事業として以下の事業に取り組めるよう、必要な財源を確保し、市
町村の取組を支援する。

地域の医療・介護関係者
による会議の開催、在宅
医療・介護関係者の研修
等を行い、在宅医療と介護
サービスを一体的に提供
する体制の構築を推進

初期集中支援チームの関与に
よる認知症の早期診断・早期
対応や、地域支援推進員によ
る相談対応等を行い、認知症
の人本人の意思が尊重され、
できる限り住み慣れた地域のよ
い環境で自分らしく暮らし続け
ることができる地域の構築を推
進

生活支援コーディネーター
の配置や協議体の設置等
により、担い手やサービス
の開発等を行い、高齢者
の社会参加及び生活支援
の充実を推進

市町村による在宅医療・介護連携、認知症施策など地域支援事業の充実
平成30年度予算２１７億円（公費：３３４億円）

在宅医療・介護連携 認知症施策

地域包括支援センター等
において、多職種協働によ
る個別事例の検討等を行
い、地域のネットワーク構
築、ケアマネジメント支援、
地域課題の把握等を推進

地域ケア会議 生活支援の充実・強化

※１ 平成30年度からの完全実施に向けて段階的に予算を拡充。（財源は、消費税の増収分を活用）
※２ 上記の地域支援事業（包括的支援事業）の負担割合は、国38.5％、都道府県19.25％、市町村19.25％、１号保険料23％
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(カ)医療・介護関係者の研修会

＊地域の実情に応じて➁と➂を同時並行で実施する場合もある。

在宅医療・介護連携推進事業
○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～27年度）により一定の成果。それを踏まえ、平成26年介護保険法改正により制度化。

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等関係団体と連携しつつ取り組む。

○ 本事業の（ア）～（ク）の８つの事業項目すべてを、平成30年4月にはすべての市区町村が実施。

○ ８つの事業項目は、郡市区医師会等（地域の医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。

○ 都道府県は、市町村における事業の進捗状況等を把握し、地域の課題等を踏まえ、都道府県医師会等関係団体と緊密に連携しつつ、保

健所等を活用しながら、市区町村と郡市区医師会等関係団体等との協議の支援や、複数市区町村の共同実施に向けた調整等により支援。

○ 国は、事業実施関連の資料や手引き、事例集の整備、セミナーの開催等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。

事業項目と事業の進め方のイメージ

在
宅
医
療･

介
護
連
携
の
推
進

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と
対応策の検討

■地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、
在宅医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題の抽
出、対応策を検討

（ア）地域の医療・介護の資源の把握
■地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集

■情報を整理しリストやマップ等必要な媒体を選択して共有・
活用

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
■地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの提供
体制の構築を推進

市区町村

医療関係者 介護関係者

PDCAサイクルで継続的に
実施することで成長

➂（ア）（イ）に基づいた取組の実施

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援
■情報共有シート、地域連携パス等の活用により、医療・介護関係者の情
報共有を支援

■在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用

（オ）在宅医療・介護関係者に関する相談支援
■医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターの配置等による、
在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置・運営により、連携の取組
を支援

（キ）地域住民への普及啓発
■地域住民を対象にしたシンポジウム等の開催
■パンフレット、チラシ、区報、HP等を活用した、在宅医療・介護サービスに
関する普及啓発

■在宅での看取りについての講演会の開催等

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携
■同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市区町村等が連携し
て、広域連携が必要な事項について検討

➀地域の医療介護連携の実態把握、課題
の検討、課題に応じた施策立案

➁地域の関係者との関係構築・人材育成
（カ）医療・介護関係者の研修
■地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、
多職種連携の実際を習得

■介護職を対象とした医療関連の研修会を開催 等

＊図の出典：富士通総研「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」報告書を一部改変（平成27年度老人保健健康増進等事業） 34
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認知症初期集中支援チーム

●配置場所 地域包括支援センター等
診療所、病院、認知症疾患医療センター
市町村の本庁

【対象者】
40歳以上で、在宅で生活しており、かつ
認知症が疑われる人又は認知症の人で
以下のいずれかの基準に該当する人

◆ 医療･介護サービスを受けていない人、
または中断している人で以下のいずれかに
該当する人

（ア）認知症疾患の臨床診断を受けていない人
（イ）継続的な医療サービスを受けていない人
（ウ）適切な介護保険サービスに結び付いていない人
（エ）診断されたが介護サービスが中断している人

◆ 医療･介護サービスを受けているが
認知症の行動・心理症状が顕著なため、
対応に苦慮している

医療と介護の専門職
（保健師、看護師、作業療法士、
精神保健福祉士、社会福祉士、
介護福祉士等）

認知症サポート医
である医師（嘱託）

●認知症初期集中支援チームのメンバー

複数の専門職が家族の訴え等により
認知症が疑われる人や認知症の人及び
その家族を訪問し、アセスメント、家族
支援等の初期の支援を包括的･集中的
（おおむね６ヶ月）に行い、自立生活の
サポートを行うチーム
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認知症
地域支援推進員

【配置先】
○地域包括支援センター
○市町村本庁
○認知症疾患医療センター
など

※関係機関等と連携し以下の事業の企画・調整を行う
●認知症疾患医療センターの専門医等による、病院・施設等における処遇困難
事例の検討及び個別支援

●介護保険施設等の相談員による、在宅で生活する認知症の人や家族に対する
効果的な介護方法などの専門的な相談支援

●「認知症カフェ」等の開設
●認知症ライフサポート研修など認知症多職種協働研修の実施 等

認知症対応力向上のための支援

●認知症の人が認知症の容態に応じて必要な医療や介護等のサービスを受け
られるよう関係機関との連携体制の構築

●市町村等との協力による、認知症ケアパス（状態に応じた適切な医療や
介護サービス等の提供の流れ）の作成・普及 等

医療・介護等の支援ネットワーク構築

●認知症の人や家族等への相談支援

●「認知症初期集中支援チーム」との連携等による、必要なサービスが認知症
の人や家族に提供されるための調整

相談支援・支援体制構築

市町村

協働

認知症地域支援推進員

【推進員の要件】
①認知症の医療や介護の専門的知識及び
経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保
健師、看護師、作業 療法士、歯科衛生士、
精神保健福祉士、 社会福祉士、介護福祉士
など
②①以外で認知症の医療や介護の専門的
知識及び経験を有すると市町村が認めた者

プライバシー保護のため、この画像の自動ダウ
ンロードをブロックしました。

【事業名】 認知症地域支援・ケア向上事業 （地域支援事業）
【目標等】 ２０１８（平成３０）年度～ すべての市町村で実施

配置後においても、先進的な取組事例を全国に紹介し、地域の実情に応じた効果的な活動を推進
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認知症施策

認知症初期
集中支援
チーム

認知症地域
支援推進員

○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握 などを行う。
※幅広い視点から、直接サービス提供に当たらない
専門職種も参加

※行政職員は、会議の内容を把握しておき、
地域課題の集約などに活かす。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討）

≪主な構成員≫

その他必要に応じて参加

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、保健師、
歯科衛生士、PT、OT、ST、管理栄養士、介
護福祉士、社会福祉士、ケアマネジャーなど

自治会、民生委員、ボランティア、NPOなど

医療・介護の専門職種等

地域包括支援センターレベルでの会議（地域ケア個別会議）

地域の支援者
生活支援
体制整備

生活支援コー
ディネーター

協議体

在宅医療･介護連
携を支援する相

談窓口

郡市区医師会等

連携を支援する専
門職等

（参考）平成２７年度より、地域ケア会議を介護保険法に規定。（法第１１５条の４８）

○市町村が地域ケア会議を行うよう努めなければならない旨を規定
○地域ケア会議を、適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、地域において

自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものとして規定
○地域ケア会議に参加する関係者の協力や守秘義務に係る規定 など

地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地域のネットワーク構築、ケ
アマネジメント支援、地域課題の把握等を推進する。
※従来の包括的支援事業（地域包括支援センターの運営費）とは別枠で計上

地域ケア会議の推進
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生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能が
あるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す
る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり
など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用できる仕組
みとなっているが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要。

38

等

38

-
8
0
-



地域支援事業における任意事業の概要

○事業の目的
地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするため、介護保険事業の
運営の安定化を図るとともに、地域の実情に応じた必要な支援を行う。

○事業の対象者
被保険者、要介護被保険者を現に介護する者その他個々の事業の対象者として市町村が認める者。

○事業の対象者
地域の実情に応じ、創意工夫を生かした多様な事業形態が可能であり、具体的には以下に掲げる事業を対象。

介護給付等費用適正化事業 家族介護支援事業 その他の事業

利用者に適切なサービスを提供
できる環境の整備を図るとともに、
介護給付等に要する費用の適正
化のための事業を実施。

※実施保険者数は1,570

① 認定調査状況チェック
② ケアプランの点検
③ 住宅改修等の点検

④ 医療情報との突合・縦覧
点検

⑤ 介護給付費通知
⑥ 給付実績を活用した分析・
検証事業

⑦ 介護サービス事業者等へ
の適正化支援事業

介護方法の指導その他の要介護被保険者
を現に介護する者の支援のため必要な事業
を実施。

※カッコ内は実施市町村数

① 介護教室の開催(702)
要介護被保険者の状態の維持・改善を
目的とした教室の開催
② 認知症高齢者見守り事業(1117)
地域における認知症高齢者の見守り体
制の構築
③ 家族介護継続支援事業(1469)
家族の身体的・精神的・経済的負担
の軽減
ア 健康相談・疾病予防事業
イ 介護者交流会の開催
ウ 介護自立支援事業
・ 家族を慰労するための事業（慰労金）
・ 介護用品の支給（H26年度に実施して
いる保険者のみ）

介護保険事業の運営の安定化及び被保
険者の地域における自立した日常生活の
支援のため必要な事業を実施。

※カッコ内は実施市町村数

① 成年後見制度利用支援事業(397)
② 福祉用具・住宅改修支援事業(956)
③ 認知症対応型共同生活介護事
業所の家賃等助成事業(63)

④ 認知症サポーター等養成事業(1216)
⑤ 重度のＡＬＳ患者の入院におけ
るコミュニケーション支援事業(20)

⑥ 地域自立生活支援事業(742)
ア 高齢者の安心な住まいの確保に資
する事業

イ 介護サービスの質の向上に資する
事業

ウ 地域資源を活用したネットワーク形
成に資する事業 （配食・見守り等）

エ 家庭内の事故等への対応の体制整

備に資する事業 39
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３０’

総合事業へのサービス移行の推進等による費用の効率化（イメージ）

制度改正

２５’

２７’

３０’

予防給付

予防給付
介護予防事業

←

費
用
額

→

第６期計画期間中（平成２９年４
月まで）に、すべての市町村で、
総合事業を開始

予防給付
＋新しい総合事業

介護予防事業
（総合事業含む。）

総合事業へのサービス移行の推
進、介護予防の強化等

○ 総合事業への移行により住民主体の地域づくりを推進。住民主体のサービス利用を拡充し、効率的に事業実施。
○ 機能が強化された新しい総合事業を利用することで、支援を必要とする高齢者が要支援認定を受けなくても地域で暮ら
せる社会を実現。

○ リハ職等が積極的に関与しケアマネジメントを機能強化。重度化予防をこれまで以上に推進。

・ 中長期的には費用の伸びが、効率的なサービス提供を通
じて、後期高齢者の伸び(3～4%)程度となることを目安
として努力

・ 短期的には、生活支援・介護予防の基盤整備の支援充実
にあわせ、より大きな費用の効率化

・住民主体のサービス利用の拡充
・認定に至らない高齢者の増加
・重度化予防の推進

現
行
制
度
を
維
持
し
た
場
合

制
度
見
直
し
後
の
費
用
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１ 訪問介護員等によるサービス費（訪問介護現行相当サービス費）

イ 訪問型サービス費Ⅰ １，１６８単位
（事業対象者・要支援１・２ １月につき・週１回程度の訪問）
ロ 訪問型サービス費Ⅱ ２，３３５単位
（事業対象者・要支援１・２ １月につき・週２回程度の訪問）
ハ 訪問型サービス費Ⅲ ３，７０４単位
（事業対象者・要支援２ １月につき・週２回を超える程度の訪問）
二 訪問型サービス費Ⅳ ２６６単位
（事業対象者・要支援１・２ １回につき・１月の中で全部で４回までのサービスを
行った場合）
ホ 訪問型サービス費Ⅴ ２７０単位
（事業対象者・要支援１・２ １回につき・１月の中で全部で５回から８回までのサー
ビスを行った場合）
ヘ 訪問型サービス費Ⅵ ２８５単位
（事業対象者・要支援２ １回につき・１月の中で全部で９回から１２回までのサー
ビスを行った場合）
ト 訪問型サービス費（短時間サービス） １６５単位
（事業対象者・要支援１・２ １回につき 主に身体介護を行う場合 １月につき２２
回まで算定可能）
チ 初回加算 ２００単位（１月につき）
リ 生活機能向上連携加算 １００単位（１月につき）
ヌ 介護職員処遇改善加算
（１）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）＋所定単位×１３７／１０００
（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）＋所定単位×１００／１０００
（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）＋所定単位×５５／１０００
（４）介護職員処遇改善加算（Ⅳ）＋（３）の９０／１００
（５）介護職員処遇改善加算（Ⅴ）＋（３）の８０／１００
注１～７ （略）

２ 通所介護事業者の従事者によるサービス費（通所介護現行相当サービス費）

イ 通所型サービス費
(１) 事業対象者・要支援１ １，６４７単位（１月につき）
(２) 事業対象者・要支援２ ３，３７７単位（１月につき）
(３) 事業対象者・要支援１ ３７８単位（１回につき・１月の中で全部で４回まで
のサービスを行った場合）

(４) 事業対象者・要支援２ ３８９単位（１回につき・１月の中で全部で５回から８回
までのサービスを行った場合）

ロ 生活機能向上グループ活動加算 １００単位（１月につき）
ハ 運動器機能向上加算 ２２５単位（１月につき）
ニ 栄養改善加算 １５０単位（１月につき）
ホ 口腔機能向上加算 １５０単位（１月につき）
へ 選択的サービス複数実施加算

(１) 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）
① 運動器機能向上及び栄養改善 ４８０単位（１月につき）
② 運動器機能向上及び口腔機能向上 ４８０単位（１月につき）
③ 栄養改善及び口腔機能向上 ４８０単位（１月につき）

(２) 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ）
運動器機能向上、栄養改善及び口腔機能向上 ７００単位（１月につき）

ト 事業所評価加算 １２０単位（１月につき）
チ サービス提供体制強化加算

(１) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ
① 事業対象者・要支援１ ７２単位（１月につき）
② 事業対象者・要支援２ １４４単位（１月につき）

(２) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ
① 事業対象者・要支援１ ４８単位（１月につき）
② 事業対象者・要支援２ ９６単位（１月につき）

(３) サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
① 事業対象者・要支援１ ２４単位（１月につき）
② 事業対象者・要支援２ ４８単位（１月につき）

リ 介護職員処遇改善加算
(１) 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ＋所定単位×５９／１０００
(２) 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ＋所定単位×４３／１０００
(３) 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ＋所定単位×２３／１０００
(４) 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ＋(３)の９０／１００
(５) 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ＋(３)の８０／１００

注１～５ （略） 41

総合事業のサービス単価

総合事業のサービス単価については、国が上限額を定め、市町村は上限額の範囲内でサービスの内容等を踏まえて設定する。

-
8
3
-



【参考】平成26年度までの地域支援事業の上限額

介護予防事業

○ 「介護予防事業（上限①）」と「包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）・任意事業（上限②）」の

２つの区分で設定。加えて、地域支援事業全体の上限（上限③）を設定。

介護給付費の２％以内

包括的支援事業

（地域包括支援センター運営費）

任意事業

（介護給付費適正化事業等）

介護給付費の２％以内

地域支援事業

上限額① 上限額②

42

上限額③

事業全体で介護給付費の３％以内
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地域支援事業関係条文

第百十五条の四十五 市町村は、被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施

設に入所等をしている住所地特例適用被保険者を含む。第三項第三号及び第百十五条の四十九を除き、以下この章において同じ。）の要介護状態等となること

の予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び地域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、厚生労働省令

で定める基準に従って、地域支援事業として、次に掲げる事業（以下「介護予防・日常生活支援総合事業」という。）を行うものとする。

一 居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）に対して、次に掲げる事業を行う事業（以下「第一号

事業」という。）

イ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居宅において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定

める期間にわたり日常生活上の支援を行う事業（以下この項において「第一号訪問事業」という。）

ロ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施設において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める期

間にわたり日常生活上の支援又は機能訓練を行う事業（以下この項において「第一号通所事業」という。）

ハ 厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域密着型介護予防サービス事業又は第一号訪問事業若しくは第一号通所事業と

一体的に行われる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の地域における自立した日常生活の支援として厚生労働省令で定めるものを行う

事業（ニにおいて「第一号生活支援事業」という。）

ニ 居宅要支援被保険者等（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予防支援を受けている者を除く。）の介護予防を目的として、厚

生労働省令で定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき、第一号訪問事業、第一号通所事業

又は第一号生活支援事業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業（以下「第一号介護予防支援事業」という。）

二 被保険者（第一号被保険者に限る。）の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業（介護予防サービス

事業及び地域密着型介護予防サービス事業並びに第一号訪問事業及び第一号通所事業を除く。）

２ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な

限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

一 被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の把握、保健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な

情報の提供、関係機関との連絡調整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の増進を図るための総合的な支援を行う事業

二 被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険者の権利擁護のため必要な援助を行う事業

三 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービス計画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象

サービスの利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該被保険者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう、包括

的かつ継続的な支援を行う事業

四 医療に関する専門的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における医療を提供する医療機関その他の関係者の連携を推進するものとして厚生労

働省令で定める事業（前号に掲げる事業を除く。）

五 被保険者の地域における自立した日常生活の支援及び要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止に係る体制の整備そ

の他のこれらを促進する事業

六 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による認知症の早期における症状の悪化の防止のための支援その他の認知症である又はその疑いのあ

る被保険者に対する総合的な支援を行う事業

介護保険法（平成９年法律第123号）（抄）
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３ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び前項各号に掲げる事業のほか、厚生労働省令で定めるところにより、地域支援事業として、次に掲げる事業

を行うことができる。

一 介護給付等に要する費用の適正化のための事業

二 介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のため必要な事業

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者（当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用被保険者を

含む。）の地域における自立した日常生活の支援のため必要な事業

４ 地域支援事業は、当該市町村における介護予防に関する事業の実施状況、介護保険の運営の状況、七十五歳以上の被保険者の数その他の状況を勘案して

政令で定める額の範囲内で行うものとする。

５ 市町村は、地域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、利用料を請求することができる。

第百二十二条の二 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護予防・日常生活支援総合事業に要する費用の額の百分の二十に相当する額を交付す

る。

２ 国は、介護保険の財政の調整を行うため、市町村に対し、介護予防・日常生活支援総合事業に要する費用の額について、第一号被保険者の年齢階級別の分

布状況、第一号被保険者の所得の分布状況等を考慮して、政令で定めるところにより算定した額を交付する。

３ 前項の規定により交付する額の総額は、各市町村の介護予防・日常生活支援総合事業に要する費用の額の総額の百分の五に相当する額とする。

４ 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業を除く。）に要する費用の額に、第百二十五条第一項の第

二号被保険者負担率に百分の五十を加えた率を乗じて得た額（以下「特定地域支援事業支援額」という。）の百分の五十に相当する額を交付する。

44
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8
6
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事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度要求

予算額（補正後） 79,830 103,038 156,930 198,754

執行額 70,442 90,951 144,188

執行率 88% 88% 92%

（事業の概要）

（論点）

【参考】

②　「介護予防・日常生活支援総合事業」（介護予防・生活支援サービス事業）について、 当該
   事業が想定していた具体的な成果に結びついているか。

現状の主な成果目標：地域包括支援センターの総合相談件数が高齢者人口の伸び率に沿った形
で推移することを目標とする。

論点等説明シート

地域支援事業交付金

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

地域包括ケアシステムの構築に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守
り等の生活支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕
組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく介護予防・生活支援サービスの体制
を構築する。

○実施方法等
　　【実施方法】負担、交付
　　【実施主体】市町村（保険者）
　　【負担割合】①介護予防・日常生活支援総合事業
　　　　　　　　　 国：25％　都道府県、市町村：12.5％　１号保険料：22％　２号保険料：28％
　　　　　　　　　 ②包括的支援事業及び任意事業
　　　　　　　　　 国：39％　都道府県、市町村：19.5％　１号保険料：22％

○地域支援事業の事業内容
（１）介護予防・日常生活支援総合事業
　①介護予防・生活支援サービス事業
　②一般介護予防事業
（２）包括的支援事業・任意事業
　①包括的支援事業
　②任意事業

①　各事業の実態を把握しつつ、成果実績を適切に検証できるよう必要な成果目標を設定すべ
   きではないか。

事業番号 ０７９１

27年度 28年度 29年度
相談件数 10,792,691 11,238,026 12,148,584
目標件数 11,044,665 11,008,544 11,417,834
達成度 98% 102% 106%

○現状の成果実績
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（ ）

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

母子保健衛生費補助金

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

事業番号 0660

子ども・若者育成支援、少子化社会対策、男女共同参
画、一億総活躍推進

30年度当初予算

297

0

297 0

年度

・母子保健医療対策総合支援事業の実施について
（雇用均等・児童家庭局長通知　H17.8.23　雇児発0823001
号）
・母子保健衛生費の国庫補助について
（厚生労働省事務次官通知　H26.5.30　厚生労働省発雇児第
0530第3号）
・少子化社会対策大綱（平成27年3月閣議決定）
・ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月閣議決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

297

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度

-

-

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） -

平成３０年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

225 225 269 297 0

145 151

執行率（％） 61% 64% 56%

平成８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

女性がその健康状態に応じ的確に自己管理を行うことができるよう健康教育を実施し、また気軽に相談することのできる体制を確立するとともに不妊や不育
症の課題に対応するための適切な体制を構築することにより、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを目的とする。また、妊婦に対するHTLV-1抗
体検査の実施、相談体制の充実、関係者の資質向上、普及啓発の実施等により、地域におけるHTLV-1母子感染対策の推進を目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

138

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

269

-

28年度

（１）健康教育事業
　保健所、小中高等学校等において各ライフステージに応じた健康教室や講演会の開催等を行う。
（２）女性健康支援センター事業
　思春期から更年期に至る女性を対象とし、身体的・精神的な悩みに関する相談指導や、相談指導を行う相談員の研修を実施。
（３）不妊専門相談センター事業
　不妊や不育症について悩む夫婦等に対し医学的な相談や心の悩み等について相談指導等を実施。
（４）HTLV-1母子感染対策事業
　HTLV-1母子感染対策の体制整備を図るため、協議会の設置や研修等を行う。

　実施主体：都道府県・指定都市・中核市（（４）は都道府県のみ）
　補助率：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

- -

225

- -

- -

-

-

生涯を通じた女性の健康支援事業 担当部局庁 子ども家庭局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 母子保健課 平子　哲夫

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

225

-

実施方法

27年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

61% 64% 56%

-89-



不妊専門相談センターを設置する自治体数
（「ニッポン一億総活躍プラン」において、2019年度まで
に全都道府県・指定都市・中核市で実施することとして
いる）
※国庫補助を受けず、自治体単独で実施している事業
を含む

施策 母子保健衛生対策の充実を図ること（Ⅶ－３－１）

政策 母子保健衛生対策の充実を図ること（Ⅶ－３）

測
定
指
標

29年度

実績値
都道府
県市数

63

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

27年度

27年度

目標最終年度

年度

27年度

- 31
定量的指標

65

138/200

28年度

151/215

115

HTLV-1母子感染対策事業を実施する都道府県数

活動実績 都道府県数

当初見込み 都道府県数

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

66

単位

- - -

31
27年度 28年度 29年度

安心して妊娠・出産・子育てができるよう、妊産婦等への切れ目ない支援の
実現等を図るため 、母子保健医療対策の充実強化を図る。
平成27年度～平成29年度は、必要な予算額を確保し、女性健康支援セン
ター事業、不妊専門相談センター事業等の妊産婦等に対する各種相談・健
康の保持増進に関する事業を実施することによって、妊産婦及び乳幼児の
安全の確保及び健康の増進に資することができている。

- 121

52

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合 全都道府県、指定都市、中

核市における不妊専門相
談センター事業の実施

-

単位

執行額／事業実施都道府県市数
（都道府県市数は、健康教育事業、女性健康支援セン
ター事業、不妊専門相談センター、HTLV-1母子感染対

策事業を実施した延べ都道府県市数）

単位当たり
コスト

28年度 29年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

本事業は、健康教室の実施や相談体制の整備により、生涯を通
じた女性の健康の保持増進を図ることを目的とする事業であるこ
とから、生涯を通じた女性の健康の保持増進について定量的な
成果目標を示すことは困難である。

66 -

目標値
都道府
県市数

代替指標
中間目標

-

都道府
県市数

代替目標

145/212

都道府
県市数

％

女性健康支援センター事業を実施する都道府県市数
※国庫補助を受けず、自治体単独で実施している事業
を含む

-

-

30年度活動見込

0.7 0.7

定量的な目標が設定できない理由

健康教育事業を実施する都道府県市数

単位

不妊専門相談センターを実
施する都道府県市数
※国庫補助を受けず、自治
体単独で実施している事業
を含む

都道府
県市数

目標値

63 65

112 115

実績

活動指標

0.7

活動実績

29年度

- -

百万円

活動実績
都道府
県市数

当初見込み
都道府
県市数

34 34 33

28年度

28年度 29年度

57 65 70

46 48 46

- - -

27年度

-

27年度 28年度 29年度

52 55 -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度

都道府
県市数

活動指標

計算式
百万円/事
業実施都道
府県市数

地球温暖化対策
関係

単位

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類

112 115

年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と27～29年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

121115 -

- -

-

- -

- -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

- -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

-

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

算
出
方
法

- -
う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - -

-

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 - -

達成度 ％ - - - - -

- -

- -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -％

単位 27年度 28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

目
標
・
指
標

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
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繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - -
目標値 - - - - - -
達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業において、女性健康支援センター事業、不妊専門相談センター事業等の実施により、女性の健康支援・不妊に悩む方への相談体制の整備を
行い、妊産婦等が安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推進している。

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

-- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

女性健康支援センターにおいて、新たに相談員を雇い上げ
支援を実施することを想定しているが、既存の職員により相
談対応を行っている県市があるなど、補助基準額未満の実
施となっている。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

○

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

事業実施にあたり必要なもののみに限定されている。

不妊専門相談センターについては、全ての都道府県におい
て実施しているところであるが、指定都市及び中核市におけ
る実施について推進する必要がある。

- -

○

事業実施にあたり必要なもののみに限定されている。

単位

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

平成27年3月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」及び
平成28年6月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」
を踏まえ、女性の健康支援・不妊に悩む方への相談体制の
整備を図るなど、妊娠、出産、子育ての希望を実現できる社
会を構築するため、優先度が高い事業である。

単純にコスト水準の妥当性について、判断は難しいところで
あるが、母子保健医療対策総合支援事業の中で、妊娠・出
産、女性の健康等多岐にわたる施策を自治体において適切
に選択し、実施されていることから、コスト水準の妥当性は類
推できる。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

年度

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

△

-

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

△

相談件数が増加しており、活用されているが、相談を希望す
る者が確実に利用できるようにセンターの周知を強化する必
要がある。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

‐

-

○

-

計画開始時
29年度 30年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

妊産婦等が安心して子どもを生み育てることができる環境づ
くりの推進を図ることは重要であり、その中心的役割を担う
母子保健医療対策として国民のニーズは高く、優先度が高
い。

目標最終年度

平成27年3月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」及び
平成28年6月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」
を踏まえ、女性の健康支援・不妊に悩む方への相談体制の
整備を図るなど、妊娠、出産、子育ての希望を実現できる社
会を構築するため、国が実施すべき事業である。

○

○

-

財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-
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( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

312 平成25年度 676

平成26年度 678 平成27年度 690 平成28年度 663

平成22年度 405 平成23年度 364 平成24年度

平成29年度 厚生労働省 0664

点検結果
点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

母子保健医療対策総合支援事業（統合補助金）の対象事業
として、「生涯を通じた女性の健康支援事業」のほか、左記
事業を実施。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

健康教育事業については、新たな指標を設定するなど、評価方法の検討を行う。
HTLV-1母子感染事業は、マニュアルの普及を進めつつ、併行して母子感染予防に関する研究を進め、最新の科学的根拠に基づき、医療関係
者に対する研修等、都道府県における事業実施を推進する。
女性健康支援センター・不妊専門相談センターは、実態を把握し分析をしたうえで、新たな指標の検討を行うとともに、県と市による共同実施
等、事業未実施の理由に応じた改善策の検討を行い、全都道府県等における事業実施を推進する。また、研究により得られた成果を全国で共
有し、センター設置の促進及びセンターの認知度の向上を図る。

平成27年3月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」及び平成28年6月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」のほか、閣議決定に
より設置された「すべての女性が輝く社会づくり本部」によりとりまとめられた「女性活躍加速のための重点方針2017」においても、女性の生涯
を通じた健康を支援するため女性健康支援センターによる支援を推進すること、また、不妊専門相談センターの相談機能を強化することとされ
ており、妊娠、出産、子育ての希望を実現できる社会を構築するため、女性の健康支援策の強化や不妊症・不育症に関する相談体制の強化
が求められていることから、今後とも継続して事業を推進する必要がある。
HTLV-1母子感染事業は、母子感染対策を推進するにあたり、平成28年度に改定したマニュアルの普及を行う必要がある。
現在、女性健康支援センター・不妊専門相談センターは、ほぼ全都道府県で実施されており、指定都市・中核市での実施が課題となっている。
また、相談を希望する者が確実に利用できるようにセンターの周知を強化する必要がある。

不妊に悩む方への特定治療支援事業0653

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

事業番号 事業名所管府省名

子どもの心の診療ネットワーク

妊娠・出産包括支援事業

産婦健康診査事業

新生児聴覚検査の体制整備事業

0654

0655

0662

0663

厚生労働省 １５１百万円

【補助金等交付】

〔交付申請書の内容審査、交付決定等〕

Ａ 都道府県、指定都市、中核市

１５１百万円

【生涯を通じた女性の健康支援事業】
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支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

3

－

－

－

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

5

5

5

2

1

1 - -

－3

- -

補助金等交付4

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

－

－

－

2000020260002

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

生涯を通じた女性の健康
支援事業

－

-

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

8000020280003

9000020011002

2

3

- -

法　人　番　号

7000020220001

7000020160008 5

10

-

8000020130001

3000020141003

1000020440001

6000020121002

2000020170003

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

8

7

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

－

5 - -

- -

4

不妊専門相談センター事業

費　目

計 5 計 0

費　目 使　途

0.3

HTLV-1母子感染対策事業 0.7

生涯を通じた
女性の健康支
援事業

健康教育事業

B.
金　額

(百万円）

3

生涯を通じた
女性の健康支
援事業

女性健康支援センター事業 1

使　途

生涯を通じた
女性の健康支
援事業

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.　富山県、静岡県

生涯を通じた
女性の健康支
援事業

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

富山県

静岡県

東京都

横浜市

大分県

千葉市

石川県

兵庫県

札幌市

京都府

チェック
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生涯を通じた女性の健康支援事業

-
9
5
-



事業名 対象となる方 事業内容

生
涯
を
通
じ
た
女
性
の
健
康
支
援
事
業

健康教育事業
思春期から

更年期に至る女性
各ライフステージに応じた健康教室の開催、講演会の 開催

女性の健康教育に資する知識の普及啓発

女性健康支援
センター事業

思春期から
更年期に至る女性

身体的、精神的な悩みに対する相談指導、検討会の設置、
予期せぬ妊娠に悩む者に対する専任相談員の配置、広報活動、相談員の研修養成

不妊専門相談

センター事業

不妊や不育症について悩む

夫婦等

夫婦の健康状況に応じた不妊に関する相談指導、

不妊治療と仕事の両立に関する相談対応、専門相談員の研修

HTLV-1母子感染対策事業
医療機関

妊娠・出産期の女性
協議会の設置、関係者研修事業、普及啓発

生涯を通じた女性の健康支援事業とその他事業

事業名等 対象事業 対象となる方 事業内容
実施

担当課

子育て世代
包括支援センター

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援
のために、 「母子保健サービス」 と 「子育て支
援サービス」 を一体的に提供できるよう、保健師
等によるきめ細かな相談支援等を行う

妊産婦及び乳幼児
並びにその保護者

・妊産婦等の支援に必要な実情の把握
・妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な

情報提供・助言・保健指導
・支援プランの策定
・保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

子ども
家庭局
母子

保健課

健康増進事業

平成２０年度からの医療制度改革において、「老
人保健法」の改正により、これまで市区町村が
担ってきた老人保健事業のうち、市町村が健康
増進法に基づき実施する医療保険者等に義務
づけられない事業

４０歳以上の者

・高血圧や脂質異常症などに対する健康教育
・高血圧や脂質異常症などに対する健康相談
・保健指導、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、

肝炎ウイルス検診
・生活習慣病の予防や家庭における療養方法

等に関する訪問指導

健康局

健康課

その他事業

主な対象者や対象疾患等事業内容が異なる 1

妊娠期から子育て期の子育て支援について、妊産婦及び乳幼児等の状況を継続的に把握して、必要な
サービスや支援が提供されるようマネジメントを行う仕組みであり、対象者及び事業内容が異なる

-
9
6
-



論点と見直しの方向性について ➀

論点① 適正な事業執行及び実効性を上げるためにも、適切な成果目標（女性の利用者数など）を検討し、更に、
相談を希望する者が確実に利用できるよう周知を行うべきではないか。

2

現状 ： 自治体によっては、毎年ではなく隔年などで実施しているところもあり、実施都道府県市数などを成果
指標として評価することが困難であることが課題となっている。

見直しの方向性：
代替指標として新たにフォローアップ指標を設定する。
〈例：代替指標として参加者数を設定し、年度毎に教育を受けた人数でフォローアップを行っていく等〉

健康教育事業

現状 ： 悩みを持つ方への相談支援であるため、身近な場所へ相談できる環境が整備されていることが重要
であると考えており、センターを設置している都道府県市数を成果目標としている。

見直しの方向性 ：
現状を把握、分析した上で、代替指標として新たにフォローアップ指標を設定する
例えば、センターの利便性の観点や効率的な運営の観点からの指標について検討を行う。

女性健康支援センター事業・不妊専門相談センター事業

-
9
7
-



論点と見直しの方向性について ➁

論点② 本事業のこれまでの事業実績について検証し、今後のあり方について検討するべきではないか。

3

現状 ： 現在、ほぼ全都道府県で実施されており、指定都市・中核市における実施率の向上が課題となっている。
また、相談を希望する者が確実に利用できるようにセンターの周知を強化することが課題となっている。

＜未実施の理由＞
・ 専門相談窓口は設置せず、相談対応について周知していないが、相談があった場合は職員が対応してい
るため。
・ 予算の確保が困難なため。

見直しの方向性 ：
➀専門相談窓口を設置していない自治体

本事業の目的は、各ライフステージに応じた身体的・精神的な悩みを持つ方が安心して相談できる体制を
整備することであり、潜在的な悩みを拾い上げるためには、まずは相談窓口の明確化が重要であることを理
解いただき、専門相談窓口を設置し広く周知する、専用回線を用意する、専任相談員を配置する、専門性
の向上のため研修を実施する等積極的な取り組みを働きかける。
また、県との共同実施による設置等自治体負担を抑えた形の実施方法について検討を働きかける。
〈例：既に実施している自治体の好事例の取り組みを横展開する〉

➁専門相談窓口を設置している自治体

相談を希望する者が確実に利用できるよう、センターの効果的な周知方法の検討を行い、強化を図る。
また、相談員に対する研修等により専門性の向上を図る。

女性健康支援センター事業

-
9
8
-



論点と見直しの方向性について ➂

論点③ 不妊専門相談センターについては、「ニッポン一億総活躍プラン」において、2019年度までに都道府県・指定都市・中核
市で実施することとしているが、プランの目標を達成するために、現状の課題を調査・分析し、センターの設置を促す改善策につい
て検討するべきではないか。

4

現状 ： 「ニッポン一億総活躍プラン」において、2019年度までに都道府県・指定都市・中核市で実施することとしているが、
現在、６６か所の設置にとどまっており、指定都市・中核市での実施が課題となっている。
また、相談を希望する者が確実に利用できるようにセンターの周知を強化することが課題となっている。

＜未実施の理由＞
自治体に対する調査・ヒアリングの結果、未実施の理由は以下の回答が多かった。
・ 県が設置する不妊専門相談センターが市内にある ・ どのように実施してよいかわからない
・ 専門職・予算の確保が難しい
なお、今後実施予定の自治体が、Ｈ３０年度は１か所、Ｈ３１年度は５か所あり、実施箇所数の増加が見込まれる。

見直しの方向性 ：
①センター実施方法の改善

県が設置する不妊専門相談センターが市内にあるためセンターを設置していない市については、県が設置する不妊専
門相談センターにおいて、市負担による土日の開設や開設時間の延長等、県のみの予算では実施できない部分につい
て、県と市の共同実施による利便性の向上につながるような実施方法の工夫について好事例を紹介する等により検討を
働きかける。

➁研究成果の活用

平成30年度子ども・子育て支援推進調査研究事業において、「不妊症及び不育症における相談支援体制の現状及
び充実に向けた調査研究」を実施予定。同調査により、センター事業の現状の把握や開設時の課題、また、未設置自治
体における設置に向けた課題及び利用者のニーズ調査等を行う。さらに、センターにおける専門相談員のための相談支
援手引き書及び普及啓発のための資材を作成する予定。

研究により得られた成果を全国で共有し、センターの設置を促進する。また、普及啓発資材によるセンターの認知度
の向上や、相談支援手引き書による全国のセンターの均てん化を図る。

不妊専門相談センター事業

-
9
9
-



生涯を通じた女性の健康支援事業の位置づけ

３．生涯を通じた女性の健康支援の強化

（１）女性の健康増進に向けた取組

②不妊治療に関する支援

「個人が将来のライフデザインを描き、妊娠・出産等についての希望を実現することが出来るよう、不妊治療に対する

経済的支援を引き続き実施し、不妊専門相談センターの相談機能強化を行う。また、不妊治療と仕事の両立に関

する実態調査を行う。加えて、不妊治療と仕事の両立に関する普及啓発を実施する。」

③女性の健康維持の促進に向けた取組

「女性の生涯を通じた健康を支援するため、女性健康支援センターによる支援を引き続き推進する。また、がんの

早期発見に向けて、女性特有のがんを含めたがん検診について、がん検診の受診率向上につながる取組を引き

続き実施する。」

○ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月閣議決定） 【抜粋】

３．「希望出生率1.8」に向けた取組の方向
（５）若者・子育て世帯への支援

「結婚年齢等の上昇と医療技術の進歩に伴い、不妊に悩む方が増加しており、不妊専門相談センターを平成31 年度
（2019 年度）までに全都道府県・指定都市・中核市に配置 して相談機能を強化し、不妊治療支援の充実を継続する」

Ⅳ きめ細かな少子化対策の推進
（１）結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じ、一人一人を支援する。

【施策に関する数値目標】
不妊専門相談センター 目標：全都道府県・指定都市・中核市（2019年度末）

○少子化社会対策大綱（平成27年3月閣議決定） 【抜粋】

○女性活躍加速のための重点方針2017 【抜粋】
（平成29年6月 すべての女性が輝く社会づくり本部）

5
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健康教育事業について

事業目的

女性がその健康状態に応じて的確に自己管理を行うことができるよう、生活に密着した身近な機関において
健康教育を実施する。

実施主体

都道府県、指定都市、中核市 （本事業の趣旨を理解し、適切な実施ができる団体等に事業の全部又は一部の委託が可能）

対象者

思春期から更年期に至る女性

事業概要

○事業内容
・講習会等の方法による各ライフステージに応じた健康教室を定期的に開催し、必要に応じて講演会を
開催
・女性の健康教育に資する小冊子等の配布による知識の普及啓発

○実施場所
・保健所、小中高等学校など、受講者が利用しやすい場所

○実施担当者
・女性の健康（精神保健を含む。）に関する専門的知識を有する保健師又は助産師等

○予算額等 30年度予算 8百万円

（基準額45,800円×実施月数）（補助率1/2、都道府県・指定都市・中核市 1/2）
○事業実績 28’実績 48道県市

6
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女性健康支援センター事業

○ 対象者

思春期、妊娠、出産、更年期の各ライフステージに応じた相談を希望する者

（不妊相談、望まない妊娠、メンタルヘルスケア、性感染症の対応を含む）

○ 事業内容

（１）身体的、精神的な悩みを有する女性に対する相談指導

（２）相談指導を行う相談員の研修養成

（３）相談体制の向上に関する検討会の設置

（４）妊娠に悩む者に対する専任相談員の配置

（５）（特に妊娠に悩む者）が、女性健康支援センターの所在等を容易に把握することができるよう、その所在地及び連絡先を

記載したリーフレット等を作成し、対象者が訪れやすい店舗等で配布する等広報活動を積極的に実施

○ 実施担当者 ・・・ 医師、保健師又は助産師等

○ 実施場所（実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国７０ヵ所（平成２９年７月１日時点） ※自治体単独１１か所
４７都道府県、札幌市、仙台市、さいたま市、 千葉市、横浜市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、福岡市、盛岡市、八戸市、川越市、八王子市、
奈良市、久留米市、宮崎市、北九州市

○ 予算額等 平成３０年度予算 ８６百万円 （基準額 148,900円×実施月数）（補助率 国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2）

（夜間・休日加算の新設）

○ 相談実績 平成２８年度：５３，１２９件（内訳：電話３１，７３１件、面接１６，０５２件、メール４，０３９件、その他１，３０７件）

○ 相談内容 ・女性の心身に関する相談（２８，１０７件） ・不妊に関する相談（１１，４６２件） ・思春期の健康相談（８，７７４件）

・妊娠・避妊に関する相談（９，５２５件） ・メンタルケア（１１，８５９件） ・婦人科疾患・更年期障害（６１９件） ・性感染症等（８１９件）

？

○事業の目的
思春期から更年期に至る女性を対象とし、各ライフステージに応じた身体的・精神的な悩みに関する相談指導や、相談指導

を行う相談員の研修を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを目的とする。
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不妊専門相談センター事業

○ 対象者 ・・・ 不妊や不育症について悩む夫婦等

○ 事業内容

（１）夫婦の健康状況に的確に応じた不妊に関する相談指導

（２）不妊治療と仕事の両立に関する相談対応

（３）不妊治療に関する情報提供

（４）不妊相談を行う専門相談員の研修

○ 実施担当者 ・・・ 不妊治療に関する専門的知識を有する医師、その他社会福祉、心理に関して知識を有する者等

○ 実施場所 （実施主体：都道府県・指定都市・中核市）

全国６６か所（平成29年7月1日時点） ※自治体単独（3か所）含む

主に大学・大学病院・公立病院２２か所、保健所１９か所において実施。

「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）不妊専門相談センターを平成 31 年度（2019 年度）までに全都道府県・指定都市・中核市に配置

○ 予算額等

平成３０年度予算 １７４百万円（基準額474,500円×実施月数）（補助率 国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2）

○ 相談実績

平成２８年度：２２，３４７件 （内訳：電話１１,６６１件、面接７,６７３件、メール１,１３２件、その他１,８８１件）
（電話相談） 医師 １４％、助産師 ４５％、保健師 ２５％、その他（心理職など） １５％

（面接相談） 医師 ４０％、助産師 ２７％、保健師 １４％、その他（心理職など） １9％

（メール相談） 医師 ２３％、助産師 ３７％、保健師 ２８％、その他（心理職など） １２％

（相談内容） ・費用や助成制度に関すること（９，７２０件） ・不妊症の検査・治療（５，４９１件） ・不妊の原因（ １，２２８件）

・不妊治療を実施している医療機関の情報（１，４０１件） ・家族に関すること（１，２６７件） ・不育症に関すること（５３５件）

・主治医や医療機関に対する不満（６２６件） ・世間の偏見や無理解による不満（４４０件）

○ 事業の目的
不妊や不育症の課題に対応するための適切な体制を構築することにより、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図ることを
目的とする。
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ＨＴＬＶ－１（ﾋﾄＴ細胞白血病ｳｲﾙｽ－1型）母子感染予防対策について

１．妊婦健診におけるＨＴＬＶ－１抗体検査の実施

２．ＨＴＬＶ－１母子感染対策事業の都道府県における実施状況（平成２８年４月１日現在）

①平成２２年１０月６日付けで、通知を改正、発出
・ＨＴＬＶ－１抗体検査を、妊婦健康診査の標準的な検査項目に追加
・ＨＴＬＶ－１抗体検査を、妊婦健康診査臨時特例交付金に基づく公費負担の対象とできるよう、補助単価（妊婦１人

当たり）の上限額を改定
②平成２２年１１月１日付けで、自治体及び関係団体に対し、抗体検査の実施方法等について通知
③受診券方式の１，４７６市区町村全てにおいて、ＨＴＬＶ－１抗体検査を実施（平成２６年４月１日現在）

（ 残りの２６５市町村については、補助券方式（指定項目明示なし）により実施）

平成２２年９月、総理官邸にＨＴＬＶ－１特命チームが設置され、ＨＴＬＶ－１母子感染予防対策として、妊婦健康診査におけるＨ
ＴＬＶ－１抗体検査の実施、母子感染予防のための保健指導やカウンセリング体制づくりを行うことが決定。平成２２年１２月に
は、医療体制の整備や研究開発の推進を含めた総合対策がとりまとめられた。

経緯

※平成２２年度に保健指導・カウンセリングの体制づくりとして、マニュアル（医師向け、保健師等向け）の印刷・配布、妊婦向けリーフレットの作成・配布、
ＨＴＬＶ－１対策全国研修会を国において実施

（母子保健医療対策総合支援事業「生涯を通じた女性の健康支援事業」において実施）

◆協議会を設置（既存事業で対応を含む）→ 41都道府県
◆協議会での検討事項 ○抗体検査の実施状況の把握 ○キャリア妊婦への支援・連携体制 ○相談窓口・研修・普及啓発等

○HTLV-1母子感染関係者研修事業の状況

◆普及啓発を実施（既存事業で実施を含む）→ 38都道府県
◆普及啓発方法 ○リーフレット・ポスターの作成 ○ホームページや広報誌に掲載

○母親学級のテキストに記載 ○妊娠届出時にHTLV-1検査に関する説明の実施 等

◆研修実施状況 ○医療従事者を対象に実施 → 35都道府県 ○相談窓口従事者を対象に実施 → 34都道府県
◆主な研修内容

○HTLV-1抗体検査についての基礎知識 ○母子感染に係る保健指導等に関する研修
○母子感染予防に関する研修 ○母親への相談対応に関する研修 等

○HTLV-1母子感染普及啓発の状況

○HTLV-1母子感染対策協議会の設置

9

-
1
0
4
-



事業名 実施主体 平成27年度 平成28年度 平成29年度

➀ 健康教育事業 実施都道府県市数 46か所 48か所 46か所

② 女性健康支援センター事業
実施都道府県市数

（自治体単独実施を含む） 57か所 65か所 70か所

③ 不妊専門相談センター事業
実施都道府県市数

（自治体単独実施を含む） 63か所 65か所 66か所

④ HTLV-1母子感染対策事業 実施都道府県数 34か所 34か所 33か所

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市（④は都道府県のみ）
【沿 革】平成８年度
【 補 助 率 】１／２（都道府県・指定都市・中核市１／２）

生涯を通じた女性の健康支援事業 実施状況
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女性健康支援センターの相談件数は、微増と
なっている。

相談手段としては、特に、電話、面接での相互
にリアルタイムでやりとりしあう直接的な手段で
の相談のニーズが高い。

相談内容については、「女性の心身に関する
相談」が最も多かった。

女性健康支援センター 実施状況

11

28107

11859

11462

9525

8774

819 619

平成28年度女性健康支援センター相談内容の内訳

女性の心身に関する相談

ﾒﾝﾀﾙ

不妊

妊娠・避妊

思春期

性感染症

更年期

(39%)(13%)

(16%)

(12%)

(17%)

(1%) (1%)

総数71,165件※
重複回答あり

平成26年度 平成27年度 平成28年度

その他 1,404 1,722 1,307

メール 3,150 3,603 4,039

面接 14,517 14,978 16,052

電話 29,455 29,743 31,731

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

相
談
件
数

女性健康支援センター相談件数の推移

48,536
50,046

53,129
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9,720 

5,491 

4,437 

1,401 

1,267 
1,228 

626 

535 440 

平成28年度不妊専門相談センター相談内容の内訳

費用や助成制度について

不妊症の検査・治療について

その他

不妊治療を実施している医療

機関の情報について

家族に関すること

不妊の原因について

主治医や医療機関に対する

不満について

不育症に関すること

世間の偏見や無理解による

不満

総数25,145件
※重複回答あり

不妊専門相談センターについては、メールで
の相談が減少傾向にあり、電話及び面談での
相談が増加傾向にある。

相談件数については一定数の需要は毎年あ
り、相談内容については「費用や助成制度につ
いて」が最も多い。

不妊専門相談センター 実施状況

(1%)

(3%)

(1%)

(5%)
(5%)

(6%)

(18%)

(39%)

(22%)
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平成26年度 平成27年度 平成28年度

その他 1,103 1,402 1,881

ﾒｰﾙ 3,430 1,600 1,132

面接 6,400 7,305 7,673

電話 9,860 10,348 11,661

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

相
談
件
数

不妊専門相談センター相談件数の推移
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不妊専門相談センター女性健康支援センター

19

11

10
8

8

7

4
2 2

1

不妊専門相談センター実施場所

保健所

大学病院

その他

市役所

不妊専門相談センター

大学

公立病院

助産師会

看護協会

医師会

総数72箇所※

(26%)

(15%)

(14%)
(11%)

(11%)

(10%)

(5%)

(3%)

(3%)

(2%)

13

52

19

1

不妊専門相談センター相談方式

電話

電話・面接・電子メール

面接・電子メール

総数72 箇所※

(72%)

(1%)

(27%)

48

16

11

8 1
1

1
女性健康支援センター相談方式

電話・面接

電話

電話・電子メール

電話・面接・電子メール

面接

電子メール

面接・電子メール

総数86 箇所※

(56%)

(19%)

(13%)

(9%)

(1%)

(1%)

(1%)

女性健康支援センター・不妊専門相談センター実施場所及び相談方式

48

17

14

4 3

女性健康支援センター実施場所

保健所

助産師会

その他

医療機関等

看護協会

総数86箇所※

(56%)

(16%)

(19%)

(5%)
(4%)

※自治体によっては保健所と助産師会等複数の場所で実施している場合がある
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事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度要求

予算額（補正後） 225 225 269 297

執行額 138 145 151

執行率 61% 64% 56%

　（事業の概要）

年度 H27 H28 H29

実施都道府県市数 46 48 46

年度 H27 H28 H29

実施都道府県市数
（自治体単独実施を含む）

57 65 70

年度 H27 H28 H29

実施都道府県市数
（自治体単独実施を含む）

63 65 66

年度 H27 H28 H29

実施都道府県市数 34 34 33

　（論点）

　③不妊専門相談センターについては、「ニッポン一億総活躍プラン」において、2019年度まで
　に都道府県・指定都市・中核市で実施することとしているが、プランの目標を達成するために、
　現状の課題を調査・分析し、センターの設置を促す改善策について検討するべきではない
　か。

　（３）不妊専門相談センター事業：不妊について悩む夫婦に対し医学的な相談や心の悩み
　　等について相談指導等を実施。

　（４）HTLV-1母子感染対策事業：HTLV-1母子感染対策の体制整備を図るため、協議会の
　　設置や研修等を行う。

　①適正な事業執行及び実効性を上げるためにも、適切な成果目標（女性の利用者数など）
　　を検討し、更に、相談を希望する者が確実に利用できるよう周知を行うべきではないか。

　（２）女性健康支援センター事業：思春期から更年期に至る女性を対象とし、身体的・精神的
　　な悩みに関する相談指導や、相談指導を行う相談員の研修を実施。

　【沿　　　 革】　平成８年度

　【補 助 率】　 １／２（都道府県・指定都市・中核市１／２）

　【実施事業】　

　（１）健康教育事業：保健所、小中高等学校等において各ライフステージに応じた健康教室
　　や講演会の開催等を行う。

　②本事業のこれまでの事業実績について検証し、今後のあり方について検討するべきでは
　　ないか。

　【実施主体】　都道府県・指定都市・中核市（（４）は都道府県のみ）

論点等説明シート

生涯を通じた女性の健康支援事業

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

女性がその健康状態に応じて的確に自己管理を行うことができるようにするための健康教室の開催や女
性のライフステージに応じた一般的な相談を行う女性健康支援センターの設置、不妊・不育症に係る専
門相談を行う不妊専門相談センターの設置等を通じて相談体制の確立を図り、生涯を通じた女性の健康
の保持増進を図る。

事業番号 ０６６０

-109-



-110-



（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「職業能力評価基準」の活用状況アンケート

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

85% 95% 61%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

平成27年度及び28年度はＨＰ「職業能力評価基準のご案内」へのアクセス件数
平成29年度はＨＰ「職業能力評価基準ポータルサイト」へのアクセス件数（※平成29年６月から運用開始）

労働保険特別会計雇用勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

雇用保険法第63条第1項第8号
雇用保険法施行規則第125条の2

主要政策・施策

達成度 ％

395

ＨＰ掲載の職業能力評価基
準のアクセス件数13.0万件
以上

実施方法

定量的な成果目標

27年度

％

幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括的な職業能
力評価制度の整備 担当部局庁 人材開発統括官 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 能力評価担当参事官室
参事官（能力評価担当）
瀧原　章夫

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

　業界団体と連携し、企業実務家や学識者の知見を活用した綿密な企業調査及び職務分析を実施し、職務遂行に必要な職業能力、知識について、職務レベ
ルごとに記述した職業能力評価基準を策定する。また、職業能力評価基準を活用し、人材育成やマッチングのためのツールを作成し、企業の教育担当者等
やキャリアコンサルタント等専門家向けの各種セミナー等を開催し、職業能力評価基準の活用、普及促進を図る。
　更に、社内検定認定制度、社内検定構築のメリット及び手法等を広く企業に向けて発信すること、企業等への個別支援を実施することを通じて認定社内検
定の拡充・普及促進を図る。
 また、今後技能検定の指定を受けようとする機関等を対象に、円滑な試験運営を支援するためのツールを開発する。

- -

406

- -

- -

ＨＰ掲載の職業能力評価基
準のアクセス件数

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

299

--

345

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

少子高齢化の進行に伴い労働力人口が減少する中、持続的な経済成長を実現するため、個々人の主体的な能力発揮・向上を促す職業能力評価制度の整
備が求められている。このため、職業能力評価基準の整備、認定社内検定の大幅な普及等を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 件

平成３０年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

406 395 299 296 0

375 181

執行率（％） 85% 95% 61%

職業能力評価基準の活用
によって企業内の人事評
価制度や人材育成制度、
従業員の募集採用活動が
改善された（される見込み）
企業の割合80％以上

職業能力評価基準の活用
セミナーに参加した職業能
力評価基準を活用中また
は活用の検討をしている企
業（①）のうち、職業能力評
価基準の活用によって企
業内の人事評価制度や人
材育成制度、従業員の募
集採用活動が改善された
（される見込み）企業（②）
の割合（②/①）

成果実績 ％

目標値

-

130,000

-

109.8 108 83.8 - -

80 80

第10次職業能力開発基本計画、日本再興戦略（平成25年6
月）、日本再興戦略改訂版（平成26年6月）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

209.1 260.6

130,000

338,829 85,799

130,000

66 -

-

-

- -

296

関係する
計画、通知等

達成度

271,769

-

130,000

年度 年度30

30 年度
27年度 28年度 29年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

87.8 86.4 67 - -

80 80 -

0

30年度当初予算

278

9

4

3

2

296

-

-

-

事業番号 　 0608

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

(目）生涯職業能力開発事
業等委託費

（目）庁費

（目）諸謝金

（目）職員旅費

（目）委員等旅費

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

-

-
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政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

7

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

80

-

-

目標最終年度

- -

（業界検定開発）
単位あたりコスト＝Ｘ／Y

Ｘ：「執行額」　Ｙ：「取り組み業種数」

- -

-

-

目標値

中間目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

単位当たり
コスト

業界

万円

活動指標

計算式 　Ｘ/Ｙ

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

6 11 7

8 4 8

27年度

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

29年度

- 40

万円

活動実績 業界

当初見込み 業界

- 48 93

28年度

28年度 29年度

8 4 6

　Ｘ/Ｙ 精査中

単位

計画開始時

職業能力評価基準の取組業種数

29年度 30年度

活動指標

1,252

27年度

79

-

業界

14,837/11

2,923 3,445 222

27年度 28年度 30年度活動見込

計算式

業界検定開発の取組業種数（29年度限り）

精査中

80

30年度活動見込

1,848 1,349

23,386/8

-

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

28年度 29年度

-

単位

（職業能力評価基準）
単位あたりコスト＝Ｘ／Y

Ｘ：「執行額」　Ｙ：「取り組み業種数」

単位当たり
コスト

-

28年度 29年度

185

単位当たり
コスト

-

-

年度

－ 8,901/48

年度

-

7,301/93

-

（社内検定）
単位あたりコスト＝Ｘ／Y

Ｘ：「執行額」　Ｙ：「支援対象企業数」

-

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

6 11 7

社内検定の認定に向けて支援対象となった企業数
活動実績 社

当初見込み 社

11,086/6

28年度

8,761/7

改革
項目

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

職業能力を客観的に評価する能力評価のいわば「ものさし」となるよう、業界団体との連携のもと職務をこなすために求められる職業能力のレベル別
の分析等を行い、職務遂行に必要な職業能力や知識について、レベル毎に記述した職業能力評価基準を策定している。さらに、職業能力評価基準
を活用して、人材育成のためのツール（キャリアマップ、職業能力評価シート）を作成し、普及に努めている。また、非正規雇用労働者のキャリアアッ
プが課題となる各業界における検定等の能力評価の仕組みを整備するため、評価ツール(業界検定)の開発・モデル実施などのスタートアップ支援を
実施する。
職業能力を客観的に評価できる職業能力評価基準の策定及びその活用促進を通じて、労働市場のマッチング機能を強化するとともに、労働者の処
遇改善・キャリア形成等に資する。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

13,779/4 1,329/6

30年度活動見込

27年度

年度年度

中間目標 目標年度

27年度

27年度

29年度

計算式 　Ｘ/Ｙ

実績値 - -

単位

-

単位当たり
コスト

算出根拠

万円

施策 多様な職業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること(Ⅵ－１－１）

精査中

政策 多様な職業能力開発の機会を確保すること（Ⅵ－１）

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
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-

事業番号 事業名所管府省名

-

○

・中間段階での支出は、パンフレットの製作・印刷やホーム
ページの改修費用であり、合理的であるといえる。

・「能力本位」の（能力が見える）採用・処遇がなされる国全体
の労働市場づくりを進める事業であり、このことは国が実施
するべき事業である。

○

評　価項　　目

・少子高齢化の進行に伴って労働力人口が減少基調で推移
する中で持続的な経済成長を維持するためには、ひとりひと
りが持てる能力を発揮し、向上させていくことができる社会を
形成していくことが必要となっており、「能力本位」の（能力が
見える）採用・処遇がなされる労働市場づくりを進めることが
急務となっているため、職業能力評価制度の整備、対人
サービス分野を重点とした検定の開発及び社内検定の普及
拡大はニーズがあると考える。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　職業能力評価基準については、職業能力評価基準の整備業種の拡大に注力してきたが、職業能力を適切に評価するための社会基盤として
十分整備ができたことから一旦中止し、企業のニーズに合うよう評価基準をカスタマイズするための個別支援や整備済みの評価基準のメンテ
ナンスなど、評価基準の活用促進に重点的に取り組む。
　社内検定については、今までの事業実施を通じて蓄積された事例やノウハウを活用した導入モデルを構築し、これを基にコンサルタントが当
該企業や団体にマッチした検定基準、試験実施方法をパッケージとして提案し、併せて、タイムフレームを共有するなどの更なるコンサルティン
グ手法の抜本的な見直し等を通じて、認定申請までの期間の短縮化に取り組むこととする。

　職業能力評価基準については、活動実績は見込み通りの実績となったものの、成果目標が達成できなかった。成果目標の達成に向けた改
善が必要。
　業界検定開発について、取組業種数の実績が見込みを下回ったのは、一部の業界が技能検定の指定機関申請を行ったために更なる支援を
必要としなかったためであり、実質的には活動実績は目標を達成している。
　社内検定については活動実績の目標を達成したものの、認定申請にまで至った企業数がごく一部にとどまった。

○

‐

・社内検定の認定を目指す企業等を支援するために作成し
た社内検定構築マニュアルは十分に活用されている一方
で、職業能力評価基準については一定の活用はあるもの
の、十分に活用されているかどうかは把握できていない。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

・関係企業等の関係者と協力、連携した開発を行っており、
効率的・効果的な実施方法となっている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

△

・一般競争入札（最低価格落札方式）又は一般競争入札（総
合評価落札方式）で事業の受託者を決定している。ただし一
般競争入札（総合評価落札方式）については、応札者が一
者であったため、応札者が増えるように一層の周知に努め
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

×

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・少子高齢化の進行に伴って労働力人口が減少基調で推移
する中で持続的な経済成長を維持するためには、ひとりひと
りが持てる能力を発揮し、向上させていくことができる社会を
形成していくことが必要となっており、「能力本位」の（能力が
見える）採用・処遇がなされる労働市場づくりを進めることが
急務となっているため、優先度が高い事業である。

・職業能力評価基準及び業界検定開発は、対象業種によっ
てコストが変動する。また、社内検定についても支援対象企
業によって必要とされる支援内容が大きく異なる。このように
業種や企業によりコストが大きく変動するものであるが、平
成29年度の水準は前年比で改善しており、妥当な水準であ
ると考えられる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

・ＨＰのアクセス件数が目標を達成しなかったのは、平成29
年度に立ち上げた職業能力評価基準ポータルサイトの周知
に時間を要するためであり、時間の経過にともない目標は達
成できると考えている。
アンケートの結果については、真摯に受け止め、目標達成に
向けて努めてまいりたい。

○

・費目・使途は事業に必要なものに限定している。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・業界検定開発については、28年度中に８業界のうち２業界
が技能検定の指定機関申請を行ったために29年度には支
援の必要がなくなったものである。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

一般競争入札により選定した結果、入札額が予定価格より
も低額であったため、不用が生じた。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
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( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

622 平成25年度 588

平成26年度 594 平成27年度 599 平成28年度 594

平成22年度 782 平成23年度 706 平成24年度

平成29年度 厚生労働省 0586

幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括的な職業能力評価制度の整備事業に係る資金の流れ

（平成２９年度）

厚生労働省

１８１百万円

職業能力評価基準及び職業能力評価基準を活用した人
材育成のためのツール（キャリアマップ、職業能力評価
シート等）を開発し、これらの普及・活用促進のための事
業を一体的に推進する。併せて、業界検定の策定に係
る業界団体のスタートアップ支援を実施するとともに、認
定社内検定の大幅な普及を図る

Ｂ ＩＮＴＬＯＯＰ(株)
１３.３百万円

Ｃ 三菱ＵＦＪリサーチ＆コ

ンサルティング(株)
７３百万円

Ａ (株)日本能率協会総合

研究所

８７.６百万円

【一般競争契約（最低価格）・委託】 【一般競争契約（最低価格）・委託】 【一般競争契約（総合評価落札方式）・委託】

業界団体との連携のもと、企業
実務家や学識者等をメンバーと
する委員会を設置し、企業調査を
基に職業能力評価基準及び活用
ツール（キャリアマップ、職業能力
評価シート）等を作成し、普及促
進を実施する。

併せて、業界検定を開発する業
界団体に対する、検定構築に関
する指導、助言等を実施する。

社内検定を構築し認定を受けよ
うとする事業主等を支援するため
の体制を整備し、認定社内検定
の大幅な拡充・普及促進を図る。

Ｄ (株)ナディア

０．９百万円

社内検定認定制度に係るパンフ
レットの製作・印刷及びホーム
ページの改修を実施。

【再委託】

業界検定の枠組みを完成させ
た業界に対して、技術的指導等
を実施することにより、技能検定
への円滑な移行を支援する。

Ｅ 事務費

７．５百万円
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支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

(株)ナディア 2430001032154
リーフレット印刷、社内検定
ＨＰ改修

0.9 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)日本能率協会総
合研究所

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

11.8

A.　(株)日本能率協会総合研究所

その他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.9

金　額
(百万円）

事業費
委員会開催経費、報告書印刷経費、会議費
等

事業従事者給与等

35.5 その他

使　途

人件費

一般管理費、消費税 6.9 事業費 0.4

1.1

B.　ＩＮＴＬＯＯＰ(株)
金　額

(百万円）

45.2

一般管理費、消費税

費　目 使　途

計 87.6 計 13.3

人件費 事業従事者給与等 50.7 事業費 リーフレット印刷、社内検定ＨＰ改修

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費事業従事者給与等

費　目

C.　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング(株) D.　(株)ナディア

費　目 使　途

事業費
会議開催経費、リーフレット・事例集印刷経
費等

10.8

その他 一般管理費、消費税 11.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 賃金職員給与、会議費 7.1

諸謝金

委員等旅費
社内検定認定制度に係る職業能力開発専
門調査委員会出席旅費　等

0

計 73 計 0.9

職員旅費 社内検定実施企業ヒアリング 0.3

使　途

計計 7.5

1

E.事務費 F. 

費　目

社内検定認定制度に係る職業能力開発専
門調査委員会出席謝金　等

0.1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

3 70.2％

法　人　番　号

5010401023057 87.6

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
職業能力評価基準等の作
成、活用普及促進を行う。

98.4％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ＩＮＴＬＯＯＰ(株) 6010401064612
技術的指導等を実施するこ
とにより、技能検定への円
滑な移行を支援する。

13.3
一般競争契約
（最低価格）

2 -

1
三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング(株)

3010401011971
認定社内検定の拡充・普及
促進

73
一般競争契約
（総合評価）

1 62.9％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
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幅広い職種を対象とした職務分析に基づ
いた包括的な職業能力評価制度の整備-

1
1
7
-



事業概要

労働者の有する職業能力が適切に評価される社会基盤を整備するとともに、個別企業や業界特有の技能や知識を測る検定制
度を普及・拡大することを通じて個々人の主体的な能力発揮・向上を促進し、もって、職業の安定と労働者の地位の向上を図ると
ともに、経済及び社会の発展に寄与する。

事業の目的

【事業名】
職業能力評価基準の整備・活用促進

【目的】

企業等において従業員の職業能力を評価するにあたり基準
指標となる職業能力評価基準を整備することを通じて、労働
者の職業能力を公平・客観的に評価できる社内基準の構築を
促進する。

【事業概要】
仕事をこなすために必要な「知識」、「技術・技能」、どのよう

に行動すべきかといった「職務遂行能力」について、担当者
から組織・部門の責任者までの４つのレベルに分けて整理・
体系化した職業能力評価基準を業界団体と連携して整備す
る。

【主な効果】

・ 職業能力が公平・客観的な基準で評価されることにより、
評価に対する従業員の納得感が高まる。

・ キャリアアップに必要な技能・知識等が明確になることで、
労働者の能力開発しようとするモチベーションが高まる。

・ 求める人材像が明確になり、企業が求める人材が確保でき
ることで自社の生産性や競争力向上に繋がる。

職業能力が適切に評価される社会基盤の整備

１

【事業名】
①社内検定認定制度の拡充・普及促進事業
②業界検定スタートアップ支援事業（平成30年度限り）

【目的】

労働者の職業能力に関し企業や業界が実施する検定制度を普
及・拡大することを通じて、技能者の地位向上を図るとともに、
個々人の主体的な能力発揮・向上を促進する。

【事業概要】

①社内検定認定制度や社内検定構築のメリット及び手法などを
企業に向けて発信することにより、社内検定の社会的認識を
高め、社内検定認定制度の普及拡大を図る。

②対人サービス分野の業界における検定制度構築を支援する
とともに、円滑な検定制度の運営に向けてオペレーションマ
ニュアル等を作成する。

【主な効果】

・ 検定制度を通じて職業能力の見える化が図られ、技能者の
レベルが適正に評価できる。

・ 従業員の能力開発が進み、企業・業界全体の技能のレベル
が向上する。

・ 検定を構築する過程で従業員が仕事をする上で必要な知
識・技能が整理され、品質管理や業務プロセスが向上する。

企業・業界における検定制度の普及・拡大

-
1
1
8
-



業界検定スタートアップ支援

技能検定 社内検定認定制度

根拠 職業能力開発促進法第44条 職業能力開発促進法第50条の２及び第51条

概要 大臣（又は都道府県知事）が、労働者の有する技能を一
定の基準によって検定し、これを公証する国家検定制度。

事業主等が、雇用する労働者に対して実施する検定のうち、技
能振興上推奨すべきものを大臣が認定する制度。なお、社内検
定自体は、大臣認定を受けなくても事業主等が実施することはで
きる。

対象
職種等

企業横断的・業界標準的な普遍性を有する、技能およ
び知識を客観的に評価できる、対象労働者が全国的に相
当数存在する等といった職種。

個別企業において、先端的な技能、特有な技能など。
技能検定を補完するものであること。

被評価・受検
対
象者

一定以上の実務経験年数を有する者など。 事業主（事業主団体等の場合は、その構成員である事業主）に
雇用される労働者に限定。
（系列企業の労働者や団体傘下の一人親方等も可）

評価方法 具体的な試験基準、試験採点基準、試験実施要領、評価者の選任基準等を定める必要がある。
試験は、実技試験＋学科試験

・実技試験は、実際に作業等を行わせて技能程度を検定する。
・学科試験は、作業の遂行に必要な正しい判断力及び知識の有無を判定する。

実施機関 ○都道府県及び職業能力開発協会
○指定試験機関
・事業主団体、その連合団体
・一般社団法人、一般財団法人
・法人である労働組合
・営利を目的としない法人

○事業主
○事業主団体又はその連合団体
なお、平成12年行革大綱等に基づき、公益法人は対象外。

現状 128職種 49事業主等130職種

検定制度について

（現状の数値は、平成30年５月１日現在）

検定制度構築を目指す対人サービス分野
の業界を支援 （８業界）

２

社内検定認定制度の拡充・普及促進

社内検定の厚生労働大臣認定を目指す企
業や事業主団体を支援

-
1
1
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日本再興戦略における職業能力評価に関する記述

日本再興戦略（平成25年６月14日 閣議決定）（抄）

業界検定等の能力評価の仕組みを整備し、職業能力の「見える化」を促進する。
（２ 雇用制度改革・人材力の強化/③ 多様な働き方の実現/「多元的で安心できる働き方の導
入促進」）

日本再興戦略 改訂2014（平成26年６月24日 閣議決定）（抄）

労働市場のマッチング機能の最大化に向けては、「産業界が求める職業能力」と「各人が有する
職業能力」を客観的に比較可能にすることが必要である。このため、技能検定の見直し・活用促進
に加え、業界団体への支援により、サービス分野等における実践的な「業界検定」の計画的な整
備・拡大、教育訓練との一体的運用を図る。
また、能力評価制度全体の見直しをはじめ、職業能力開発促進法を含む政策全体の在り方に
ついて検討を進め、その結果を踏まえて労働政策審議会において議論し、早期に結論を得て、必
要な法案の提出等の措置を講ずる。
（２ 雇用制度改革・人材力の強化/（３）新たに講ずべき具体的施策/（ⅲ）外部労働市場の活性
化による失業なき労働移動の実現/② 能力評価制度の見直し）

日本再興戦略 改訂2015（平成27年６月30日 閣議決定）（抄）

対人サービス分野を重点とした成長分野における技能検定の整備を推進するとともに、業界共
通の検定と連関性を持つ実践的な企業単位の社内検定の普及促進を図る観点から、これら検定
に取り組む業界団体や企業等に対する積極的な支援を進める。
（２ 雇用制度改革・人材力の強化/（３）新たに講ずべき具体的施策/ⅱ）未来を支える人材力の
強化/➃企業主導による能力評価の取組促進等）

３
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37.4

53.6

0 10 20 30 40 50 60

正社員以外

正社員

職業能力評価を実施している事業所

平成29年度職業能力開発基本調査（事業所調査）結果

４

（※：調査の対象は30人以上の常用労働者を雇用する事業所のうちから一定の方法により抽出した約7,200事業所（有効回答率64.3％））

0.8

5.3

38.3

45.3

48.1

76.3

0 20 40 60 80 100

不明

その他

事業主等が認定する社内検定・

資格

技能検定

民間団体が認定する民間検定・

資格

国家検定・資格（技能検定を除

く）又は公的検定・資格

職業能力評価を実施している事業所が

利用している検定・資格（複数回答）

64.0 
36.0 

職業能力評価を実施している事業

所の現状

職業能力評価に係る取組に問題を感じる

職業能力評価に係る取組に特に問題はない 5.9

13.9

19.9

29.4

49.9

74.2

0 50 100

その他

評価項目に対して労働者

のコンセンサスが得られな

い。

業界共通の職業能力評価

基準や試験が十分に整備

されていない

評価者の負担が大きい

評価者が評価基準を把握

していないなど、評価内容

にばらつきが見られる

全部門・職種で公平な評

価項目の設定が難しい

問題点の内訳（複数回答）

（％）

（％）

（％）

（％）
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○ 職業能力評価基準は、職業能力が適切に評価される社会基盤づくりとして、平成14年から国と業界団体と連携の下で策定に着手。
○ 幅広い業種・職種を対象に、各企業において、この基準をカスタマイズの上、能力開発指針、職能要件書及び採用選考時の基準
などに活用することを想定。

１．概要

○ 仕事をこなすために必要な「知識」や「技術・技能」に加えて、どのように行動すべきかといった「職務遂行能力」を、担当者から
組織・部門の責任者まで４つのレベルに設定し、整理・体系化。

２．内容

○ 業種横断的な経理・人事等の事務系９職種、電気機械器具製造業、ホテル業など54業種で完成。（平成30年５月１日現在）

３．実績

経営情報
システム経営戦略 国際事業

営業・ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ・広告

人事・人材開
発・労務管理

企業法務・
総務・広報

経理・財務
管理 ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ生産管理

業種横断的な事務系職種（20年６月改訂）

（業種ごとの策定状況）

パン製造業

18年２月
完成

軽金属製品
製造業

19年３月
完成

鍛造業

19年10月
完成

金属プレス
加工業

20年３月
完成

石油精製業

20年12月
完成

ねじ製造業

24年５月
完成

電気機械器具
製造業

16年６月
完成

プラスチック
製品製造業

16年９月
完成

フルード
パワー業

16年10月
完成

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ
製品製造業

17年３月
完成

自動車製造業

17年８月
完成

光学機器
製造業

17年９月
完成

製造業関係
（13業種）

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ
分野

17年５月
完成

運輸業関係
（２業種）

マテリアル・
ハンドリング業

21年７月
完成

型枠工事業

16年10月
完成

鉄筋工事業

16年10月
完成

防水工事業

17年５月
完成

左官工事業

17年12月
完成

造園工事業

17年12月
完成

総合工事業

18年４月
完成

電気通信工事
業
20年８月
完成

建設業関係
（７業種）

広告業

17年９月
完成

フィットネス
産業

18年２月
完成

ホテル業

16年９月
完成

市場調査業

17年７月
完成

外食産業

17年７月
完成

ｻｰﾋﾞｽ業関
係

（15業種）

旅館業

22年12月
完成

施設介護業

22年12月
完成

添乗サービス業

24年５月
完成

ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ場業

19年３月
完成

写真館業

19年３月
完成

産業廃棄物
処理業

20年３月
完成

ビルメンテ
ナンス業

21年２月
完成

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ業

19年３月
完成

在宅介護業

19年３月
完成

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ業

16年12月
完成

卸売業

19年10月
完成

ＤＩＹ業

20年２月
完成

専門店業

20年８月
完成

卸売・小売業
関係
（６業種）

印刷業

16年９月
完成

アパレル業

17年３月
完成

エンジニア
リング業

17年12月
完成

自動販売機
製造・管理
運営業
20年２月

完成

イベント産業

20年12月
完成

プラントメンテ
ナンス業

23年５月

完成

ｳｪﾌﾞ･ｺﾝﾃﾝﾂ
制作業（ﾓﾊﾞｲﾙ）

23年５月
完成

その他
（９業種）

百貨店業

25年５月
完成

金融・保険業
関係
（２業種）

クレジット
カード業

20年２月
完成

屋外広告業

24年５月
完成

信用金庫業

26年５月
完成

鋳造業

26年５月
完成

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ
ｽﾄｱ業

20年３月
完成

職業能力評価基準

ディスプレイ業

27年５月
完成

葬祭業

28年５月
完成

５
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（例） 職業能力評価基準 ～スーパーマーケット業～

職　種 職　務 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

販売

販売・加工

チェッカー

ストアマネジメント

店舗運営 店舗運営

商品開発
・仕入れ

商品開発
・仕入れ

営業企画 営業企画

販売

様式１ 全体構成

選択
能力ユニット

ユニット番号　08S001L11

対面販売

自店の販売戦略を踏まえ、販売促進施策としての対面販売を
遂行する能力

能力ユニット名

概　　要

レベル１ レベル３ レベル４レベル２

○顧客に気を配り、場面にあった応対をしている。

○注文を正しく受け、商品にあった包装を行い、商品の値段を正しく記入（入力）し
ている。

○定期的に散水するなど、売り場の衛生保持に気をつけ、商品の補充を実施してい
る。

能力細目 職務遂行のための基準

①対面販売の理
解

○対面販売を遂行する上で曖昧な点があれば、販売部門責任者や商品担当責任者に質
問し、解決している。

○セルフ販売主体の食品スーパーマーケットにおいて、専門小売店のような臨場感や
にぎわいを演出し、販売促進につなげるという対面販売の効果、目的を理解してい
る。

②対面販売の実
行

○対面販売は、顧客との接点がセルフ販売に比べ多く、顧客のニーズがより吸い上げ
られることを理解している。

○部門の販売戦略、対面販売の効果・目的を踏まえて、業務を遂行している。

○対面販売に係る本部および店舗の販売戦略を理解している。

○にこやかで明るい態度で、かつ接客用語を正しく用いて、接客・販売をしている。

④対面販売の反
省と報告 ○疑問点や改善策、顧客ニーズについて販売部門責任者や店舗責任者に報告してい

る。

○その日に行った対面販売が目的にあっていたかを反省し、翌日以降の対面販売に活
用している。

③商品等につい
ての説明

○顧客の様子や問い合わせから、顧客がどのような情報を必要としているか的確に判
断している。

○商品毎の産地や特徴、調理方法を理解し、顧客にニーズに応じた提案を行ってい
る。

○わかりやすい用語を使い、顧客が理解できるように明確に説明している。

○重点商品のセールスポイントを訴え、顧客の購買意欲を向上させている。

○提供した情報が顧客のニーズと合致したものであるかどうかを確かめている。

共
通

販
売

店
舗
運
営

商
品
開
発
・
仕
入
れ

営
業
企
画

●必要な知識

１．企業の基本理念
２．自店の販売計画
　・重点商品
　・売上げ目標
　・インストアプロモーションの計画　／など
３．衛生管理
４．TPOに応じた会話
　・接客用語
　・敬語の使い方
　・話し方・話法　／など

５．商品知識
　・旬・新物・季節商材
　・用途・産地
　・おいしい食べ方
　・調理方法　／など
６．顧客の視点
７．陳列方法
８．マニュアル

様式３ 「対面販売（レベル１）」職業能力評価基準

職種：販売

職務 能力ユニット名 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

職務共通 コンプライアンス（店舗）

CS（顧客満足）の推進（店舗）
地域社会への貢献（店舗）
　　・　　・　　・

職務 能力ユニット名 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

対面販売

発注・在庫管理

陳列

販売促進

販売・加工 対面販売
　　・
　　・
　　・

チェッカー チェックアウト業務
　　・　　・
　　・
対外折衝（店舗）
　　・
　　・
　　・

ストアマネジメ

ント

様式２　「販売職種」能力ユニット一覧

仕事内容：店舗における管理、販売、調理・加工、チェックアウト業務を行う仕事。業務内容

に応じて「販売」、「販売・加工」、「チェッカー」及び「ストアマネジメント」の４つの職

務に区分される。

＜選択能力ユニット＞

販売

＜共通能力ユニット＞

○ 職業能力評価基準は、仕事の内容を「職種」→「職務」→
「能力ユニット」→「能力細目」という単位で細分化

○成果につながる行動例を「職務遂行のための基準」、仕事を
こなすために必要な知識を「必要な知識」として整理・体系化

能力ユニット名：対面販売

６
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職業能力評価基準の活用例

主な活用事例

株式会社Ａ
○ 職業能力評価基準を活用して、職能基準が客観的・体系的に整備されたこ
とで「教育」に対する意識が高まり、従前は人材育成が上司や本人任せで
あったが、個人のキャリア形成について会社が計画的に育成できるように教
育体系が整備されることとなった。

○ 異動先の仕事の基準を明示して本人にも事前に確認できるようになったこと
で、異動を積極的に勧めたり、上位等級や違う仕事へのチャレンジの後押しが
できるようになった。

７

○ 障害者の評価にあたり職業能力評価基準を導入することで、働くことに対
する当該労働者の意識が変化し、障害者がいない工場と比較しても0.01％不
良品率が低くなるなど、工場の品質精度が高くなった。

○ 「自分の会社に対し、誇りとプライドが感じられますか？」という社内アン
ケートに対して「はい」と回答した労働者の割合が、職業能力評価基準の導
入前は20％程度であったが、導入後は80％程度にまで上昇するなど、仕事
に対する社員のモチベーションが上昇した。

株式会社Ｂ

-
1
2
4
-



厚

生

労

働

省
委
託

報
告

（株）日本能率協会総合研究所（※）

包括的職業能力評
価制度整備委員会

業界団体が
参加

・職業能力評価基準
・職業能力評価基準の
活用マニュアル等の
活用ツール

職業能力評価基準の活用・普及促進

・職業能力評価基準の活用に向けたセミナーの開催
・職業能力評価基準ポータルサイトの運用
・メールマガジンの発行 等

※平成29年度の受託者

企
業
の
人
事
労
務
担
当
者
・労
働
者
等

職業能力評価基準の整備・活用促進事業

■ 職業能力評価基準の整備

詳細な企業調査（ヒアリング）・職務分析に基づき、当該業種の職務に求められる「知識」、「技術・技能」、「職務遂
行能力」について、担当者から組織・部門の責任者までの４つの階層に整理・体系化した職業能力評価基準を策
定。平成30年５月１日現在、業種別５４業種、業種横断的な事務系９職種を策定。

≪職業能力評価基準の活用例≫

○ 企業の人事制度の構築
・人事評価制度の改定、採用基準
の作成 等

○ 人材育成・教育訓練制度の構築
・企業内の研修制度の構築
・業界団体による研修制度の構築
・教育訓練機関による人材育成
ｶﾘｷｭﾗﾑの作成 等

○ 検定制度の開発
・業界内共通の検定制度の開発
・個別企業における社内検定の開発
等

職業能力評価基準の整備

８
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職業能力評価基準の整備・活用促進事業に関する実績等

職業能力評価基準を整備し、職業能力が適切に評価される社会基盤を構築する。

仕事をこなすために必要な「知識」、「技術・技能」、どのように行動すべきかといった「職務遂行能力」につ

いて、担当者から組織・部門の責任者までの４つのレベルに分けて整理・体系化した職業能力評価基準を業
界団体と連携して整備する。

実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

委員会における職業能力評価基準の
検討

２業種（葬祭業、エステ
ティック業）

２業種（エステティック業、
警備業）

２業種（警備業、保育業）

職業能力評価基準のメンテナンス － ４業種（事務系、スーパー
マーケット業、卸売業、ウェ
ブ・コンテンツ製作業）

２業種（事務系、エステ
ティック業）

職業能力評価基準の活用ツール整
備

４業種（葬祭業、事務系、
旅館業）※葬祭業で２種
類ツールを作成したため
４業種とカウント

５業種（エステティック業、
事務系、スーパーマーケッ
ト業、卸売業、ウェブ・コン
テンツ製作業）

３業種（警備業、事務系、
エステティック業）

ＨＰ掲載の職業能力評価基準のアク
セス件数

２７１，７６９件 ３３８，８２９件 ８５，７９９件

アンケートで職業能力評価基準の活
用によって企業内の人事評価制度や
人材育成制度、従業員の募集採用活
動が改善された（される見込み）と回
答した企業の割合

８７．８％ ８６．４％ ６７％

セミナー参加者数 ７６７人 ７１４人 ２４５人

メールマガジン配信回数 － ３回 ３回

実績

内容

目的

９
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職業能力評価基準の整備・活用促進事業に関する課題等

課題
職業能力評価基準について、企業の活用実態の把握が十分でなく、企業が人

事評価・人材育成・採用に活用するにあたり、自社のニーズに合わせて職業能力
評価基準をカスタマイズするための支援が十分に対応できていないことから、業界
での活用が進んでいないのではないか。

（背景）

職業能力評価基準の活用促進に係るセミナーの参加者にアンケートを実施した
ところ、人事部門の負担が生じるために職業能力評価基準の導入が困難との意
見のほか、職業能力評価基準について相談できるコンサルタントを紹介してほしい
との要望があった。

また、「電気機械器具製造業」「鉄筋工事業」「フルードパワー業」の３業界を対象
にアンケートを実施したところ、中小企業において職業能力評価基準のニーズは
あるものの、人員不足やノウハウ不足が導入の障害になっていることが明らかに
なった。

見直しの方向性
今まで職業能力評価基準の整備業種を拡大することに注力してきたところである
が、職業能力が適切に評価するための社会基盤として一定の整備ができてきた

ことから、整備業種の拡大については一旦中止することとし、整備済みの評価基準
のメンテナンスに重点的に取り組むこととする。

あわせて、職業能力評価基準に係る実態調査を実施し、調査結果を踏まえて職
業能力評価基準の活用促進のあり方の見直しを行う。 １０

-
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職業能力評価基準の普及・活用実態に関するアンケート結果①

調査対象

「電気機械器具製造業」「鉄筋工事業」「フルードパワー業」の３業界団体の協力の下、１３７社から回
答を得た。

主な結果

29.7

70.3

大企業（300人以上）

知っている

知らない（無回答

含む）

職業能力評価基準の認知度

（単位：％） （単位：％）

１１

25.0 

75.0 

中小企業（300人未満）

知っている

知らない（無回答

含む）
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0

18.2

81.8

0

大企業（300人以上）

導入・活用している

今後の導入・活用を

検討している

導入・活用の予定

はない

その他

職業能力評価基準の普及・活用実態に関するアンケート結果②

職業能力評価基準を知っている企業の職業能力評価基準の活用状況

（単位：％）

職業能力評価基準の導入・活用の予定がない理由

27.3

36.4

45.5

11.1

11.1

88.9

0 20 40 60 80 100

導入・活用のノウハウが不足している

準備の人員が不足している

自社の人事評価・人材育成等の制度

がある

大企業（300人以上） 中小企業（300人未満）

（単位：％）

※複数回答

（単位：％）

１２

8.0 

44.0 
44.0 

4.0 

中小企業（300人未満）

導入・活用している

今後の導入・活用を検

討している

導入・活用の予定はな

い

その他
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社内検定認定制度

○ 社内検定認定制度は、事業主又は事業主団体等が、その雇用する労働者等の技能と地位の向上に資することを目的に、労働
者が有する職業に必要な知識及び技能について、その程度を自ら検定する事業（すなわち社内検定）のうち、一定の基準に適
合し、技能振興上奨励すべきものを厚生労働大臣が認定するもの。

○ 認定を受けた社内検定は、「厚生労働省認定」の表示をすることができる。

○ 厚生労働大臣は、認定した社内検定の名称、対象職種の名称、事業主の名称・所在地を厚生労働省のホームページにて公示
する。

○ 認定により、社内の技能評価に客観性と公正性が担保され、労働者に技能向上及び自己啓発の目標を与えることができる。

○ 社内検定の構築により、社内の職業能力が整理・「見える化」され、経営戦略の再構築の促進や「ブランド化」による企業
価値向上のほか、職業能力の向上についてモチベーションが高まる。

○ 社内検定の合格について、昇級・昇格の一要素としたり、諸手当を付与するなど、人事制度での活用が見込める。

○ 検定が、直接営利を目的とするものでないこと。
○ 検定を実施する者が、検定の適正かつ確実な実施
に必要な経理的及び技術的な基礎を有するものであ
ること。

○ 検定の公正な運営のための組織が確立されてお
り、かつ、検定に当たる者の選任の方法が適切かつ
公正であること。

○ 検定が、職業に必要な労働者の技能及び知識の評
価に係わる客観的かつ公正な基準に基づくものであ
ること。

○ 技能振興上奨励すべきものであること。
○ 検定が、労働者の有する職業能力に対する社会的
評価の向上に資すると認められるものであること。

○ 検定が、学科試験及び実技試験で行われるもので
あること。

〔 認定申請手続の流れ 〕

⑦
厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

公
示
（
認
定
の
場
合
）

②
ト
ラ
イ
ア
ル
試
験
実
施

③
厚
生
労
働
省
へ
の
認
定
申
請

④
学
識
経
験
者
か
ら
の
意
見
聴
取

⑤
厚
生
労
働
省
で
の
審
査

⑥
認
定
決
定
又
は
不
認
定
決
定

①
認
定
申
請
に
向
け
た
事
前
相
談

・
検
定
構
築

○ 平成30年５月１日現在 49企業・団体（企業単体：36社 団体：13団体（会員企業数 約80,000社）） 130職種

〔 認定の主な基準 〕

１３
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社内検定認定制度の活用事例

主な活用事例

Ｃ工業組合

○ 認定を受ける前は、各企業がそれぞれの基準で技術者育成を行って

いたために、技術者が有する知識や技術が企業ごとに異なっていた。
組合で共通する知識や技能が明確になったことで、産地全体の技術力
向上や企業間の連帯感の醸成につながった。

○ 各企業の従業員にとっては、社内検定が自身のキャリア構築の目安
になっている。

○ 国の認定を受けたことが対外的なアピールにつながり、製品のブラン
ド力向上に貢献している。

１４

○ 一定の業務レベルに至るのに必要な技能と知識の習得目標を従業

員間で共有することができたことで、従前は一人前になるのに３年を要
していたが、社内検定認定制度の導入後には、１～２年しかかからなく
なった。

Ｄ株式会社

-
1
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三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株）（※）

○ 労働者の主体的な能力開発を促し、労働生産性を高めていくためには、社内の人材ニーズを直接把握する企
業が設計・運営主体となる社内検定の構築が有効であるものの、検定制度や社内検定の構築に向けたノウハウ
が普及していない状況にある。

○ このため、学識者及び関係者の意見も踏まえながら、社内検定認定制度や社内検定構築のメリット及び手法
などを広く企業に向けて発信することにより、社内検定の社会的な認識を高め、社内検定認定制度の大幅な普
及拡大を図る。

厚

生

労

働

省

委託

報告

社内検定推進会議

社内検定認定制度の活用・普及促進

・社内検定構築を目指す企業等への個別コンサルティング
・社内検定シンポジウムの開催
・社内検定の構築マニュアルや活用事例集の作成 等

・学識者、業界団体、労働者団体などの関係者で構成
・社内検定の推進に向けた方針の検討

※平成29年度の受託者

事
業
主
・事
業
主
団
体
等社内検定認定申請

厚生労働大臣認定・不認定決定

社内検定認定制度の拡充・普及促進事業

１５
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社内検定認定制度の拡充・普及促進に関する実績等

労働者の主体的な能力開発を促進することで労働生産性を高め、持続的な経済成
長を実現する。

社内検定認定制度や社内検定構築のメリット及び手法などを企業に向けて発信する
ことにより、社内検定の社会的認識を高め、社内検定認定制度の普及拡大を図る。
（平成28年度から実施）

平成28年度 平成29年度

支援対象企業・団体数 ４８社 ９３社

（内訳）

支援を受けて認定申請した企業・団体数 （１社） （４社）（注）

支援中の企業・団体数 （２４社） （６７社）

申請を断念した企業・団体数 （２３社） （２２社）

社内検定シンポジウム参加者
２１４人

（定員２００人）
７７人

（定員１００人）

社内検定認定制度ＨＰのアクセス件数 ２１，３３５件 ４９，３４６件

実績

内容

目的

（注）新規の認定申請について支援を受けた企業・団体２件、過去に認定を受けた社内検定についての変更手続きの支援を受けた企業・団体２件。

１６

【参考】

企業単体：１社

団体：３団体（会員企業数約200社）

企業単体：43社

団体：24団体（会員企業数約50,000社）
（※会員企業数には個人事業主や団体を含む）

-
1
3
3
-



社内検定認定制度の拡充・普及促進に係る課題等

社内検定認定制度における活動実績（アウトプット）としている支援対象企業数
は目標を達成しているものの、平成29年度中に、認定申請に至った企業数はその
ごく一部である。これは、要因分析や支援のあり方の検討が必要ではないか。

（背景）

社内検定認定制度に関する周知・広報の効果により、多くの企業等で社内検
定認定制度に対する理解が進み、支援対象となった企業数は増加した。

コンサルタントが職務分析整理シートなどの支援ツールを活用しながら企業や
事業主団体を支援しているところであるが、企業や事業主団体内での検討や作業
に時間がかかっており、申請までの期間が長期化する状況にある。

課題

社内検定の構築に取り組んでいる企業に対しては、円滑な制度導入に向けて
効率的な支援を実施する。

あわせて、社内検定に係る実態調査を実施し、調査結果を踏まえて企業に対
する支援のあり方の見直しを行う。

なお、実態調査を実施するにあたっては、職業能力評価基準と社内検定につ
いて一体的に調査することで効率化を図る。

見直しの方向性

１７

-
1
3
4
-



事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度要求

予算額（補正後） 406 395 299 296

執行額 345 379 181

執行率 85% 96% 61%

（事業の概要）

（論点）

論点等説明シート

幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括的な職業能力評価
制度の整備

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

①職業能力評価基準について、企業の活用実態の把握が十分でなく、企業が人事評価・人材育
成・採用に活用するにあたり、自社のニーズに合わせて職業能力評価基準をカスタマイズするた
めの支援が十分に対応できていないことから、業界での活用が進んでいないのではないか。

②認定社内検定における活動実績（アウトプット）としている支援対象企業数は目標を達成して
いるものの、平成29年度中に、認定申請に至った企業数はそのごく一部である。これは、要因分
析や支援のあり方の検討が必要ではないか。

○職業能力評価基準の整備・活用促進
　・業界団体と連携して企業調査・職務分析を実施し、職業能力評価基準を策定
　・人材育成やマッチングのためのツール作成
　・専門家（企業の人事・労務担当者やキャリアコンサルタント等）向けセミナー等の開催
○認定社内検定の拡充・普及促進
　・社内検定の拡充・普及に向けた経験交流会の開催等
　・企業への支援体制の整備（コンサルタントの配置等）
○業界検定スタートアップ支援（30年度限り）
　・技術的支援等に資するオペレーションマニュアルの作成等

【実施主体】
民間団体

【実績】
《職業能力評価基準関係》
・職業能力評価基準策定件数　54業種、業種横断的な事務系職種　９職種（30年4月現在）
・HP掲載の職業能力評価基準のアクセス件数　85,799件（29年度）※
　※職業能力評価基準ポータルサイトの運用が開始された平成29年６月以降の実績
・職業能力評価基準の活用によって企業内の人事評価制度や人材育成制度、従業員の募集採
用活動が改善された（される見込み）企業の割合　67％（29年度）
《認定社内検定関係》
・社内検定の認定に向けて支援対象となった企業数　93社（29年度)（参考：29年度目標数　80
社）
・28年度に認定社内検定支援対象となった企業（48社）のうち実際に認定を申請した企業数　４
社（29年度）（新規認定申請２社、変更認定申請２社）
・社内検定の認定を受けている企業数　49社（30年４月１日現在）

事業番号 ６０８
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-

（ ）

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

生活困窮者就労準備支援
等事業費補助金

計

主な増減理由31年度要求

事業番号 　 0679

0

子ども・若者育成支援、自殺対策

30年度当初予算

38,493

38,493

年度30

平成29年度生活困窮者就労準備支援事業費等の国庫補助
について（平成29年8月22日厚生労働省発社援0822第2号）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

89.5 96.9

7,764

7,520

8,183

-

-

-

- -

38,493

関係する
計画、通知等

達成度

7,421

-

8,290

年度

02

-

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
件

平成３０年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

45,780 42,274 30,670 38,493 0

317 344

執行率（％） 1% 1% 1%

平成２１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、相談支援等を通じて、ひきこもり状態にある本人の自立を促すことにより、本人及びその家族等の福祉の増
進を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - 11,062

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

304

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

29,275

-

28年度

①ひきこもり地域支援センター設置運営事業
　・各都道府県及び指定都市に、ひきこもりに特化した第1次相談窓口としての機能を有する「ひきこもり地域支援センター」を整備し、電話や来所等による相
談支援や家庭訪問による支援を実施するとともに、市町村におけるひきこもり支援の充実のための後方支援を推進する。
②ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業
　・ひきこもり支援が適切に行えるよう、市等村及び関係機関等に対し、支援に必要な知識や技術を周到させる「ひきこもり支援従事者養成研修」や、支援に
関心のある者を対象に基本的な知識を習得させる「ひきこもりサポーター養成研修」を行う。
③ひきこもりサポート事業
　・ひきこもり支援に関する相談窓口や支援機関の情報発信及び、早期発見や自立支援につなげるための関係機関とのネットワークづくりや活動拠点づくり、
サポーターの派遣を通じて、ひきこもり支援の基盤を構築し、ひきこもりの状態にある本人の状況を踏まえた早期支援、自立支援を図る。

1,395 -

28,268

- -

- -

専門機関での支援が決定
した件数

28,574

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
（うちひきこもり対策推進事業） 担当部局庁 社会・援護局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 地域福祉課 竹垣　守

事業名

会計区分

30年度

2,123

翌年度へ繰越し ▲ 11,062

計

29年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

29,089

専門機関での支援が決定
した件数が目標値（前年度
の１センターあたりの決定
件数×設置数）を上回るこ
と

実施方法

27年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地域福祉課調べによる集計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

1% 1% 1%

の内数

の内数

の内数

の内数

の内数 の内数

の内数 の内数 の内数 の内数

－ － －

－－－

の内数

の内数

精査中

精査中

の内数

の内数

の内数

精査中
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経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - -

目標値 － - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

27 年度 - 年度 - 年度

－

成果実績 － - -

-

達成度 ％ -

－

単位当たり
コスト

算出根拠

千円

施策
生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の実現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向
上を図ること（Ⅷ-1-1）

-

政策
生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の実現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向
上を図ること（施策大目標１）

測
定
指
標

29年度

計算式 　　/

実績値 － -

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

27年度

27年度

27年度

313,766千円/90,794

30年度活動見込

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

専門機関におけるひきこもり状態にある者への支援の決定件数の増加は、本人の自立促進や就労等、社会参加につながる機会が増えることを意味
することから、広く地域の福祉の向上に寄与するものである。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

－

改革
項目

分野： - －

297,508千円/65

28年度

344,122千円/74

Ｙ：「ひきこもりサポーター養成者数」
※下段の（　）内は、累計人数

活動実績 人

当初見込み 人

10,700

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

64 68 71

-27

-

年度

3,959千円/370 4,222千円/429

年度

－

-

K
P
I

(

第
一
階
層

）

-

28年度 29年度

9,841

単位当たり
コスト

－

単位

ひきこもり対策推進事業のうちひきこもり地域支援セン
ター設置運営事業の単位あたりコスト＝Ｘ／Ｙ

Ｘ：「支出対象経費支出額」
Ｙ：「ひきこもり地域支援センター設置箇所数」

単位当たり
コスト

28年度 29年度

成果実績

- -

- -

-

年度

- -

目標値 －

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

297,508千円/83,211

-

27年度

-

箇所

313,766千円/68

3,575 3,455 -

27年度 28年度 30年度活動見込

計算式

ひきこもり地域支援センターにおける相談件数（延べ
数）

-

600

30年度活動見込

4,577

-

　　/ -

単位

計画開始時

ひきこもり地域支援センターの設置箇所数

29年度 30年度

活動指標

4,650

活動実績

29年度

29年度

600 600

千円

活動実績 人

当初見込み 人

370 429

28年度

28年度 29年度

83,211 90,794

ひきこもり対策推進事業のうちひきこもり地域支援セン
ター設置運営事業の単位あたりコスト＝Ｘ／Ｙ

Ｘ：「支出対象経費支出額」
Ｙ：「ひきこもり地域支援センター相談件数（延べ数）」

4,614

65 68 74

79,483 87,052 98,805

27年度

27年度 28年度 29年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位当たり
コスト

箇所

千円

活動指標

計算式 　　/

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

ひきこもり対策推進事業のうちひきこもりサポーター派
遣事業の単位あたりコスト＝Ｘ／Ｙ

Ｘ：「支出対象経費支出額」
Ｙ：「ひきこもりサポーター養成者数」

- -

-

-

目標値

中間目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

精査中

精査中

精査中

（1,178 （1,318

精査中

精査中

精査中

精査中

精査中

精査中
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- 01

- 03

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

自治体の負担は1/2であり、負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

全体の件数は増加しているものの、ひきこもりサポーター養
成人数は目標に達していない。

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

全体の件数から見た達成度は向上しているが、センター毎で
は差異がある。

○

ひきこもり状態にある本人やその家族等の福祉の増進に資
することを目的としたものに限定している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

社会的孤立の状態にあり、また、対策を講じないと生活困窮
に陥ることとなりえるひきこもり状態の本人や家族を支援す
る事業であり、社会的にも優先度が高い事業である。

補助の対象経費は、真に必要な経費に限定しており、妥当
なものと考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

本事業により、ひきこもりの状態にある本人や家族が、地域
の中でまずどこに相談したら良いかが明確となり、より適切
な支援に結びつきやすくなっている。第一次相談窓口となる
ひきこもり地域支援センターや、地域における関係機関との
ネットワークの構築や、ひきこもり対策にとって必要な情報を
広く提供するといった地域の拠点としての役割を担ってい
る。また、支援に当たっては、強固な信頼関係を構築し、時
間をかけて行う必要があるため実施主体を都道府県又は指
定都市等とするのが妥当である。
なお、都道府県又は指定都市等が、支援を適切、公正、中
立かつ効果的に実施できる団体がある場合のみ委託を行っ
ていることから、委託先の選定は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

△

○

本事業によって得られた成果は、各自治体と共有するととも
に活動内容について情報提供している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

○

住民に身近な地域でのひきこもり支援の充実を図るため、センターについては、一時的相談窓口機能に加え、市町村への後方支援機能として
の役割を強めるとともに、これまで低調であったひきこもりサポーター関連事業を、サポーターの活動の場の拡大を含めたひきこもりサポート事
業に再編し、効果的・効率的な事業実施の観点を踏まえつつ、支援の充実強化のための予算の確保に努める。

○ひきこもり対策の推進は、社会参加や就労等につながるものであり、ひいては一億総活躍社会の実現に資するものである。
○相談件数や専門機関での支援が決定した件数は増加している。ひきこもりサポーターの養成についても、推進しているところである。
○ひきこもりに関する専門的な支援を行っている団体等に委託することができるなど、より効果的・効率的な事業実施となるよう努めている。

評　価項　　目

本事業は、地域に潜在するひきこもりを早期に発見し、適切
な支援を実施するものであり、現在、課題とされているひきこ
もりの長期化、高年齢化を防ぐこと等、その社会的ニーズは
高い。

ひきこもり対策の推進は,社会参加や就労等につながるもの
であり、ひいては一億総活躍社会の実現に資することである
ことから、国費を投入して実施する必要がある。なお、事業
の実施にあたっては、自治体が適当と認める団体等に委託
することができるとしている。

○

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（うち生活困窮者
就労準備支援等事業）

0679

厚生労働省

厚生労働省

○

直接補助であり、中間段階での支出は生じていない。

厚生労働省

事業番号 事業名所管府省名

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（うち生活保護適
正化等事業）

0679

-

-139-



( - 02 )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

330 平成25年度 692

平成26年度 695 平成27年度 709 平成28年度 680-2

平成22年度 423 平成23年度 382 平成24年度

平成29年度 厚生労働省 　 0681

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

厚生労働省 344百万円

【 事業に関する基本的な政策の企画、立案及び推進 】

【 事業の実施 】

Ｄ. NPO、その他民間団体等

＜栃木県の例＞ 0.3百万円

業務委託 【随意契約（その他）】

Ａ. 都道府県、指定都市（65）

337百万円

（内訳）上位10者

京都市 18百万円

栃木県 13百万円

福島県 10百万円

東京都 10百万円

神奈川県 10百万円

静岡県 10百万円

京都府 10百万円

横浜市 10百万円

静岡市 10百万円

仙台市 10百万円

Ｅ. 市区町村（17）

4百万円

（内訳）上位10者

宇部市 0.4百万円

習志野市 0.4百万円

横浜市 0.4百万円

堺市 0.4百万円

牧方市 0.4百万円

三好市 0.4 百万円

佐倉市 0.4百万円

さいたま市 0.3百万円

神戸市 0.3百万円

北杜市 0.3百万円

【補助金等交付：ひきこもり地域支援センター設置

運営事業】

【補助金等交付：ひきこもりサポーター養成

事業】

【補助金等交付：ひきこもりサポーター派遣

事業】

【 事業の実施 】

Ｂ. NPO、その他民間団体等

＜京都市の例＞ 18百万円

業務委託 【随意契約（その他）】

【 事業の実施 】

Ｆ. NPO、その他民間団体等

＜宇部市の例＞ 0.4百万円

業務委託 【随意契約（その他）】

Ｃ. 都道府県、市区町村（23）

3百万円

（内訳）上位10者

栃木県 0.3百万円

東京都 0.3百万円

北海道 0.3百万円

徳島県 0.3百万円

牧方市 0.3百万円

大阪府 0.2百万円

神戸市 0.2百万円

富山県 0.2百万円

山口県 0.2百万円

静岡市 0.2百万円

※平成29年度執行額（交付決定額）
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支出先上位１０者リスト

A.

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

10

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

13

10

10

10

10

10 - -

-10

- -

補助金等交付10

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

8000020221007

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

ひきこもり地域支援セン
ターの管理・運営

-

-

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0.4

3000020141003

8000020041009

2

3

- -

法　人　番　号

5000020090000

2000020261009 18

10

-

5000020090000

8000020130001

7000020220001

7000020220001

2000020260002

入札者数
（応募者数）

落札率

E.宇部市 F. NPO法人ふらっとコミュニティ

費　目

6

1

計 0.4

8

7

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

計

5 - -

- -

4

計 0.3 計 0.3

需用費 燃料費 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託料
NPO法人ふらっとコミュニティへの業務委託
料

0.4 賃金 サポーター賃金（2名） 0.4

C.栃木県 D.栃木県若年者支援機構

費　目 使　途

旅費 講師旅費 0

需用費 研修資料作成費 0

賃借料 会場使用料 0

委託料
（一社）栃木県若年者支援機構への業務委
託料

0.3 報償費 講師謝金

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費
（公財）京都市ユースサービス協会への業
務委託料

費　目

計 18 計 18

0.5

費　目 使　途

旅費 0.2

0.5

B.京都市ユースサービス協会
金　額

(百万円）

18

諸謝金

相談員、支援コーディネーター等（9名）

報償費

使　途

委託料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

研修旅費、会議出席旅費

役務費 通信運搬費、委託費

0.8

0.2

金　額
(百万円）

A.京都市

需用費 事務消耗品費、印刷製本費

16

京都市

栃木県

福島県

東京都

神奈川県

静岡県

京都府

横浜市

仙台市

静岡市

チェック
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B

C

D

6
特定非営利活動法
人ユニバーサル就労
ネットワークちば

5040005018368
ひきこもりサポーターの養
成研修等業務委託

0.1
随意契約
（その他）

- 100％ －

1

4

5

2

3

（公財）北海道精神
保健推進協会

6430005010821
ひきこもりサポーターの養
成研修等業務委託

0.3
随意契約
（その他）

- 100％ －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

枚方市 8000020272108
ひきこもりサポーターの養
成

0.3 補助金等交付 - - -

9

10

山口県 2000020350001
ひきこもりサポーターの養
成

0.2 補助金等交付 - - -

神戸市 9000020281000
ひきこもりサポーターの養
成

0.2 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

栃木県 5000020090000
ひきこもりサポーターの養
成

0.3 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

特定ＮＰＯ法人サン
フォレスト

1080005004178
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

10
随意契約
（その他）

- 100％ -

10

8

9

特定ＮＰＯ法人おー
さぁ

3330005002195
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

0.9
随意契約
（その他）

- 100％ -

社会福祉法人わた
げ福祉会

9370005002070
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

10
随意契約
（その他）

- 100％ -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）京都市ユース
サービス協会

5130005012824
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

18
随意契約
（その他）

- -

随意契約
（その他）

- 100％ -

社会福祉法人わた
げ福祉会

9370005002070
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

10
随意契約
（その他）

- 100％ -

2

100％

（一社）栃木県若年
者支援機構

8060005007309
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

13

5040005018368
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

0.7
随意契約
（その他）

- 100％ -

社会福祉法人清浄
園

社会福祉法人あすな
ろ福祉会

6260005001805
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

0.9
随意契約
（その他）

- 100％ -

3320005007781

随意契約
（その他）

ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

0.9
随意契約
（その他）

- 100％ -

特定非営利活動法
人ユニバーサル就労
ネットワークちば

ささえあいコミュニ
ティ生活共同組合新
潟

9110005002864
ひきこもり地域支援セン
ター管理・運営に関する業
務委託

0.8 - 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京都 8000020130001
ひきこもりサポーターの養
成

0.3 補助金等交付 - - -

北海道 7000020010006
ひきこもりサポーターの養
成

0.3 補助金等交付 - - -

徳島県 4000020360007
ひきこもりサポーターの養
成

0.3 補助金等交付 - - -

大阪府 4000020270008
ひきこもりサポーターの養
成

0.2 補助金等交付 - - -

富山県 7000020160008
ひきこもりサポーターの養
成

0.2 補助金等交付 - - -

静岡市 8000020221007
ひきこもりサポーターの養
成

0.2 補助金等交付 - - -

（一社）栃木県若年
者支援機構

8060005007309
ひきこもりサポーターの養
成研修等業務委託

0.3
随意契約
（その他）

- 100％ －

特定非営利活動法
人クラウドナイン

8120905005438
ひきこもりサポーターの養
成研修等業務委託

0.2
随意契約
（その他）

- 100％ －

特定NPO法人神戸
オレンジの会

2140005003676
ひきこもりサポーターの養
成研修等業務委託

0.2
随意契約
（その他）

- 100％ －

NPO法人KHJ香川県
オリーブの会

8470005002078
ひきこもりサポーターの養
成研修等業務委託

0.2
随意契約
（その他）

- 100％ －
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E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

補助金等交付 - - －

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4

5

特定NPO法人支えて
ねットワーク

2250005001132
ひきこもりサポーターの派
遣調整等業務委託

0.2
随意契約
（その他）

- 100％ －

特定NPO法人ふらっ
とコミュニティ

5250005001377
ひきこもりサポーターの派
遣調整等業務委託

0.4
随意契約
（その他）

- 100％ －

さいたま市 2000020111007
ひきこもりサポーターの派
遣

0.3

1

2

5

6

3

4

習志野市 6000020122165
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

支　出　先

9

10

7

8

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

宇部市 3000020352021
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

堺市 3000020271403
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

牧方市 8000020272108
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

補助金等交付 - - －

補助金等交付 - - －

補助金等交付

横浜市 3000020141003
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

三好市 4000020360007
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

神戸市 9000020281000
ひきこもりサポーターの派
遣

0.3

北杜市 7000020192091
ひきこもりサポーターの派
遣

0.3

補助金等交付

佐倉市 8000020122122
ひきこもりサポーターの派
遣

0.4

NPO法人みよしサ
ポート協会ぴあぞら

9480005006028
ひきこもりサポーターの派
遣調整等業務委託

0.4
随意契約
（その他）

- 100％ －

特定NPO法人神戸
オレンジの会

2140005003676
ひきこもりサポーターの派
遣調整等業務委託

0.3
随意契約
（その他）

- 100％ －

社会福祉法人のうえ
い舎

8040005002583
ひきこもりサポーターの派
遣調整等業務委託

0.2
随意契約
（その他）

- 100％ －

- - －

補助金等交付 - - －

- - －

補助金等交付 - - －

補助金等交付 - - －

補助金等交付 - - －

補助金等交付 - - －
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ひきこもり対策推進事業について

1

-
1
4
5
-



様々な要因の結果として、社会的参加（義務教育を含む就学、非常勤職員を含む就労、家庭外での交遊）を回避し、原則的には６か
月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出をしていてもよい）を示す現象概念。

※ ひきこもりは、原則として統合失調症の陽性あるいは陰性症状に基づくひきこもり状態とは一線を画した非精神症性の現象とするが、実際
には確定診断がなされる前の統合失調症が含まれている可能性は低くない。

「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」より

定 義

推計数

内閣府調査（平成27年12月調査）

広義のひきこもり状態にある者 54.1万人、狭義のひきこもり状態にある者17.6万人

※平成２２年２月調査 広義のひきこもり状態にある者 69.6万人、狭義のひきこもり状態にある者23.6万人

平成２８年９月 「若者の生活に関する調査報告書」より

2

（上記調査結果における定義）
「ふだんどのくらい外出するか」という質問に対して

① 趣味の用事のときだけ外出する
② 近所のコンビニなどには出かける
③ 自室からは出るが、家からは出ない
④ 自室からほとんど出ない

上記の②～④を選択した者を「狭義のひきこもり」、①を選択した者を「準ひきこもり」とし、
それをあわせて「広義のひきこもり」としている。

ひきこもりについて

-
1
4
6
-



＜事業目的＞
ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、ひきこもりの状態にある本人や家族等を支援することにより、ひきこもりの状態

にある本人の自立を促進し、本人及び家族等の福祉の増進を図る。
＜事業のこれまでの変遷＞

平成２１年度 ひきこもり対策推進事業の創設
・ひきこもり地域支援センター設置運営事業の創設

平成２５年度 ひきこもり対策推進事業の拡充
・ひきこもりサポーター養成研修、派遣事業の創設

平成３０年度 ひきこもり対策推進事業の拡充
・ひきこもり地域支援センターによる市町村後方支援機能の強化
・ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業、市町村におけるひきこもりサポート事業の創設

＜事業の概要＞

事業名 事業内容 実施主体

ひきこもりに特化
した第一次相談
窓口設置、支援
関係機関等への
後方支援

ひきこもり地域支援セン
ター設置運営事業

・相談支援：ひきこもり支援コーディネーターが、ひきこもり状態にある本人、家族から
の電話、来所等による相談や、必要に応じ家庭訪問を中心とした訪問支援を行うこと
により、早期に適切な関係機関につなぐ。

・包括的な支援体制の確保：地域の関係機関との連携体制の構築。

・情報発信：ひきこもりに関する普及啓発、利用可能な相談・支援機関情報の発信。

・後方支援：地域の支援関係機関への助言、相談対応等の実施。

都道府県
指定都市

支援に携わる人
材の養成、支援
の質の向上

ひきこもり支援に携わる
人材の養成研修事業

・支援従事者養成研修：市町村職員、ひきこもり支援関係機関従事者等に対し、知識
及び技術を習得させる研修を実施。

・ひきこもりサポーター養成研修：ひきこもり本人や家族等に対する訪問支援等の担
い手となる「ひきこもりサポーター」を養成。

都道府県
（市区町村）

身近な地域での
ひきこもり支援の
充実

ひきこもりサポート事業

・情報発信：利用可能な相談窓口・支援関係機関情報の集約と住民への発信。

・支援拠点づくり：早期発見・早期支援につなげるためのネットワーク構築や、ひきこ
もり本人等が安心して参加できる居場所の提供等。

・ひきこもりサポーター派遣：訪問支援や居場所運営等へのサポーター派遣。

市区町村
（都道府県）
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平成３０年度予算における「ひきこもり対策推進事業」の見直し

事業の見直し内容

①

＜ひきこもり地域支援センター設置運営事業＞
従来の機能に加え、以下の取組を実施できるようにした。

◇より住民に身近な市町村でのひきこもり支援の強化のために、

関係機関に対する後方支援を実施

・生活困窮者自立支援制度に基づく就労準備支援事業者等、

ひきこもり支援に携わる関係機関と連携し支援に関する助言

等を行う。

◇センターによる訪問支援活動の重点的実施を図るための訪問

支援体制を整備

・相談支援専門員の配置による訪問支援の強化

②

＜ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業＞
ひきこもりサポーターの養成のほか、ひきこもり支援の質の向

上を図るため、市町村担当職員や支援関係機関従事者に対する

人材養成研修を実施できるようにした。

③

＜ひきこもりサポート事業＞
市町村におけるひきこもり支援体制の充実を図るため、ひきこ

もりサポーター派遣のほか、以下の取組を実施できるようにした。

◇市町村内において利用可能な相談窓口、支援機関の情報を

集約し、ホームページ等の媒体を活用した住民への情報発信

◇早期発見や早期支援開始につなげるための支援拠点（居場所、

相談窓口など）づくり

◇サポーター派遣については、従来の訪問支援活動に加え、上

記の支援拠点での活用や支援機関のスタッフ登用など活用の

場を拡大する。

指摘・課題と対応の方向性

◇ひきこもり地域支援センターは都道府県単位で設置され広域な範囲

をカバーしていることから、相談者への支援を十分に行うことができ

ていないのではないか。

＞ひきこもり地域支援センターの大きな役割のひとつは、相談者を

適切な支援機関につなぐことであり、これまでも連携体制構築に

努めてきたが、今後は支援者支援の機能を高め、地域の適切な

つなぎ先を増やしていく役割を付加。

特にＨ２７から生活困窮者自立支援制度が開始されたことを踏ま

え、当該機関との相互の連携を強化。

＞一方、支援機関につながりにくいケースは、センターによる継続的

支援を行う必要があり、マンパワーの強化を図れるようにする。

◇ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業の実施が低調

・サポーター派遣のニーズがない。

＞実施主体である市町村に対する事業の理解度の向上と、事業実

施に向けた体制整備が必要。

・サポーターは訪問支援以外にも活用の場を作るべき

＞居場所の運営協力など新たな活用の場を検討。

◇段階的な支援の場となる、日常生活・社会的自立のための居場所な

どの地域資源が不足

＞市町村内の有用な地域資源の集約・ネットワークづくりを進め、必

要に応じ行政が当事者グループ・家族会などと連携しながら、居

場所などの拠点づくりを実施。

◇身近な地域における相談窓口がわからない、ひきこもり支援を掲げ

る団体も目にするが利用には不安。

＞ひきこもり地域支援センターの認知度の向上と、市町村による住

民への利用可能窓口等の情報発信が必要。

これまでの事業実施状況の点検や関係者からの意見も踏まえながら課題等を整理し、平成３０年度予算において以下の事業見直しを実施。

⇒①

⇒②
⇒③

⇒③

⇒③
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○ ひきこもりに特化した第一次相談窓口

（ひきこもり支援コーディネーターの配置）

・電話、来所等による相談、訪問支援

・ 適切な関係機関への早期のつなぎ

○ 関係機関との連携体制構築

○ ひきこもりに関する普及、啓発

○ 市町村等への後方支援

民間団体
家族会、ＮＰO法人

教育関係
学校 教育委員会

就労関係
地域若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ
ハローワーク 等

関係機関との連携

ひきこもり対策推進事業

ひきこもり地域支援センター

都道府県（指定都市）

保健医療関係
医療機関、保健所 等

福祉、行政関係
福祉事務所、児童相談所、自立相談支援機関
精神保健福祉ｾﾝﾀｰ、発達障害者支援ｾﾝﾀｰ
子ども・若者総合支援ｾﾝﾀｰ 等

5

ひきこもり支援従事者養成研修
○ ひきこもり支援を担当する市町村職員、支援
関係機関の従事者等に対し、ひきこもり支援に必
要な知識・技術等を修得させる

ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業

ひきこもりサポーター養成研修

○ ひきこもり本人や家族等に対する支援に関心
のある者に対して、ひきこもりに関する基本的な
知識に関することを修得させ、ひきこもりサポー
ターとして活用

情報発信
支 援

相 談

ひきこもりサポート事業

○ 利用可能なひきこもりの相談窓口、
支援機関の情報発信
○ 関係機関とのネットワーク、ひきこもり
支援拠点（居場所、相談窓口）づくり
○ ひきこもりサポーター派遣

相 談
支 援

ひきこもりの状態に
ある本人、家族

市町村

＜後方支援＞
・支援方針への助言、支援実施者からの相談対応
・支援担当職員研修

管内の支援関係機関

生活困窮者自立相談支援事
業・就労準備支援事業の実
施機関 等
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自治体 開所年度

1 北海道 21

2 青森県 ※28

3 岩手県 21

4 宮城県 ※25

5 秋田県 25

6 山形県 21

7 福島県 ※26

8 茨城県 23

9 栃木県 26

10 群馬県 26

11 埼玉県 27

12 千葉県 23

13 東京都 26

14 神奈川県 22

15 新潟県 25

16 富山県 24

17 石川県 25

18 福井県 26

19 山梨県 27

20 長野県 22

21 岐阜県 28

22 静岡県 25

23 愛知県 22

24 三重県 25

自治体 開所年度

25 滋賀県 22

26 京都府 20

27 大阪府 21

28 兵庫県 26

29 奈良県 27

30 和歌山県 21

31 鳥取県 21

32 島根県 27

33 岡山県 29

34 広島県 24

35 山口県 21

36 徳島県 22

37 香川県 23

38 愛媛県 23

39 高知県 21

40 福岡県 22

41 佐賀県 ※29

42 長崎県 25

43 熊本県 27

44 大分県 19

45 宮崎県 26

46 鹿児島県 22

47 沖縄県 28

自治体 開所年度

48 札幌市 27

49 仙台市 24

50 さいたま市 24

51 千葉市 27

52 横浜市 21

53 川崎市 23

54 相模原市 30

55 新潟市 23

56 静岡市 27

57 浜松市 21

58 名古屋市 24

59 京都市 ※25

60 大阪市 21

61 堺市 ※23

62 神戸市 21

63 岡山市 22

64 広島市 ※21

65 北九州市 21

66 福岡市 ※21

67 熊本市 26

【平成３０年４月現在】

７５か所

(６７自治体)

※は、複数設置（サテライト等）自治体

年度 新規 累計

21年度 １８ １８

22年度 ８ ２６

23年度 ６ ３２

24年度 ５ ３７

25年度 ７ ４４

26年度 ８ ５２

27年度 ９ ６１

28年度 ３ ６４

29年度 ２ ６６

30年度 １ ６７

年度別設置自治体数

ひきこもり地域支援センター設置状況 活動指標

ひきこもり地域支援センターについては、平成２１年度より段階的に設置され、平成３０年４月に全ての都道府
県・指定都市に設置されるに至った。
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専門機関での支援が決定した件数
＜ひきこもり地域支援センターが関係機関につないだ件数（平成24～28年度）＞

8

関係機関
年度

精神保健福祉
センター

保健所・保健
センター

医療機関 ＮＰＯ法人等
地域若者サ
ポートステー

ション
ハローワーク 児童相談所 福祉事務所 その他 総計

２４年度 656 488 361 339 278 101 74 82 981
3,360

率 19.5% 14.5% 10.7% 10.1% 8.3% 3.0% 2.2% 2.4% 29.2%

２５年度 915 722 442 397 418 96 46 85 1,783
4,904

率 18.7% 14.7% 9.0% 8.1% 8.5% 2.0% 0.9% 1.7% 36.4%

２６年度 1,193 992 710 848 544 123 50 104 2,706
7,270

率 16.4% 13.6% 9.8% 11.7% 7.5% 1.7% 0.7% 1.4% 37.2%

２７年度 1,314 815 813 1,015 568 121 94 142 2,539
7,421

率 17.7% 11.0% 11.0% 13.7% 7.7% 1.6% 1.3% 1.9% 34.2%

２８年度 1,323 823 723 981 674 106 50 239 2,601 
7,520

率 17.6% 10.9% 9.6% 13.0% 9.0% 1.4% 0.7% 3.2% 34.6%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

その他

福祉事務所

児童相談所

ハローワーク

地域若者サポートステーション

ＮＰＯ法人等

医療機関

保健所・保健センター

精神保健福祉センター

成果目標

-
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平成28年度 ひきこもり地域支援センターが関係機関へつないだ件数（詳細版）

9

福祉事務所

福祉事務所以外の市区

町村窓口
社会福

祉協議

会

自立相談支援事業実施

機関
地域包括支援センター

児童相談所

児童家庭支援センター

保健所・保健センター

精神保健福祉センター

発達障害者支援セン

ター

医療機関

子ども・若者総合相談セ

ンター

地域若者サポート

ステーション

ハローワーク

企業

学校・教育委員会等

民間支援団体（当事者

団体・ＮＰＯ法人等）

障害者総合支援関連施

設

障害者雇用促進関連施

設

ひきこもり地域支援セン

ター（他地域等）

その他

関係
機関

年度

福祉事務
所

福祉事務
所以外の
市区町村

窓口

社会福祉
協議会

自立相談
支援事業
実施機関

地域包括
支援セン

ター

児童相談
所

児童家庭
支援セン

ター

保健所・
保健セン

ター

精神保健
福祉セン

ター

発達障害
者支援セ

ンター
医療機関

子ども・
若者総合
相談セン

ター

地域若者
サポート
ステー
ション

ハロー
ワーク

企業
学校・教
育委員会

等

民間支援
団体（当
事者団

体・ＮＰＯ
法人等）

障害者総
合支援関
連施設

障害者雇
用促進関
連施設

他のひき
こもり地
域支援セ

ンター

その他 総計

２８年度 239 313 92 97 31 50 42 823 1,323 89 723 92 674 106 31 363 981 482 86 186 697

7,520

率 3.2% 4.2% 1.2% 1.3% 0.4% 0.7% 0.6% 10.9% 17.6% 1.2% 9.6% 1.2% 9.0% 1.4% 0.4% 4.8% 13.0% 6.4% 1.1% 2.5% 9.3%
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平成３０年度において「ひきこもり対策推進事業」の見直しを図ったことから、これらの見直しが効果的なものとなっているか
検証できるよう、現在設定している成果目標の見直しが必要。

ひきこもり対策推進事業の成果目標の見直し案

専門機関での支援が決定した件数が目標
値（前年度の１センターあたりの決定件数×
設置数）を上回ること

【現行の成果目標】

専門機関での支援が決定した件数が目標値
（前年度の１センターあたりの決定件数×設置
数）を上回ること

【成果目標の見直し案】

ひきこもりサポーターの活動件数が前年度を上
回ること

市町村における支援体制の充実や「ひきこもりサ
ポーター」の活動の場の拡充に関する効果測定とし
て、サポーター活動件数を確認。

-
1
5
4
-



事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度要求

予算額（補正後） 45,780の内数 42,274の内数 30,670の内数 38,493の内数

執行額 304 317 344

執行率 － － －

（事業の概要）

（論点）

○本事業の成果目標が達成されていない中で、身近な地域におけるひきこもり支援の充
実を図るため、平成３０年度予算においてひきこもり対策推進事業の一部を見直し、広域
設置されているひきこもり地域支援センターの市町村への後方支援機能を強化するとと
もに、市町村におけるひきこもりの支援拠点づくりの推進等を行うこととしているが、これ
らの事業見直しが効果的なものとなっているかを検証できるよう、現在の成果目標を見直
すべきではないか。

※現行の成果目標及び成果実績（アウトカム）

参考：ひきこもり地域支援センター設置個所数

論点等説明シート

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
（うちひきこもり対策推進事業）

予算の状況
（単位：百万円）

事業についての論点等

　ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、ひきこもりの状態にある本人や家族等
を支援することにより、ひきこもりの状態にある本人の自立を促進し、本人及び家族等の
福祉の増進を図ることを目的とする。

【実施主体】
  ①ひきこもり地域支援センター設置運営事業：都道府県、指定都市
　②ひきこもり支援に携わる人材の養成研修事業：都道府県、市区町村
　③ひきこもりサポート事業：都道府県、市区町村

【負担割合】
　国　１／２　、　都道府県・市区町村　１／２

事業番号 ６７９－０２

定量的な成果目標 成果指標 単位 27年度 28年度 29年度

成果実績 件 7,421 7,520

目標値 件 8,290 7,764 8,183

達成度 ％ 89.5 96.9

専門機関での支援が
決定した件数が目標
値（前年度の１セン
ターあたりの決定件
数×設置数）を上回
ること

専門機関での支
援が決定した件数

精査中

精査中

27年度 28年度 29年度

65 68 74
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